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地方自治体における業務プロセス・システムの標準化及び 

ＡＩ・ロボティクスの活用に関する研究会 開催実績 

開催日 討議テーマ・報告者等 

第１回 

平成30年 

（2018年） 

９月21日（金） 

〇事務局提出資料 

・ これまでの研究会等での検討

・ 業務プロセス・システムの標準化について

・ AI・ロボティクスの活用について

〇髙橋委員発表 

（自治体間ベンチマーキング ～業務の見える化とその先にあるもの～） 

第２回 10月30日（火） 

〇事務局提出資料① 

・ 今後の進め方について（案）

〇事務局提出資料②（業務プロセス・システムの標準化） 

・ 一般市・町村等（人口20万未満）でのシステム共同化の課題

・ 指定都市・中核市等（人口20万以上）における標準化の課題

～住基関係事務を例に～

・ 様式・帳票の標準化

〇事務局提出資料③ 

・ 業務プロセス・システムの標準化の論点

〇廣瀬委員発表 

（豊橋市・岡崎市の自治体クラウド化の取組み） 

〇前橋市発表 

（共同クラウド化に至る経緯） 

〇中核市市長会発表 

（「中核市における自治体クラウド実現に向けた研究会」について） 

〇富士通株式会社発表 

（住民基本台帳システムの標準化に向けた課題と解決の方向性について） 

〇日本電気株式会社発表 

（政令市・中核市における業務標準化について ベンダー視点での考察（住民

記録システム）） 

第３回 11月21日（水） 

〇事務局提出資料①（業務プロセス・システムの標準化） 

・ 標準化のミクロの課題 ～介護事務を事例に～

・ 標準化・共同化の効果

・ マクロの方策の考えられる類型と参考事例 ～システムの標準化・共同化～

・ ミクロの課題を踏まえたマクロの方策 ～住基事務を事例に～

〇事務局提出資料② 

・ 中核市等の住基システムのカスタマイズ一覧

〇事務局提出資料③ 

・ 業務プロセス・システムの標準化の論点

〇株式会社日立製作所発表 

（介護保険事務処理システムの特徴とシステム標準化実現に向けた方策につ

いて） 

資料２ 
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開催日 討議テーマ・報告者等 

第４回 12月21日（金） 

〇事務局提出資料①（Society 5.0のあり方と AI・ロボティクスの活用） 

・ 2040年の社会と技術

・ 地方自治体における AI・ロボティクス利活用の現状

〇事務局提出資料②（業務プロセス・システムの標準化） 

・ 標準化のミクロの課題 ～個人住民税事務を事例に～

・ ミクロの課題のまとめ

・ 2018年におけるシステム関係の人的負担と2040年頃までに目指すべき姿

・ ミクロの課題を踏まえたマクロの推進策

〇事務局提出資料③ 

・ AI・ロボティクスの活用及び業務プロセス・システムの標準化の論点

〇長峯委員発表 

（オープンガバメントへのチャレンジ ちばレポ（ちば市民協働レポート） ～市

民と行政をつなぐ新たなコミュニケーションツール～）

〇髙橋委員発表 

（個人住民税業務における AI・ロボティックスの活用について 

～自治体間ベンチマーキングの検討結果を踏まえた考察～） 

第５回 

平成31年 

（2019年） 

１月９日（水） 

〇事務局提出資料①（AI・ロボティクスの活用と様式・帳票の標準化） 

・ Society 5.0のあり方と2040年の自治体の目指すべき姿

～AI・ロボティクスの活用～

・ 外部との情報連携（様式・帳票を含む。）のあり方

〇事務局提出資料② 

・ 地方自治体における AI・ロボティクスの活用に関する今後の議論の進め方に

ついて（案）

〇事務局提出資料③（業務プロセス・システムの標準化） 

・ 業務プロセス・システムの標準化

〇稲継裕昭早稲田大学政治経済学術院教授発表 

 （地方自治体における AI・ロボティクス活用の現状と課題） 

〇株式会社三菱総合研究所発表 

（データ活用で変わる社会 ～AI等新技術の活用による行政サービス改革～） 

〇UiPath 株式会社発表 

（RPA の動向について） 

〇一般社団法人ユニバーサルメニュー普及協会発表 

（ユニバーサルメニューと、行政 ID 導入による行政サービスの見える化

－行政サービスの構造化・標準化の取組－）

第６回 １月28日（月） 

〇事務局提出資料①（業務プロセス・システムの標準化） 

・ スマート自治体推進の基本的考え方

・ 関係企業・団体からの意見

・ 引き続き議論すべき事項

〇事務局提出資料②（AI・ロボティクスの活用） 

・ 今後の議論の進め方

・ 導入を推進すべき事務・分野

（１） 自治体が取り組みやすい部分

（２） 自治体行政が課題を抱える部分

（３） 住民・企業等にとって利便性が向上する部分

〇事務局提出資料③ 

・ 税務課業務における AI・ロボティクスの活用状況の比較

〇指定都市市長会発表 

 （国税・道府県税・市税の情報連携による税務事務の効率化） 

〇中島秀之札幌市立大学学長発表 

（AI と社会の現状と未来） 
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開催日 討議テーマ・報告者等 

第７回 ２月６日（水） 

〇岩﨑委員発表 

（スマートシティに関する海外事例や自治体 CIO の役割等について）

〇事務局提出資料①（住民・企業等との間の申請・通知等） 

・ 電子化・ペーパーレス化について

・ 様式・帳票の標準化について

（１） 住民や企業等からの申請

（２） 住民や企業等に対する通知・交付等

〇事務局提出資料②（AI・ロボティクスの活用） 

・ AI をめぐる原則

・ ミクロの課題のまとめ

・ マクロの方策の参考となる事例・関連政策

（１） 人材育成の方策

（２） 共有化・共同化の方策

第８回 ２月19日（火） 

〇事務局提出資料① 

・ これまでの議論の整理

（１） 業務プロセス・システムの標準化

（２） AI・ロボティクスの活用

（３） 住民・企業等との間の申請・通知等

（４） まとめ

・ 標準に求められる粒度

・ 人材面の方策

・ 共有化・共同化の方策

〇事務局提出資料② 

・ 論点

第９回 ３月５日（火） 

〇事務局提出資料① 

・ これまでの議論の整理

〇事務局提出資料②（AI・ロボティクスの効果と求められる視点等） 

・ AI・ロボティクスの効果と求められる視点

・ 共有化・共同化の方策

〇石井委員発表 

（LGWAN-ASP サービスとセキュリティ・プライバシー・個人情報保護） 

〇渡邉委員発表 

（LGWAN について） 

〇株式会社 NTT データ発表 

（地方自治体における AI・ロボティクスのさらなる活用に向けて） 

第10回 ３月22日（金） 

〇事務局提出資料① 

・ スマート自治体実現のためのロードマップ

〇事務局提出資料②（2040年頃までに実現すべき姿等） 

・ 2040年頃までに実現すべき姿

・ 人材面の方策

・ 業務プロセス・システムの標準化

第11回 ４月11日（木） 
〇事務局提出資料 

・ スマート自治体実現のためのロードマップ

第12回 

令和元年 

（2019年） 

５月10日（金） 

〇事務局提出資料 

・ スマート自治体実現のためのロードマップ
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地方自治体における業務プロセス・システムの標準化及び 

ＡＩ・ロボティクスの活用に関する研究会 開催要綱 

第１   目的 

今後の労働力の供給制約の中、地方自治体が住民生活に不可欠な行政サービ

スを提供し続けるためには、職員が、企画立案業務や住民への直接的なサービス

提供など職員でなければできない業務に注力できるような環境を作る必要があ

る。 

地方自治体の情報システムは、これまで各自治体が独自に発展させてきた結

果、システムの発注・維持管理や制度改正による改修対応など各自治体が個別に

対応せざるを得なかったが、クラウド化等を通じたシステム標準化や業務プロ

セス見直しにより、職員負担が軽減され、住民や企業の利便性向上にもつながる

ことが考えられる。また、近年の技術発展により、実証的にＡＩ・ロボティクス

の導入を進める企業や自治体も出てきつつある。 

こうした状況を踏まえ、（１）地方自治体における業務プロセス・システムの

標準化及び（２）地方自治体におけるＡＩ・ロボティクスの活用について実務上

の課題を整理する。 

第２   構成員 

研究会は別紙の座長及び委員をもって構成する。 

第３   座長  

座長は会務を総理する。  

第４   議事  

（１） 研究会の会議は、座長が招集する。

（２） 座長は、必要があると認めるときは、学識経験者等に研究会への出席

を求めその意見を聞くことができる。   

（３） 会議は非公開とするが、会議終了後に配布資料を公表するとともに、

議事概要を作成し、公表することとする。ただし、配布資料については、

座長が必要と認めるときは非公開とすることができる。 

第５ その他  

（１） 研究会の庶務は、総務省自治行政局行政経営支援室において処理する。 

（２） この要綱に定めるもののほか、研究会の運営その他研究会に関し必要

な事項は座長が定める。 

資料３
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（別 紙） 

地方自治体における業務プロセス・システムの標準化 

及びＡＩ・ロボティクスの活用に関する研究会 名簿 

（座 長） 

國領 二郎  慶應義塾大学総合政策学部教授/慶應義塾常任理事 

（委 員） 

石井 夏生利 筑波大学図書館情報メディア系准教授 

磯部 哲   慶應義塾大学大学院法務研究科教授 

岩﨑 尚子 早稲田大学電子政府・自治体研究所研究院教授 

楠 正憲   内閣官房政府 CIO補佐官 

庄司 昌彦 国際大学グローバル・コミュニケーション・ 

センター准教授

髙橋 晃 町田市政策経営部経営改革室課長 

長峯 道宏  千葉市総務局情報経営部業務改革推進課長 

廣瀬 大三  豊橋市総務部情報企画課長 

山本 勲   慶應義塾大学商学部教授 

渡邉 繁樹 地方公共団体情報システム機構 

個人番号センター副センター長 

（以上敬称略、委員は 50音順） 

役職名は要綱制定（平成 30年（2018年）９月）時点
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地方自治体における業務プロセス・システムの標準化及びＡＩ・ロボティクスの活用に関する研究会

【目的】

今後の労働力の供給制約の中、地方自治体が住民生活に不可欠な行政サービスを提供し続けるためには、職員が、職員でな
ければできない業務に注力できるような環境を作る必要がある。そこで、標記研究会では、（１）地方自治体における業務プロセ
ス・システムの標準化及び（２）地方自治体におけるＡＩ・ロボティクスの活用について実務上の課題の整理を行う。

【検討事項】

① 業務プロセス・システムの標準化

・業務プロセス、システム、様式・帳票をどのように標準化するかの方策を検討

② ＡＩ・ロボティクスの活用

・ＡＩ・ロボティクスをどのような事務・分野に導入することが有効か。
・ＡＩ・ロボティクスを効果的・効率的に導入するための方策 を検討

【委員】（令和元年（2019年）５月時点）

國領 二郎 慶應義塾大学総合政策学部教授

（座長） 慶應義塾常任理事

石井 夏生利 中央大学国際情報学部教授

磯部 哲 慶應義塾大学大学院法務研究科教授

岩﨑 尚子 早稲田大学電子政府・自治体研究所

研究院教授

楠 正憲 内閣官房政府CIO補佐官

庄司 昌彦 武蔵大学社会学部メディア社会学科教授

髙橋 晃 町田市総務部次長兼総務課長

長峯 道宏 千葉市総務局情報経営部

業務改革推進課長

廣瀬 大三 前豊橋市総務部情報企画課長

山本 勲 慶應義塾大学商学部教授

渡邉 繁樹 地方公共団体情報システム機構

個人番号センター副センター長

【開催時期】

平成30年（2018年）９月～令和元年（2019年）５月

労
働
力
制
約
の
下
で
も AI・ロボティクスによる

自動処理など

職員による事務処理

本
来
の
機
能
を
発
揮

＜現状＞
A市 B町 A市 B町

情報
システム等

情報システム等の
共通基盤（標準化）

重複投資を
やめる

＜スマート自治体＞

情報
システム等

カスタマイズ＝個別投資

（スマート自治体研究会）

資料４

1

スマート⾃治体研究会（※）報告書 〜「Society 5.0時代の地⽅」を実現するスマート⾃治体への転換〜 概要

⽣産年齢⼈⼝減少による労働⼒の供給制約 Society 5.0（超スマート社会）における技術発展の加速化

 ⾏政の質に関係ないシステムのカスタマイズ（重複投資）⇒住⺠・企業の不便さ、⾃治体・ベンダの⼈的・財政的負担
 世界のスピードに間に合うため、デジタル社会に向けて社会制度の最適化が必要

今の仕事を前提にした「改築⽅式」でなく、仕事の仕⽅を抜本的に⾒直す「引っ越し⽅式」が必要

〔具体的⽅策〕
①業務プロセスの標準化：類似⾃治体間でBPRをし、最善の⽅式に標準化。細かいプロセスは標準システムに合わせる。
②システムの標準化：⾃治体、ベンダ、所管府省がコミットし、個別⾏政分野のシステムの標準仕様書を作成。住⺠記録システムを

最優先、税務・福祉分野も優先。ベンダが標準準拠システムを提供し、⾃治体は更新時期を踏まえ導⼊。
③AI・RPA等のICT活⽤普及促進：システム標準化や電⼦化等を通じ、安価に共同利⽤できる環境を整備。今後AI技術の活⽤可能性

がある数値予測等は、⾃治体、企業、各府省が検討。直ちに導⼊可能なものは⾃治体は他団体を参考に導⼊、国は周知・財政⽀援。
④電⼦化・ペーパーレス化、データ形式の標準化：デジタル⼿続法案等を踏まえた政府・⾃治体での抜本的な電⼦化。
⑤データ項⽬・記載項⽬、様式・帳票の標準化：標準化のニーズを勘案し、実態に即し標準化。省令等やシステム標準仕様書におい

て標準様式、帳票を設定。
⑥セキュリティ等を考慮したシステム・AI等のサービス利⽤：外部接続に関するセキュリティポリシー等を遵守し、条例上のオンラ

イン結合制限の⾒直し等により、LGWAN-ASP（⾃治体専⽤ネットワーク上のサービス）等を活⽤。
⑦⼈材⾯の⽅策：⾸⻑、議員から⼀般職員まで、職責に応じたICTリテラシーを習得。専⾨性の⾼い外部⼈材を単独⼜は複数⾃治体で

活⽤。都道府県や指定都市・中核市等も各⾃治体を⽀援。

※ 正式名称：「地⽅⾃治体における業務プロセス・システムの標準化及びAI・ロボティクスの活⽤に関する研究会」 令和元年（2019年）5⽉

「スマート⾃治体」の実現
 ⼈⼝減少が深刻化しても、⾃治体が持続可能な形で⾏政サービスを提供し続け、住⺠福祉の⽔準を維持
 職員を事務作業から解放 ⇒ 職員は、職員でなければできない、より価値のある業務に注⼒
 ベテラン職員の経験をAI等に蓄積・代替 ⇒ 団体の規模・能⼒や職員の経験年数に関わらず、ミスなく事務処理を⾏う

問題意識

⽅策

⽬指すべき姿

背景

原則① ⾏政⼿続を紙から電⼦へ
原則② ⾏政アプリケーションを⾃前調達式からサービス利⽤式へ
原則③ ⾃治体もベンダも、守りの分野から攻めの分野へ
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スマート⾃治体研究会（※）報告書 〜「Society 5.0時代の地⽅」を実現するスマート⾃治体への転換〜 概要

1

⽣産年齢⼈⼝（※）減少による労働⼒の供給制約
※ 8,726万人 (1995) → 6,000万人未満 (2040)

Society 5.0（超スマート社会）における技術発展の加速化
（参考）商用利用開始から世帯普及率10％達成まで、電話76年、ポケットベル24年、ファク

シミリ19年、携帯電話15年、パソコン13年、インターネット5年、スマートフォン3年

 ⾏政サービスの質や⽔準に直結しないシステムのカスタマイズによる重複投資
→ 住⺠・企業等にとっての不便さ、個々の⾃治体やベンダにとっての⼈的・財政的負担

（参考）1990年代以降、世界の企業が付加価値を生むICT投資を行う中で、日本は官民問わず既存の業務プロセスに固執し、それに適合させるためのカスタマ
イズを行い続けた結果、世界に大きく立ち遅れ

 世界のスピードに間に合うためには、デジタル社会に向けて社会制度の最適化が必要
（参考）米国や中国など世界各国はAI開発にしのぎを削る ／ エストニアは起業の手続が短いことで起業家が集積

今のシステムや業務プロセスを前提にした「改築⽅式」でなく、
今の仕事の仕⽅を抜本的に⾒直す「引っ越し⽅式」が必要

〔具体的⽅策〕
業務プロセスの標準化 ／ システムの標準化 ／ AI・RPA等のICT活⽤普及促進 ／ 電⼦化・ペーパーレス化、データ形式の標準化 ／

データ項⽬・記載項⽬、様式・帳票の標準化 ／ セキュリティ等を考慮したシステム・AI等のサービス利⽤ ／ ⼈材⾯の⽅策、都道府県等による⽀援

※ 正式名称：「地⽅⾃治体における業務プロセス・システムの標準化及びAI・ロボティクスの活⽤に関する研究会」 令和元年（2019年）5⽉

「スマート⾃治体」の実現

 ⼈⼝減少が深刻化しても、⾃治体が持続可能な形で⾏政サービスを提供し続け、住⺠福祉の⽔準を維持
 職員を事務作業から解放 ⇒ 職員は、職員でなければできない、より価値のある業務に注⼒
 ベテラン職員の経験をAI等に蓄積・代替 ⇒ 団体の規模・能⼒や職員の経験年数に関わらず、ミスなく事務処理を⾏う

問題意識

⽅策

⽬指すべき姿

背景

原則① ⾏政⼿続を紙から電⼦へ
原則② ⾏政アプリケーションを⾃前調達式からサービス利⽤式へ
原則③ ⾃治体もベンダも、守りの分野から攻めの分野へ

資料４

スマート⾃治体の実現に向けた原則

2

原則① ⾏政⼿続を紙から電⼦へ
 住⺠にとって、窓⼝に来ることは負担

⇒ 現状のサービスのあり⽅を前提とせず、窓⼝に来なくても所期の⽬的を実現できないか、常に考える
 ⾃治体にとって、

• 紙媒体で提出された書類をシステムに⼊⼒するといった作業が⼤きな事務負担
（参考）泉大津市では、各課の個々の作業のうち、入力や確認作業等の事務作業が半分程度以上と多く、相談、審査、訪問、事業計画などは2割弱

• AI・RPA等のICTを効果的に活⽤するためには、データが⼊⼝から電⼦データの形で⼊って来ることが重要

原則② ⾏政アプリケーションを⾃前調達式からサービス利⽤式へ
 全国的なサービスとしてのアプリケーションを「利⽤する」という形式が最も⾃治体職員の事務負担を軽減

• システムについては、単にクラウド上のサービスを利用するだけであることから、調達仕様書の作成やシステムの業者選定・契約締結、システム設計、庁内関
係課や他団体との調整の負担も極小化

• 制度改正やアップデート対応もクラウド上で自動で行われることから、制度改正のたびに個々の団体が個別にベンダと協議して対応を行うということも不要に
• クラウド上で各行政分野のシステムが連携できるようになれば、各自治体でシステム間連携のために行っているカスタマイズも不要に

 AIの全国的な共同利⽤によって、学習データ増加による質の向上と割り勘効果による価格の低減を実現
（参考） AI・RPAは、人口が一定規模以上の自治体を中心に導入。導入団体の大部分は、実証実験段階で無償の導入。実装段階では予算額確保が課題

原則③ ⾃治体もベンダも、守りの分野から攻めの分野へ
 ⾃治体もベンダも、システムの構築・保守管理といった守りの分野はできるだけ効率化した上で、AI・RPA等の

ICT活⽤といった攻めの分野へ集中して⼈的・財政的資源を投資
（参考）本研究会での議論について、ベンダの業界団体に意見を照会したところ、「協調領域として、既存の業務プロセス・システムに係る部分は縮小しつつ、競

争領域として、自治体の創意工夫によるAI・RPAを活用した行政サービスを促進すべき」といった意見が出された。
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 ⼈⼝規模や組織等で類似する⾃治体間で業務プロセスを⽐較しながらBPRを⾏い、最も効率性に差があるボリュームゾー
ンを⾒極めた上で、ベストプラクティスに標準化（取組例：総務省「自治体行政スマートプロジェクト事業」）

 システムを標準化してから、それに業務プロセスを合わせる。

スマート⾃治体を実現するための⽅策（１）

3

 本報告書公表（2019年5⽉）後直ちに、⾃治体、ベンダ、所管府省を含む関係者がコミットした形で個別⾏政分野のシス
テムの標準仕様書を作成する取組を開始（各⾏政分野につき原則1年以内）。⾃治体クラウドは引き続き推進

 各⾏政分野に取り組むが、⾃治体システムの中核をなす住⺠記録システムを最優先。⾃治体業務の中で重要な位置を占め
る税務・福祉分野も優先的に取り組む。所管府省は、総務省・内閣官房IT総合戦略室と連携

 ベンダは、標準仕様書に記載された機能をパッケージに搭載
 ⾃治体は、システム更新時期（5年程度）を踏まえつつ速やかに導⼊し、

遅くとも2020年代に、各⾏政分野において、複数（※1）のベンダが全国的なサービス（例：LGWAN-ASPサービス）としてシステム
のアプリケーションを提供し、各⾃治体が原則としてカスタマイズせずに（※2）利⽤する姿を実現（※3）

※1 ベンダ間の競争環境を確保。各社が標準システムを自由に提供し、競争環境の中で、各自治体が各社の製品を自由に選択可能となる姿を目指す。

※2 住民サービスの維持・向上等の観点から自治体が独自の施策を行っている場合であって、他の方法での対応が困難であるなどの事由がある場合を除く。

※3 既にある程度標準化が進んでいる人口規模・分野等については、標準仕様書作成のプロセスを経ずにこの姿を実現することも考えられる。

⽅策② システムの標準化

 (a) 住⺠・企業等にとって利便性が向上する部分、(b) ⾃治体⾏政の課題を抱える部分、(c) ⾃治体が取り組みやすい部
分においてAI・RPA等のICT活⽤を普及促進

 このうち、数値予測やニーズ予測などAI技術の活⽤可能性があるもの（(a)）は、⾃治体と企業、各府省が検討
 業務量が多いなど⾃治体⾏政が課題を抱える部分（(b)）は、業務プロセス・システムの標準化（⽅策①・②）や電⼦

化・ペーパーレス化（⽅策④）を通じ、AI等を安価に共同利⽤できる環境を整備
 直ちに導⼊可能なもの（(c)）は、⾃治体は、他団体の導⼊事例を参考に導⼊。国は、全国の導⼊事例を周知、財政⽀援

⽅策③ AI・RPA等のICT活⽤普及促進

（留意点）
• 標準仕様書の作成によるのでなく、標準化されたシステムを一元的に調達・配布する方法は、全国的な巨大なベンダロックインに陥るおそれ
• 国が調達・配布したシステムでも、自治体内の他システムとの連携にカスタマイズと追加費用を要する等の理由で使っていない自治体が多数あるものも存在

⽅策① 業務プロセスの標準化

スマート⾃治体を実現するための⽅策（２）

4

 政府・⾃治体において、抜本的な電⼦化・ペーパーレス化の取組が不可⽋
〔具体的取組例〕
デジタル手続法案 ／ マイナポータルを通じた電子申請 ／ マイナンバーカードの普及 ／ eLTAXを活用した電子申告 ／ 引っ越しワンストップサービ

ス ／ 「書かない窓口」（北見市・船橋市） ／ 住民異動届のタブレット入力（熊本市）

 官⺠を通じた分野横断のデータ連携を⾏うため、データ形式を標準化

⽅策④ 電⼦化・ペーパーレス化、データ形式の標準化

 標準化のニーズ等を勘案し、実態に即して標準化を推進
 ⼿法としては、

• 住⺠・企業等からの申請（⾃治体から⾒たインプット）については、省令等により標準様式・帳票を設定
• 住⺠・企業等に対する通知・交付等（アウトプット）については、システムの標準を検討・設定する際に併せて様

式・帳票の標準化の検討を⾏い、システムの標準仕様書及び省令等において標準様式・帳票を設定

⽅策⑤ データ項⽬・記載項⽬、様式・帳票の標準化

⾃治体は、クラウド上の全国的なサービスとしてシステムやAI等を利⽤する場合、
 セキュリティについては、

• マイナンバー利⽤事務系についても、情報セキュリティポリシー（※総務省においてガイドラインを作成）等を遵守することで、
外部と接続（LGWAN-ASPサービスを利用する場合を含む。）

 個⼈情報保護条例については、
• 条例上のオンライン結合制限を⾒直すとともに、
• 制限している⾃治体も、個⼈情報保護審議会の意⾒聴取といった⼿続を経ること等により、オンライン結合を推進

⽅策⑥ セキュリティ等を考慮したシステム・AI等のサービス利⽤

 ⾸⻑・議員やCIO・CIO補佐官は、市町村アカデミーや⾃治⼤学校、地⽅公共団体情報システム機構（J-LIS）において、
今後のスマート⾃治体の⽬指すべき姿やICTを活⽤した経営戦略等を学ぶ。

 ⼈材確保の⾯からは、既に専⾨性のある外部⼈材をCIO・CIO補佐官等に任⽤するほか、単独で登⽤することが難しい場
合、複数団体での兼務を前提として登⽤、⼜は外部⼈材をその都度活⽤

 都道府県や、指定都市・中核市等の⽐較的⼈⼝規模の⼤きな⾃治体は、必要に応じて各⾃治体を⽀援
 業務担当職員や法令・⼈事・財政担当職員を含め、⾃治体職員全員が、庁内研修等によりICTリテラシーを学ぶ。

⽅策⑦ ⼈材⾯の⽅策、都道府県等による⽀援
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を
加

速

電
子
化
が

A
I・

R
P

A
等
活
用

の
基

礎
※
１

業
務
プ
ロ
セ
ス
と
各
テ
ー
マ
と
の
関

係

業
務
プ
ロ
セ
ス
は
、
シ
ス
テ
ム
や
様
式

・
帳
票

の
標

準
化

、
A

I・
R

P
A
を
含

め
た

IC
T
の

活
用

等
と
密
接
に
関

わ
っ
て
い
る
。
「
業
務
プ
ロ
セ
ス
を
合
わ

せ
れ
ば
、
こ
れ
ら
全

て
に
つ
な
が
る
」
は
一
見

正
し
く
見

え
る
が

、
こ
こ
で
言

わ
れ

る
「
業

務
プ
ロ
セ
ス
」
の

粒
度

が
ま
ち
ま
ち
で
あ
り
（
※

２
）
、
ま
た
、
細

か
い

粒
度
（
業
務
記
述

書
レ
ベ
ル
）
で
業
務
プ
ロ
セ
ス
を
標

準
化

す
る
こ
と
が

現
実

的
で
な
い
こ
と
か

ら
、
自
治
体

間
で
業

務
を
比
較

し
な
が
ら
ベ
ス
ト
プ
ラ
ク
テ
ィ
ス
を
見
つ
け
出
す
取

組
に
加

え
て
、
シ
ス
テ
ム
や

様
式

・
帳

票
の

標
準

化
や

A
I・

R
P

A
の

共
同

化
、
電

子
化

・
ペ
ー
パ

ー
レ
ス
化

等
を
通

じ
て
細

か
い

粒
度
で
の
業
務
プ
ロ
セ
ス
の
標
準
化
を
実
現

す
る
。

※
２

例
え
ば
、
自
治
体
間
ベ
ン
チ
マ
ー
キ
ン
グ
を
受

け
た
町

田
市

に
お
け
る
業

務
改

善
内

容
（
例
：
紙
媒
体

で
提
出

さ
れ

た
給
与
支

払
報
告

書
を
電
子

化
す
る
業

務
委
託

／
固
定

資
産
税

業
務
に
お
け
る
航

空
写

真
等

に
よ
る
現

況
確

認
／

土
地

評
価

シ
ス
テ
ム
を
導

入
）
は

、
シ
ス
テ
ム

と
関

わ
る
業

務
プ

ロ
セ
ス
（
例
：
こ
の
画
面
の
こ
こ
を
ク
リ
ッ
ク
す
る
／

こ
う
い
う
場

合
に
エ
ラ
ー
チ
ェ
ッ
ク
を
行

う
）
と
比

べ
て
粗
い
。

業
務
プ
ロ
セ
ス
の
標

準
化

自
治
体
間
比
較
の
Ｂ
Ｐ
Ｒ
に
よ
り

ベ
ス
ト
プ
ラ
ク
テ
ィ
ス

•
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
や
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
等
の
問
題
に
留
意

し
た
上
で
、
共
同
利
用
で
き
る
こ
と
が
必
要

•
例
え
ば
、
個
人
情
報
を
含
ま
な
い
よ
う
な
業
務
に
つ

い
て
は
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上
の
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
、

個
人
情
報
を
扱
う
業
務
に
つ
い
て
は
、

L
G

W
A

N
-

A
S
P
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
が
考
え
ら
れ
る
。

全
国

的
な
サ

ー
ビ
ス
上

で
、

シ
ス
テ
ム
と

A
I等

が
連

結

細
か
い

粒
度

細
か

い
粒

度
細
か
い

粒
度

比
較
的
粗
い
粒
度

様
式
・
帳
票
等
の
標
準
化
や

電
子
化
に
よ
り
、

A
I・

R
P

A
等
の
共
同
化
が

容
易

に
。

•
C

IO
や

C
IO
ス
タ
ッ
フ
の
強
化

•
首
長
・
議
員
や
職
員
の

IC
T
リ
テ
ラ
シ
ー
向
上

•
外
部
人
材
の
登
用
・
活
用

•
都
道
府
県
や
指
定
都
市
・
中
核
市
等
に
よ
る
支
援

〔
具
体
的
取
組
〕

・
首
長
・
議
員
や

C
IO

・
C

IO
補
佐
官
を
対
象
と
し
た

市
町
村
ア
カ
デ
ミ
ー
や
自
治
大
学
校
等
で
の
研
修

・
C

IO
・
C

IO
補
佐
官
の
複
数
団
体
で
の
兼
務
を
前

提
と
し
た
登
用
、
外
部
人
材
の
遠
隔
利
用

・
地
域
情
報
化
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
活
用
促
進

・
全
職
員
を
対
象
と
し
た
庁
内
ＩＣ

Ｔ
研
修

•
標
準
準
拠
シ
ス
テ
ム
の
導
入
も
含
め
、
必
ず
し
も

シ
ス
テ
ム
の
専
門
家
で
な
い
首
長
や
人
事
・
財
政

部
局
が
シ
ス
テ
ム
へ
の
ガ
バ
ナ
ン
ス
を
効
か
せ
ら

れ
る
よ
う
に
す
る
。

•
A

I・
R

P
A
等
の
最
新
の
技
術
の
知
見
を
持
っ
た
上

で
、
自
治
体
現
場
の
実
務
に
即
し
て
技
術
の
導
入

の
判
断
や
助
言
を
行
い
、
分
野
横
断
的
な

IC
T
を

活
用
し
た
業
務
改
革
を
提
案

•
A

I・
R

P
A
等

の
共

同
化

を
機

に
シ
ス
テ
ム
標

準
化

•
シ
ス
テ
ム
標

準
化

に
よ
り
、

A
I・

R
P

A
等

の
共

同
化

が
容

易
に
。

•
シ
ス
テ
ム
共

同
化

を
通

じ
て

シ
ス
テ
ム
標

準
化

•
シ
ス
テ
ム
標

準
化

に
よ
り
、

シ
ス
テ
ム
共

同
化

が
容

易
に
。

A
I・

R
P

A
等

の
共

同
導

入
に

合
わ

せ
て
業

務
プ
ロ
セ
ス
標

準
化

行
政

サ
ー
ビ
ス
の
あ
り
方
を
将
来
の
デ
ジ
タ
ル
社
会

に
お
い
て
あ
る
べ
き
姿

に
デ
ザ
イ
ン
し
直

す
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自
治
体
が

シ
ス
テ
ム
を
独

自
に
カ
ス
タ
マ
イ
ズ
す
る
傾
向

→
住
民

・
企
業
等
の
負
担

（
自

治
体

ご
と

に
異

な
る

手
続

が
必

要
）

→
自
治

体
の
人
的
・
財
政
的
負
担
、

A
I・

R
P

A
等
の
導
入
の
支
障

（
シ

ス
テ

ム
の

発
注

・
維

持
管

理
や

制
度

改
正

に
よ

る
改

修
対

応
、

カ
ス

タ
マ

イ
ズ

な
ど

の
重

複
投

資
、

A
I・

R
P
A

等
の

IC
T

を
他

自
治

体
で

そ
の

ま
ま

利
用

す
る

こ
と

や
、

共
同

利
用

も
困

難
）

→
ベ
ン
ダ
の
負
担

（
各

自
治

体
と

の
調

整
や

カ
ス

タ
マ

イ
ズ

の
た

め
の

S
E
の

プ
ロ

グ
ラ

ミ
ン

グ
の

負
担

）

各
行
政
分
野
で
シ
ス
テ
ム
の
標
準
を
設
定
（
標
準
設
定
型
ア
プ
ロ
ー
チ
）

〔
標
準
設
定
の
主
体
〕
自

治
体

、
ベ

ン
ダ

、
所

管
府

省
を

含
む

関
係

者
が

コ
ミ

ッ
ト
し

た
形

で
各

行
政

分
野

の
シ

ス
テ

ム
の

標
準

を
設

定
〔
標
準
設
定
の
方
式
〕
標

準
仕

様
書

の
作

成
に

よ
る

。
何

ら
か

の
主

体
が

一
元

的
に

標
準

シ
ス

テ
ム

を
調

達
・
配

布
す

る
方

式
も

考
え

ら
れ

る
が

、
そ

の
場

合
、

そ
の

分
野

の
シ

ス
テ

ム
は

一
社

独
占

と
な

る
こ

と
に

留
意

〔
標
準
の
粒
度
〕
便

利
機

能
・
過

誤
防

止
等

の
現

場
ニ

ー
ズ

に
由

来
す

る
機

能
を

中
心

に
、

大
部

分
の

カ
ス

タ
マ

イ
ズ

を
抑

制
で

き
る

程
度

の
細

か
な

粒
度

（
単

に
複

数
の

シ
ス

テ
ム

の
共

通
点

を
抜

き
出

し
た

最
大

公
約

数
的

な
も

の
で

は
な

く
、

実
際

に
市

区
町

村
で

使
わ

れ
て

い
る

シ
ス

テ
ム

を
参

考
に

し
て

標
準

を
設

定
）

〔
標
準
の
単
位
〕
人

口
規

模
等

に
応

じ
た

標
準

の
設

定
も

あ
り

う
る

。
〔
業
務
プ
ロ
セ
ス
と
の
関
係
〕
使

う
べ

き
シ

ス
テ

ム
を

決
め

た
上

で
、

そ
れ

に
業

務
プ

ロ
セ

ス
を

合
わ

せ
る

。
〔
分
野
〕
各

行
政

分
野

を
対

象
と

す
る

が
、

優
先

順
位

を
付

け
て

取
り

組
む

こ
と

も
あ

り
う

る
。

と
り

わ
け

、
住

民
記

録
シ

ス
テ

ム
に

つ
い

て
は

、
自

治
体

シ
ス

テ
ム

の
中

核
を

な
す

も
の

で
あ

り
、

最
優

先
で

取
り

組
む

。
税

務
・
福

祉
分

野
に

つ
い

て
も

優
先

的
に

取
り

組
む

。
〔
共
同
化
型
ア
プ
ロ
ー
チ
（
自
治
体
ク
ラ
ウ
ド
）
と
の
関
係
〕
標

準
設

定
型

ア
プ

ロ
ー

チ
と

相
乗

効
果

を
生

む
も

の
で

あ
り

、
引

き
続

き
推

進
〔
中
間
標
準
レ
イ
ア
ウ
ト
仕
様
・
地
域
情
報
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
標
準
仕
様
〕
有

効
性

向
上

の
た

め
の

取
組

を
検

討
〔
標
準
の
維
持
管
理
〕
単

に
標

準
を

設
定

す
る

の
み

な
ら

ず
維

持
管

理
の

仕
組

み
が

必
要

現 状

業
務

プ
ロ
セ
ス
・
シ
ス
テ
ム
の
標
準
化

２ ０ １ ９ 年 度 か ら 着 手

（ 各 行 政 分 野 に つ き 原 則 １ 年 間 ）

ま
だ
標
準
化
が
進
ん
で
い
な
い
人
口
規
模
・
分
野
等

既
に
あ
る
程
度
標
準
化
が
進
ん
で
い
る
人
口
規
模
・
分
野
等

町
村
等

、
人

口
規

模
が

一
定

以
下

の
自

治
体

自
治

体
ク

ラ
ウ

ド
が

比
較

的
進

ん
で

い
る

が
、

導
入

し
て

い
な

い
自

治
体

も
多

い
。

〔
導

入
し

て
い

な
い

自
治

体
の

主
な

課
題

〕
・
他

団
体

と
の

調
整

コ
ス

ト
・
首

長
に

よ
る

リ
ー

ダ
ー

シ
ッ

プ
の

不
足

・
効

果
が

見
え

づ
ら

い

指
定
都
市
・
中
核
市
等
、
人
口
規

模
が

一
定

以
上

の
自

治
体

自
治

体
ク

ラ
ウ

ド
が

あ
ま

り
進

ん
で

い
な

い
が

、
指

定
都

市
市

長
会

・
中

核
市

市
長

会
の

標
準

化
に

向
け

た
自

主
的

な
動

き
あ

り
。

〔
ミ

ク
ロ

の
課

題
の

ま
と

め
〕

・
カ

ス
タ

マ
イ

ズ
は

多
い

が
、

標
準

化
が

不
可

能
に

な
る

ほ
ど

の
本

質
的

な
支

障
は

な
い

。
・
し

か
し

、
担

当
者

間
の

水
平

的
調

整
の

み
で

は
、

調
整

コ
ス

ト
が

大
き

く
、

共
同

化
・
標

準
化

に
至

ら
な

い
こ

と
も

。
・
便

利
機

能
・
過

誤
防

止
等

の
機

能
を

追
加

す
る

カ
ス

タ
マ

イ
ズ

が
多

く
、

こ
れ

を
一

切
な

く
す

と
、

事
務

処
理

に
不

都
合

が
生

じ
る

可
能

性

・
全

国
的
な
サ
ー
ビ
ス
（
例
：
L
G

W
A

N
-
A

S
P
サ
ー
ビ
ス
）
と
し
て
パ
ッ
ケ
ー
ジ

シ
ス
テ
ム
の
ア
プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
提
供

・
シ

ス
テ

ム
更

新
時

期
も

踏
ま

え
つ

つ
、

労
働

力
の

供
給

制
約

等
の

社
会

課
題

に
遅

滞
な

く
対

応
で

き
る

よ
う

、
速

や
か

に
各

自
治

体
で

全
国

的
な

サ
ー

ビ
ス

と
し

て
の

パ
ッ

ケ
ー

ジ
シ

ス
テ

ム
を

導
入

・
カ

ス
タ

マ
イ

ズ
は

原
則

と
し

て
行

わ
な

い
。

※
た

だ
し

、
住

民
サ

ー
ビ

ス
の

維
持

・
向

上
等

の
観

点
か

ら
自

治
体

独
自

の
施

策
を

行
っ

て
い

る
場

合
で

あ
っ

て
、

カ
ス

タ
マ

イ
ズ

以
外

の
代

替
措

置
で

対
応

す
る

こ
と

が
困

難
で

あ
る

な
ど

の
事

由
が

あ
る

場
合

を
除

く
。

自
治

体

ベ
ン

ダ

ス
マ
ー

ト
自
治
体
実
現
の

た
め

の
ロ
ー

ド
マ

ッ
プ
②
（

業
務

プ
ロ
セ
ス
・

シ
ス
テ
ム
の

標
準

化
）
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・
標
準
仕
様
書
に
記
載
さ
れ
た
機
能

を
パ
ッ
ケ
ー
ジ
に
搭
載

・
全
国
的
な
サ
ー
ビ
ス
（
例
：
L
G

W
A

N
-
A

S
P
サ
ー
ビ
ス
）
と
し
て
標
準
準
拠
パ
ッ
ケ
ー
ジ
シ
ス
テ
ム
の
ア
プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
提
供

・
シ

ス
テ

ム
更

新
時

期
も

踏
ま

え
つ

つ
、

労
働

力
の

供
給

制
約

等
の

社
会

課
題

に
遅

滞
な

く
対

応
で

き
る

よ
う

、
速

や
か

に
各

自
治

体
で

標
準

準
拠

シ
ス

テ
ム

を
導

入
・
カ

ス
タ

マ
イ

ズ
は

原
則

と
し

て
行

わ
な

い
。

※
た

だ
し

、
住

民
サ

ー
ビ

ス
の

維
持

・
向

上
等

の
観

点
か

ら
自

治
体

独
自

の
施

策
を

行
っ

て
い

る
場

合
で

あ
っ

て
、

カ
ス

タ
マ

イ
ズ

以
外

の
代

替
措

置
で

対
応

す
る

こ
と

が
困

難
で

あ
る

な
ど

の
事

由
が

あ
る

場
合

を
除

く
。

・
各

行
政

分
野

に
お

い
て

、
複

数
の

ベ
ン
ダ
が

全
国

的
な
サ
ー
ビ
ス
（
例
：
L
G

W
A

N
-
A

S
P
サ
ー
ビ
ス
）
と
し
て
シ
ス
テ
ム
の
ア
プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
提

供
し
、
各

自
治

体
が

原
則

と
し
て
カ
ス
タ
マ
イ
ズ
せ

ず
に
利

用

・
各
社
の
パ

ッ
ケ
ー
ジ
は

、
便

利
機

能
・
過

誤
防

止
等

の
現

場
ニ

ー
ズ

に
由

来
す

る
機

能
を

中
心

に
、
細
か

い
粒
度
で
標

準
化

→
住
民
・
企
業

等
の

利
便

性
向

上
（
自

治
体

に
対

し
て

異
な

る
手

続
で

実
施

し
て

い
た

申
請

等
が

、
統

一
的

に
実

施
す

る
こ

と
が

可
能

に
）

→
自
治
体
の

人
的

負
担

の
最

小
化

（
シ

ス
テ

ム
の

発
注

・
維

持
管

理
や

制
度

改
正

に
よ

る
改

修
対

応
な

ど
に

つ
い

て
個

別
の

自
治

体
に

よ
る

対
応

が
減

少
し

、
本

来
情

報
担

当
職

員
が

行
う

べ
き

業
務

に
人

材
を

充
て

ら
れ

る
）

→
財
政
負
担

の
最

小
化

（
便

利
機

能
は

既
に

標
準

パ
ッ

ケ
ー

ジ
に

組
み

込
ま

れ
て

い
る

た
め

、
各

自
治

体
に

お
け

る
カ

ス
タ

マ
イ

ズ
は

不
要

に
。
※

製
品

価
格

を
安

価
に

保
つ

た
め

、
複

数
社

に
よ

る
競

争
環

境
を

確
保

）

→
A

I・
R

P
A
等

の
IC

T
活

用
（
他

自
治

体
で

そ
の

ま
ま

利
用

で
き

る
よ

う
に

。
共

同
利

用
も

可
能

に
）

→
ベ
ン
ダ
負
担

の
最

小
化

（
個

別
の

カ
ス

タ
マ

イ
ズ

要
望

が
減

る
こ

と
に

よ
り

、
個

別
自

治
体

と
の

調
整

や
カ

ス
タ

マ
イ

ズ
の

た
め

の
S
E
の

プ
ロ

グ
ラ

ミ
ン

グ
の

負
担

が
減

少
）

遅 く と も

２ ０ ２ ０ 年 代 に 実 現 す べ き 姿

標 準 設 定 後 ５ 年 以 内

自
治

体
可

能
な

人
口

規
模

・
分

野
等

か
ら

、
前

倒
し

で
「
2
0
2
0
年

代
に

実
現

す
べ

き
姿

」
を

実
現

２ ０ ４ ０ 年 ま で に

実 現 す べ き 姿

「
ス
マ
ー
ト
自
治
体
」
の
実
現

〔
目

的
〕

・
住

民
・
企

業
等

に
と

っ
て

の
利

便
性

向
上

（
行

政
サ

ー
ビ

ス
の

需
要

サ
イ

ド
）

（
例

）
・

技
術

を
使

え
な

い
弱

者
を

置
き

去
り

に
す

る
の

で
は

な
く

、
そ

う
し

た
人

た
ち

に
こ

そ
技

術
の

力
を

使
っ

て
手

を
差

し
伸

べ
る

。
・

行
政

手
続

の
簡

素
化

を
通

じ
て

、
民

間
企

業
の

競
争

力
を

も
生

む
。

・
自

治
体

の
人

的
・
財

政
的

負
担

の
軽

減
（
行

政
サ

ー
ビ

ス
の

供
給

サ
イ

ド
）

〔
手

段
〕

そ
の

手
段

と
し

て
、

行
政

内
部

の
手

続
や

外
部

と
の

や
り

取
り

（
申

請
手

続
・
証

明
手

続
等

）
に

つ
い

て
、

①
不

要
に

で
き

る
手

続
は

不
要

に
す

る
②

直
ち

に
不

要
に

で
き

な
い

手
続

は
、

①
を

常
に

念
頭

に
置

き
な

が
ら

、
シ

ス
テ

ム
や

A
I等

の
技

術
を

活
用

ベ
ン

ダ
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ス
マ
ー

ト
自
治
体
実
現
の

た
め

の
ロ
ー

ド
マ

ッ
プ
③
（

Ａ
Ｉ・

Ｒ
Ｐ
Ａ
等

の
ＩＣ

Ｔ
活

用
、

住
民

・
企

業
等

と
の

間
の

申
請

・
通

知
等

）

・
人
口
が
一
定
規
模
以
上

の
自

治
体

を
中

心
に
導

入
・
導

入
団

体
の

大
部

分
は

、
実

証
実

験
段

階
で

無
償

の
導

入
。

実
装

段
階

で
は
予

算
額

確
保

が
課
題

・
数

値
予

測
や

ニ
ー

ズ
予

測
な

ど
、

A
I技

術
の

活
用

可
能

性
が

あ
る
に
も
か

か
わ

ら
ず
、
現

在
、

開
発
・
導
入
が
進
ん
で
い
な
い
も
の

が
あ

る
。

〔
導

入
上

の
課

題
〕

・
制

度
面

（
紙

の
様

式
・
帳

票
が

多
く

、
そ

の
標

準
化

が
進

ん
で

い
な

い
）

・
人

材
面

（
IC

T
の

専
門

人
材

が
不

足
）

・
価

格
面

（
特

に
A

Iは
単

独
自

治
体

で
は

困
難

）

・
他

団
体

の
導

入
事

例
を

参
考

に
導

入
（
参

考
）

・
「
自

治
体

R
P
A

コ
ン

ソ
ー

シ
ア

ム
（
仮

称
）
」

・
国

は
全

国
の

導
入

事
例

を
周

知
（
参

考
）

・
総

務
大

臣
メ

ー
ル

「
S
o
ci

et
y 

5
.0

時
代

の
地

方
」

数
値

予
測

や
ニ

ー
ズ

予
測

な
ど

、
A

I技
術

の
活

用
可

能
性

が
あ

る
に

も
か

か
わ

ら
ず

、
現

在
、

開
発

・
導

入
が

進
ん

で
い

な
い

も
の

に
つ

い
て

は
、

自
治

体
と

企
業

、
各

府
省

が
検

討 （
参

考
）

・
総

務
省

地
方

情
報

化
推

進
室

「
革

新
的

ビ
ッ

グ
デ

ー
タ

処
理

技
術

導
入

推
進

事
業

」

・
紙

の
様

式
・
帳

票
が

多
く

、
そ

の
標

準
化

が
進

ん
で

い
な

い
。

・
デ

ー
タ

項
目

・
デ

ー
タ

形
式

や
、
様

式
・
帳

票
は

自
治

体
ご
と
に
異

な
る

。
→

住
民

・
企

業
等

の
負

担
（
自

治
体

ご
と

に
異

な
る

手
続

が
必

要
）

→
自

治
体

の
人

的
・
財

政
的

負
担

等
→

ベ
ン
ダ
の

負
担

・
バ

ッ
ク

ヤ
ー

ド
で

完
結

さ
せ

る
等

に
よ

り
、
不

要
に

で
き
る
手

続
は

不
要

に

・
電

子
化

・
ペ
ー
パ

ー
レ
ス
化

（
参

考
）

・
デ

ジ
タ

ル
手

続
法

案
・
マ

イ
ナ

ポ
ー

タ
ル

・
eL

T
A

X
を

活
用

し
た

電
子

申
告

・
「
書

か
な

い
窓

口
」
（
北

見
市

）
・
タ

ブ
レ

ッ
ト
に

よ
る

住
民

異
動

届
出

（
熊

本
市

）

・
デ

ー
タ

項
目

の
標

準
化

※
デ

ー
タ

項
目

の
標

準
化

に
つ

い
て

の
考

え
方

は
、

右
欄

の
記

載
項

目
の

標
準

化
と

同
様

だ
が

、
電

子
的

に
処

理
す

る
場

合
、

ID
を

振
る

と
い

っ
た

独
自

の
論

点
も

あ
り

得
る

。

・
デ

ー
タ

形
式

の
標

準
化

（
官

民
デ

ー
タ

活
用

推
進

基
本

法
、

世
界

最
先

端
デ

ジ
タ

ル
国

家
創

造
宣

言
に

基
づ

き
推

進
）

現 状

Ａ
Ｉ・
Ｒ
Ｐ
Ａ
等
の
ＩＣ

Ｔ
活
用

住
民
・
企
業
等
と
の
間
の
申
請
・
通
知
等

・
自
治
体

行
政
の
課
題

を
抱

え
る
部

分

・
住
民
・
企
業
等
に
と
っ
て
利

便
性

が
向
上

す
る
部
分

※
自

治
体

で
は

、
入

力
・
確

認
な

ど
の

煩
雑

な
事

務
作

業
が

多
く

存
在

※
業

務
量

の
多

い
業

務
と

し
て

、
税

務
・
福

祉
分

野
な

ど

＜
直

ち
に
は

導
入
が
難
し
い
も
の
＞

横
展
開
が
可
能
な
サ
ー
ビ
ス
か
ら

安
価
に
導
入
で
き
る
よ
う
、
共
同
利

用
で
き
る
環
境
を
整
備

で き る こ と か ら 直 ち に 実 施

自
治

体
が

取
り
組

み
や
す
い
部
分

＜
直
ち
に
導
入
可
能
＞

安
価
に
導
入
で
き
る
よ
う
共
同
利
用
で
き
る
環
境
を

整
備

・
様

式
・
帳

票
、
記

載
項

目
の

標
準

化

〔
対
象
・
粒
度
〕

・
全

て
の

様
式

・
帳

票
を

一
律

に
細

か
い

粒
度

で
標

準
化

す
る

の
で

な
く

、
・
様

式
・
帳

票
の

標
準

化
の

ニ
ー

ズ
や

効
果

（例
：住

民
・企

業
等

の
利

便
性

向
上

、
シ

ス
テ

ム
の

カ
ス

タ
マ

イ
ズ

抑
制

、
A

I・
R
P
A

の
更

な
る

活
用

）
・
そ

の
様

式
・
帳

票
が

使
わ

れ
る

頻
度

・分
量

・
住

民
・
企

業
等

か
ら

の
申

請
（
自

治
体

か
ら

見
た

イ
ン

プ
ッ

ト
）な

の
か

、
住

民
・
企

業
等

に
対

す
る

通
知

・
交

付
等

（自
治

体
か

ら
見

た
ア

ウ
ト
プ

ッ
ト
）
な

の
か

・
申

請
の

場
合

、
申

請
者

が
住

民
か

企
業

か
、

同
一

申
請

者
に

よ
る

複
数

自
治

体
へ

の
申

請
が

想
定

さ
れ

る
も

の
か

ど
う

か
・
今

後
の

電
子

化
・
ペ

ー
パ

ー
レ

ス
化

の
見

込
み

等
を

勘
案

し
た

上
で

、
実

態
に

即
し

て
標

準
化

を
進

め
る

。

〔
手
法
〕

・
住

民
や

自
治

体
側

か
ら

見
て

標
準

化
の

ニ
ー

ズ
が

高
い

様
式

・帳
票

に
つ

い
て

は
、

省
令

等
に

よ
り

標
準

を
設

定
・
住

民
や

企
業

等
に

対
す

る
通

知
・交

付
等

（自
治

体
か

ら
見

た
ア

ウ
ト
プ

ッ
ト
）
に

つ
い

て
は

、
シ

ス
テ

ム
の

標
準

を
検

討
・設

定
す

る
際

に
、

併
せ

て
標

準
化

の
ニ

ー
ズ

が
高

い
様

式
・帳

票
を

シ
ス

テ
ム

の
標

準
仕

様
書

及
び

省
令

等
に

よ
り

標
準

化
※

既
に

実
施

中
の

取
組

と
し

て
、

内
閣

府
規

制
改

革
推

進
会

議
に

お
い

て
、

事
業

者
側

の
ニ

ー
ズ

を
基

に
、

各
省

庁
に

対
し

て
様

式
・
帳

票
の

改
善

方
策

の
検

討
を

要
請

（申
請

や
届

出
の

様
式

が
多

い
）。

〔
標
準
設
定
の
た
め
の

A
Iの

活
用
〕

・
標

準
化

に
当

た
っ

て
は

、
現

に
自

治
体

で
使

わ
れ

て
い

る
様

式
・帳

票
を

画
像

解
析

A
I・

言
語

解
析

A
Iで

解
析

さ
せ

て
標

準
様

式
・
帳

票
を

定
め

る
方

法
も

あ
り

う
る

。

〔
自
治
体
の
裁
量
を
認
め
る
場
合
の
標
準
設
定
〕

・
最

終
的

に
記

載
項

目
を

自
治

体
に

委
ね

る
場

合
も

、
最

大
公

約
数

的
な

標
準

を
設

定
し

て
追

加
を

認
め

る
よ

り
は

、
最

小
公

倍
数

的
に

網
羅

し
た

標
準

を
設

定
し

て
削

除
を

認
め

た
方

が
、

項
目

名
の

揺
れ

が
減

る
。

直
ち
に
電

子
化

・
ペ
ー
パ

ー
レ
ス
化

が
可

能
な
も
の

直
ち
に
は
電
子
化
・ペ

ー
パ
ー
レ
ス
化
が
不
可
能
な
も
の

・
バ

ッ
ク

ヤ
ー

ド
で

完
結

さ
せ

る
等

に
よ

り
、
不

要
に
で
き
る
手

続
は

不
要

に
・
電

子
化

・
ペ
ー
パ
ー
レ
ス
化

・
デ

ー
タ

項
目

・
デ

ー
タ

形
式

の
標

準
化
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・
各

行
政

分
野

に
お

い
て

、
複

数
の

ベ
ン
ダ
が

全
国
的
な
サ
ー
ビ
ス
と
し
て

A
I・

R
P

A
等

の
ア

プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
提
供

（
参

考
：
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト
上

の
チ

ャ
ッ

ト
ボ

ッ
ト
、

L
G

W
A

N
-
A

S
P
サ

ー
ビ

ス
と

し
て

の
A

I-
O

C
R
）

⇒
共

同
利

用
に

よ
り

、
①

多
く

の
デ

ー
タ

を
学

習
し

て
品

質
が

向
上

し
た

A
Iを

、
②

割
り

勘
効

果
に

よ
り

安
く

利
用

で
き

る
ケ

ー
ス

も

→
住
民

・
企

業
等

の
利

便
性

向
上

、
自

治
体
の

負
担
の

最
小
化
、
行
政
運

営
の
改

善
、
職

員
が
住
民

サ
ー
ビ
ス
提

供
に
集

中
で
き
る
環
境

・
原
則
と
し
て
全
て
の

手
続

が
電

子
化

・
ペ
ー
パ

ー
レ
ス
化

・
で
き
る
限
り
情
報

連
携

に
よ
り

、
バ

ッ
ク

ヤ
ー

ド
で

完
結

→
住
民
・
企
業

等
の

利
便

性
向

上
（
住

民
や

企
業

が
、

自
治

体
に

提
出

す
る

書
類

や
受

け
取

る
書

類
が

標
準

化
さ

れ
る

）

→
自
治
体
の
負

担
の

最
小

化
（
様

式
・
帳

票
の

文
言

レ
イ

ア
ウ

ト
調

整
に

よ
り

生
じ

て
い

る
カ

ス
タ

マ
イ

ズ
を

削
減

で
き

、
コ

ス
ト
カ

ッ
ト
・

調
整

コ
ス

ト
削

減
に

。
※

地
方

自
治

体
の

シ
ス

テ
ム

の
カ

ス
タ

マ
イ

ズ
の

う
ち

、
様

式
・
帳

票
関

係
が

多
く

を
占

め
て

い
る

。
）

→
A

I・
R

P
A
等

の
IC

T
活

用
（
A

I・
R
P
A

等
の

IC
T

を
活

用
し

た
標

準
的

･効
率

的
な

業
務

プ
ロ

セ
ス

に
寄

与
)

→
ベ
ン
ダ
負
担

の
最

小
化

（
個

別
自

治
体

と
の

調
整

コ
ス

ト
が

減
少

し
、

よ
り

効
率

的
な

仕
事

が
可

能
に

）

２ ０ ４ ０ 年 ま で に

実 現 す べ き 姿

「
ス
マ
ー
ト
自
治
体
」
の
実
現

〔
目

的
〕

・
住

民
・
企

業
等

に
と

っ
て

の
利

便
性

向
上

（
行

政
サ

ー
ビ

ス
の

需
要

サ
イ

ド
）

・
自

治
体

の
人

的
・
財

政
的

負
担

の
軽

減
（
行

政
サ

ー
ビ

ス
の

供
給

サ
イ

ド
）

〔
手

段
〕

そ
の

手
段

と
し

て
、

行
政

内
部

の
手

続
や

外
部

と
の

や
り

取
り

（
申

請
手

続
・
証

明
手

続
等

）に
つ

い
て

、
①

不
要

に
で

き
る

手
続

は
不

要
に

す
る

②
直

ち
に

不
要

に
で

き
な

い
手

続
は

、
①

を
常

に
念

頭
に

置
き

な
が

ら
、

シ
ス

テ
ム

や
A

I等
の

技
術

を
活

用

遅 く と も

２ ０ ２ ０ 年 代 に 実 現 す べ き 姿

日 本 の 変 化 （2015→2040 ）


人
口
は
ア
ジ
ア
、
ア
フ
リ
カ
を
中
心
に

1
8億

人
増
加

世
界

の
人

口
：
74

億
人

→
92

億
人

（う
ち

ア
ジ

ア
7億

人
、
ア

フ
リ
カ

9億
人

）
ア

ジ
ア

の
人

口
：
印

+3
億

、
パ

キ
ス

タ
ン

+0
.9
億

、
イ

ン
ド
ネ

シ
ア

+0
.5
億

、
中

+0
.2
億


人
口
は
都
市
部
へ
集
中
。
都
市
の
時
代
に

世
界

の
都

市
人

口
：
40

億
→

57
億

、
印

＋
2.
8億

、
中

＋
2.
6億

、
イ

ン
ド
ネ

シ
ア

＋
0.
7億


東
ア
ジ
ア
諸
国
を
中
心
に
高
齢
化
が
進
展

合
計

特
殊

出
生

率
(2

0
1
5)

：
日

1
.4

5、
タ

イ
1
.4

、
韓

1
.2

4
、

台
湾

1.
1
8


世
界
経
済
の
中
心
は
欧
米
か
ら
ア
ジ
ア
へ

G
D
Pシ

ェ
ア

（2
01

0→
20

30
）：

米
24

→
20

、
欧

17
→

12
、
中

16
→

24
、
印

6→
10

、
日

7→
4

世 界 の 変 化 （2015→2040 ）


人
口
は

0
.1

6
億
人
減
少
し
、

1
.1

1億
人
に


団
塊
ジ
ュ
ニ
ア
世
代
が
高
齢
者
と
な
り
、
高
齢
者
人
口
が
ピ
ー
ク

65
歳

以
上

人
口

：
3,
38

7万
人

→
 3
,9
21

万
人

（+
53

4万
人

（+
16

％
））

75
歳

以
上

人
口

:1
,6
32

万
人

→
 2
,2
39

万
人

（+
60

7万
人

（+
37

％
））


三
大
都
市
圏
で
特
に
高
齢
化
が
急
速
に
進
行
。

東
京
都
も

2
0
2
5
年
を
ピ
ー
ク
に
人
口
減
少
に
転
じ
る
。

6
5
歳

以
上

人
口

：
東

京
都

3
0
7
万

人
→

 4
0
0
万

人
（
+
9
3
万

人
(+

3
0
％

)）

大
阪

府
2
3
2
万

人
→

 2
6
5
万

人
（
+
3
3
万

人
（
+
1
4
％

））

愛
知

県
1
7
8
万

人
→

 2
2
4
万

人
（
+
4
6
万

人
（
+
2
6
％

） ）


生
産
年
齢
人
口
減
少
に
よ
り
労
働
力
確
保
が
課
題

生
産

年
齢

人
口

：
7
,7

2
8
万

人
→

 5
,9

7
8
万

人
（
▲

1
,7

5
0
万

人
）
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自治体 国 ベンダ

業務プロセスの標
準化 ○自治体間で業務を比較しながらBPRによりベスト

プラクティスを見つけ出す取組を行った上で、シス
テムや様式・帳票の標準化やAI・RPAの共同化、
電子化・ペーパーレス化等を通じて細かい粒度で
の業務プロセスの標準化を実現

＜2019年度以降＞
○総務省は、①より効果的・効率的な事務処理を行
うために同種の団体の中で最も良い業務プロセス
に標準化、②ICTの共同導入のために必要な範囲
で業務プロセスを標準化、の双方を目的に、「自治
体行政スマートプロジェクト事業」を実施

シ
ス
テ
ム
の
標
準
化

既にある程
度標準化が
進んでいる
人口規模・分
野等

○システム更新時期も踏まえつつ、労働力の供給
制約等の社会課題に遅滞なく対応できるよう、速
やかに各自治体で全国的なサービスとしてのパッ
ケージシステムを導入

○カスタマイズは原則として行わない。

○全国的なサービス（例：LGWAN-ASPサービス）と
してパッケージシステムのアプリケーションを提供

まだ標準化
が進んでい
ない人口規
模・分野等

＜標準設定後５年以内＞
○システム更新時期も踏まえつつ、労働力の供給
制約等の社会課題に遅滞なく対応できるよう、速
やかに各自治体で標準準拠システムを導入

○カスタマイズは原則として行わない。

○標準仕様書に記載された機能をパッケージに搭
載

○全国的なサービス（例：LGWAN-ASPサービス）と
して標準準拠パッケージシステムのアプリケーショ
ンを提供

中間標準レ
イアウト仕
様・地域情報
プラットフォー
ム標準仕様

＜2019年春以降＞
○総務省において検討会を立ち上げ、地域情報プ
ラットフォーム標準仕様及び中間標準レイアウト仕
様の有効性向上に向け課題整理

各主体が実行すべき取組（実行中のものを含む。）①

○自治体、ベンダ、所管府省を含む関係者がコミットした形で各行政分野のシステムの標準を設定（標準仕様書の作成）

＜本報告書公表（2019年５月）後直ちに＞
○自治体、ベンダ、総務省が連携して、住民記録システムの標準化に最優先で取り組む。
＜続いて＞
○税務・福祉分野についても優先的に取り組む。
○介護等の福祉分野については、自治体、ベンダ、厚生労働省は、総務省及び内閣官房情報通信技術（ＩＴ）総合戦略室と連携しながら、標準仕様書を作成

資料６

自治体 国 ベンダ

Ａ
Ｉ
・Ｒ
Ｐ
Ａ
等
の
Ｉ
Ｃ
Ｔ
活
用
普
及
促
進

＜直ちに導入可能＞
・自治体が取り組みや

すい部分

＜できることから直ちに実施＞
○他団体の導入事例を参考に導入 ○全国の導入事例を周知

・総務省において、「Society 5.0時代の地方」を発刊
・自治体のRPA導入への財政支援（革新的ビッグデータ処理技
術導入推進事業）

○RPAの対象業務リストやシナ
リオ等について自治体職員同
士が情報交換する場を設ける。

＜直ちには導入が難
しいもの＞
・自治体行政の課題を

抱える部分
・住民・企業等にとって

利便性が向上する部
分

電子化・ペーパーレス化、
データ形式の標準化

○できる限り情報連携によりバックヤードで完結さ
せて不要にできる手続は不要に。

○マイナポータルの「ぴったりサービス」と接続し、
手続及び申請様式を登録。電子申請されたデー
タの既存システムとの連携、RPAの活用

○eLTAXを活用して電子申告に対応

○北見市や船橋市では、職員が応対の流れの中
で申請書類をシステムが作成する「書かない窓
口」を実施

○熊本市では、転入等の異動届を出す際に、市
民がタブレットで情報を入力することで、異動情
報をデータ化する取組の実証事業を実施

○オンライン化の状況を調査・公表、更なるオンライン利用の促
進に取り組むよう助言

○国会で、デジタル手続法案を審議
○マイナポータルを運営し、様々な手続が電子申請できる基盤を
提供

○地方税において、行政手続コスト削減のための基本計画を策
定し、削減方策（コスト削減の取組内容及びスケジュール）を掲
げて、電子化を推進

○内閣官房IT総合戦略室において、引越しワンストップサービス
の実現に向け検討

○データ形式の標準化を推進

＜できることから直ちに実施＞
○数値予測やニーズ予測など、AI技術の活用可能性があるにもかかわらず、現在、開発・導入が進んでいないものについては、自治体と企業、各
府省が検討

各主体が実行すべき取組（実行中のものを含む。）②
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自治体 国 ベンダ

データ項目・記載
項目、様式・帳票
の標準化

○全ての様式・帳票を一律に細かい粒度で標準化
することを目指すのではなく、実態に即して標準
化を進める。

○住民・企業等からの申請（自治体から見たイン
プット）については、省令等により標準様式・帳票
を設定

セキュリティ等を
考慮したシステ
ム・AI等のサービ
ス利用

○サービス利用料を払って、クラウド上の全国的な
サービスとしてのシステムやAI・RPA等のアプリケー
ションを、原則としてカスタマイズせずに利用

○セキュリティについて、マイナンバー利用事務系につ
いても、情報セキュリティポリシー等を遵守することで、
外部と接続（LGWAN-ASPサービスを利用する場合を
含む。）

○個人情報保護条例上、オンライン結合による個人情
報の提供を制限している自治体においても、公益上
の必要性があり、個人情報保護審議会等の意見聴
取といった手続を経ること等により、オンライン結合

○オンライン結合の制限規定について、（オンライン結
合制限を行っていない）行政機関個人情報保護法の
趣旨を踏まえながらその見直しを行うなど、適切に判
断

○プライバシーへの配慮
○システムやAI等をLGWAN-ASPサービスとして利用
する際には、不足が生じない回線容量を選択

○総務省において、情報セキュリティポリシーに関
するガイドラインを策定

○各行政分野において、複数のベンダがクラウド
上の全国的なサービスとしてシステムやAI・RPA
等のアプリケーションを提供

○ 住民・企業等に対する通知・交付等（自治体から見たアウトプット）については、システムの標準を検討・設定する際に併せて様式・帳票の標準化の検討を
行い、システムの標準仕様書及び省令等において標準様式・帳票を設定

各主体が実行すべき取組（実行中のものを含む。）③

自治体 国
都道府県や、指定都市・中核市等
の比較的人口規模の大きな自治体

企業

人材面の
方策、都道
府県等によ
る支援

○首長・議員やCIO・CIO補佐官は、市町村アカデミーや自治大学
校、地方公共団体情報システム機構（J-LIS）において、今後の
スマート自治体の目指すべき姿やICTを活用した経営戦略等を
学ぶ。

○CIOを支えるべきICT専門職、情報担当職員についても、全国的
な研修機関において、セキュリティスキルやデータ利活用・IoTス
キルも含めて学ぶ。

○人材確保の面からは、既に専門性のある外部人材をCIO・CIO
補佐官等に任用するほか、単独で登用することが難しい場合、
複数団体での兼務を前提として登用、又は外部人材をその都度
活用（遠隔でスポット的にアドバイスをもらうことも考えられる。）

○（必要に応じて独自に）地域情報化アドバイザーを招聘

○業務担当職員や法令・人事・財政担当職員を含め、自治体職
員全員が、全職員を対象とした庁内研修により、ICTリテラシー、
他自治体におけるICTの取組の知識や業務フロー分析・RPAの
シナリオ作成の方法等を学ぶ。

○法令・人事・財政担当部局は、ICTの持つ様々な側面の一部の
みに注目するのでなく、住民・企業等との関わり合いも含めて行
政全体のあり方を見渡す。

○総務省において、地域情報化アドバイザーを
派遣。AI・RPAの専門家や地方人材を新規委
嘱する等、地域情報化アドバイザーの質的・
量的・地域的な拡大を図る。

○研修教材や研修内容の例を示すことが考え
られる。

○庁内研修の講師のための研修を行うことが
考えられる。

○都道府県において、庁内研修の
講師のための研修を行うことが考
えられる。

○庁内研修の講師も含め、必要に
応じて各自治体を支援

○最新の技術を活用し、より良い住民サービスを実現する製品を開発するため、行政は企業に丸投げするのでなく、発注者である自治体と、受注者である企業、制
度を所管する各府省が力を合わせて知恵を絞る。

○官民のICT人材がそれぞれで閉じるのでなく、官民の間を行き来しつつ、一方で学んだ知見を他方で活かしてキャリアアップを図ることができるような、柔軟なキャ
リアパスを考える。

○CIO・CIO補佐官やICT専門職、情報担当職員が、当該自治体におけるノウハウ・課題や取組状況や最新のICTの状況について、民間や海外での活用事例を含め、
情報交換して知恵を出し合うような横連携の仕組みを設ける。

各主体が実行すべき取組（実行中のものを含む。）④
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自治体における情報担当部門の状況

○ 情報主管課職員数は、５人以下の団体数が全団体の約２／３に上る。人口20万以上の団体では平均16.9人
であるが、人口20万未満の団体では少人数で運営している。

○ 情報システム経費は、半数以上の団体が1億円以上となっている。人口20万以上の団体では多額のシステム
経費が掛かる。20万未満の団体でも、人口5万以上で平均3億円以上、人口1万以上で平均1億円以上となる。
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32,300
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情報システム経費の状況（団体数）

出典）総務省「自治体情報管理概要」（2019年3月） 出典）総務省「市区町村における情報システム経費調査」（2018年3月）
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○ CIOについては、首長の指示系統の明確化等の観点から、副知事や副市長等が任命される傾向。進展する
ICTの実情にキャッチアップするため、情報政策担当部門の職員がバックアップしている面もある。

○ CIO／CIO補佐官を外部から任用している自治体数は都道府県は「８」、市町村は「３７」。

ＣＩＯ、ＣＩＯ補佐官の状況（内部／外部等）

任命している
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1505
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4
11.8%

副知事

18
52.9%

部局長級

6
17.6%
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課長級
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その他
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市区町村都道府県
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5
21.7%

課長級
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ＣＩＯの状況

ＣＩＯ補佐官の状況 市区町村都道府県

出典：総務省「自治体情報管理概要」（2019年3月）
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２万人未満 ２～５万人未満 ５～10万人未満 10～20万人未満 20～30万人未満 30万人以上

住
民
一
人
当
た
り
経
費
の
平
均

自治体クラウド

単独クラウド

クラウド未導入

(213) (284) (294) (94) (142) (164) (34) (89) (140) (12) (45) (100) (2) (17) (27) (2) (16) (66)（円）

（ ）各区分の団体数

（計791団体） （計400団体） （計263団体） （計157団体） （計46団体） （計84団体）
団体規模

（各区分団体数計）

※自治体クラウド：基幹系システム等のクラウド化を実施し、かつ、複数の地方公共団体の基幹系システム等
の共同利用を行っているもの

単独クラウド：基幹系システム等のクラウド化を実施しているが、共同利用は行っていないもの

２万人未満 ２～５万人未満 ５～10万人未満 10～20万人未満 20～30万人未満 30万人以上

人口規模区分の
総経費（億円）

487 531 664 692 409 2,003

住民一人当たり経費
人口規模区分平均（円）

11,724 4,071 3,675 3,096 3,583 3,601

人口規模区分における
一団体当たり経費（億円）

0.6 1.3 2.5 4.4 8.9 23.8

全市区町村の情報システム経費の合計額 住民一人当たりの経費（※）

4,786億円 3,742円

（※）4,786億円を住民基本台帳に基づく人口（１億2,790万7,086人、平成29年１月１日時点）で除したもの

平成29年度当初予算における1,741市区町村の基幹系システム及び内部管理系システムに係る整備経費及び運
用経費について、総務省の調査結果を取りまとめたもの１．情報システム経費の全体像

２．人口規模ごとの状況

３．クラウド導入団体と未導入団体の状況

市区町村における情報システム経費の調査結果（平成29年度分）

なお、全市区町村の平成28年度普通会計決算額は56.5兆円（平成29年度市町村普通会計決算の概要より）

資料８

市区町村における基幹業務システムのクラウド導入の現状

○ 都道府県において、県内市区町村のクラウド導入の状況にはばらつきがある。
○ 人口５万未満では約３割、人口５万以上20万未満では約５割がクラウドを導入していない。
○ 人口20万以上の自治体では、約５割がクラウド導入を行っておらず、複数団体でのクラウド導入は、約３％し
かない。

基幹業務システムのクラウド導入状況（団体規模別）クラウドを導入している域内市区町村の割合（2018年4月1日現在）

※ 「自治体クラウド」は、複数の地方自治体による共同クラウドを指す。

資料９

５万人未満
５万人以上
20万人未満

20万人以上
合計

団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合

自治体
クラウ
ド

導入
済み

349 29.1 54 13.1  4 3.0  407 

導入
予定

91 7.6  22 5.4  3 2.3  116 

単独
クラウ
ド

導入
済み

474 39.6  152 37.0  41 31.1  667 

導入
予定

42 3.5  46 11.2  16 12.1  104 

未導入 242 20.2  137 33.3  68 51.5  447 

合計 1,198 ‐ 411 ‐ 132 ‐ 1,741 

メインフレームの残存団体割合（Ｈ26）
人口20万以上でクラウド導入済みの団体一覧

●自治体クラウド（４団体）
【指定都市】 なし
【中核市】 豊橋市、岡崎市
【特別区】 なし
【それ以外】 長岡市、富士市

●単独クラウド（41団体）
【指定都市】 千葉市、相模原市、神戸市、岡山市、広島市、北九州市
【中核市】 函館市、福島市、前橋市、高崎市、越谷市、柏市、八尾市、尼崎市
【特別区】 品川区、大田区、世田谷区、渋谷区、豊島区、荒川区、板橋区、練馬区、葛飾区
【それ以外】 伊勢崎市、太田市、草加市、松戸市、市原市、府中市、西東京市、町田市、厚

木市、大和市、福井市、春日井市、東浦町、明石市、松江市、佐賀市、鈴鹿市
88



一般市・町村等（人口20万未満）におけるシステム共同化の課題の検討

1

○ 現状で、自治体クラウドによるシステム共同化が比較的進んでいる一般市・町村等（人口20万未満）について、
・システム共同化に至っていない団体は、どのような点を課題と認識しているのか
・一方で、その課題に対して、システム共同化を実現した団体は、どのように乗り越えたのか

を明らかにすることで、システム共同化の課題が解決可能なものかどうかを検討した。

クラウドを導入していない団体から挙げられた主な課題

 「地方公共団体におけるクラウド導入に係るロードマップの公表とクラウド導入等に関する計画の策定について」（2017年
11月・総務省地域情報政策室）の回答内容を踏まえ、自治体が考えるクラウドの導入が困難な理由、共同化が困難な理由
を整理・分類。

 「自治体クラウドの現状分析とその導入に当たっての手順とポイント」（2016年８月・総務省地域情報政策室）等に基づき、
クラウド導入団体の事例から、導入団体が上記課題をどのように乗り越えたかを整理。

課題の抽出方法

① システムの更改時期の相違
② 業務プロセスの相違
③ 自治体クラウドの効果等の把握方法
④ 共同化に向けた推進力不足

資料10

2

１．乗り越えた事例

２．解決のポイント

一般的に、情報システムの更改のタイミングを見据えて自治体クラウドを導入することが多いが、実際には団体ごとにシス
テム更改時期が異なるため、同じタイミングで更改する団体のみでグループを構成することが困難。

 システムを更新したばかりの団体もあり、直ちに移行することは困難であったが、いわゆる「五月雨方式」（更新時期が来たタイミングで順次参加

できる方式）により、事前に導入時期を約束する協定書を参加団体で締結するとともに、ベンダに対しても協定書の内容とその効力を説明し
て理解を得た上で、プロポーザル等への参加を依頼した。さらに、一部業務に限った対応として、稼働時期の前倒しや延期を認めながら柔
軟性を確保した。

 構成団体の多さから数年度に分けて順次クラウド導入作業を行うこととしたが、移行年度の希望が特定の年度に集中するなどの問題が発
生した。しかしながら、 五月雨方式を前提として、市町村の規模ごと、予算措置の可否を踏まえた移行スケジュールを策定して各団体と調

整し、全団体（28団体）が自治体クラウドへ移行した。

課題１：システムの更改時期の相違

 システム更新時期の相違に対しては、更新時期が来たタイミングで順次参加できる、いわゆる「五月雨方式」で対応可能。

 五月雨方式の導入に当たっては、協定書による参加団体の合意やベンダの合意取り付けが必要となる。また、更新時期
については、単に現行システムの利用期限だけではなく、業務の最繁期を回避したり、閑散期でデータ移行を実施しやす
い時期に更新するなどの調整も必要。

 総務省では、各団体のシステム更改時期を「見える化」し、共同化を促進。

市町村の事例から考えるシステム共同化の課題と解決例①

３．なお残る検討課題(例)

 他団体との調整を避け、まずは単独でSaaS形態※にクラウドを導入し、一定のクラウド導入のメリットを実現しようとする
団体もある。

※ クラウドのサービス形態
「IaaS」 (Infrastructure as a Service) …ハードウェアまでが提供範囲、 「PaaS」 (Platform as a Service) …OS/ミドルウェアまでが提供範囲
「SaaS」 (Software as a Service) …業務アプリケーションまでが提供範囲 89



3

業務プロセスが自治体ごとに異なるため、情報システムについても団体ごとにカスタマイズを行うことが多いことから、カス
タマイズの抑制等を通じた共同化をどのように進めていくかが課題。

• 他団体と協議しながら業務プロセスを合わせていくには、多くの時間と労力がかかる。
• 共通の業務プロセスに統一した場合、団体独自の業務プロセスをシステムに反映させることが困難となり、場合によっては、業務遂行が非効

率になる。

課題２：業務プロセスの相違

１．乗り越えた事例

 参加表明した14団体の首長によるノンカスタマイズへの取組に関する合意を行い、協定書に合意内容を盛り込んだ。また、調達仕様書にも
カスタマイズ抑制の旨を明記したところ、調達参加事業者からも標準化を支援する提案が幾つもあった。業務担当者を交えた要件定義WG
においては、デモによる各業務システムの確認を通じて業務担当者の不安を取り除きつつ、カスタマイズ候補の絞り込みを行ったが、担当
者間の連携が生まれたり他団体の業務方法を比較できるなどの副次的な効果も多かった。

 カスタマイズの抑制方策として、①原則ノンカスタマイズの方針を共同化計画に明示するとともに、団体内部に周知してコスト意識を高めた、
②業務担当部局をRFI時※のプレゼンテーションや業者決定時の第２次選考に参加させて予めパッケージ内容を確認させた、③カスタマイ
ズ経費は共同調達の契約に含めないこととし、首長や財政部局を巻き込んだ、④各団体のカスタマイズ要望を比較できる一覧表を作成し、
各市町村の業務担当者間でカスタマイズの必要性を協議させた。

 個別のカスタマイズに係る具体的な判断は、計画立案以降に行われるが、多くの事例では、最初の段階で、原則ノンカ
スタマイズとの基本方針を団体間で協定を定めたり団体内部で共有したりして、当初からノンカスタマイズを意識した取
組を行っている。また、財政部局の関与や団体間比較などを通じて、業務担当部局にカスタマイズの必要性を再検討し
てもらうことも有効である。

 総務省においても、「地方公共団体のクラウド導入におけるカスタマイズ抑制等に関する検討会」を立ち上げ、カスタマ
イズを抑制するために検討が必要な事項を整理した「基本方針」やシステム調達の際にカスタマイズ抑制のための検討
手順を示した「ガイドライン」を2019年３月に示した。

２．解決のポイント

市町村の事例から考えるシステム共同化の課題と解決例②

※ RFI（Requset For Informattion）とは、情報システムの導入や業務委託を行うにあたり、発注先候補の業者に情報提供を依頼する文書。

首長や業務担当部局の理解を得るために、自治体クラウドの効果や課題を適切に提示できるか否かが課題。

１．乗り越えた事例

 事前検討の段階では、経費についてはシステム関係経費と人件費（共同化による電算業務削減効果を見込む）を分け、交付税措置額も考慮し
た上で、６年間の削減額を算出し、共同電算を導入した場合と導入しない場合とを比較した。団体や試算のタイミングにより考え方に違い
が生じないよう、経費積算の範囲（情報主管課の所管経費のみとするか、所管外の物件費も含めるか、業務量減を見込んで職員費も含めるか等）の明確
化、制度改正やシステム更新など今後見込まれる経費項目の整理などを設定した。

 沿岸と内陸にそれぞれ立地する団体間でグループを形成し、①災害時の業務継続体制として、人（職員）、物（システム、PC）、場所（庁舎）
について相互連携し、②グループ内のいずれの団体でも罹災証明書の発行を可能とする旨の内容を含む相互支援協定を締結した。

 経費については、単にシステム関係経費のみならず、人件費や将来のシステム更新等に係る経費等も含めるか否か等
を検討する必要がある。

 自治体クラウドの導入メリットとしては経費削減効果が代表的であるが、そのほかにも、データセンターの利用によるセ
キュリティ水準の向上、災害時の業務継続性の確保、制度改正による改修対応を各団体が独自で行う必要がなくなる
などの様々なメリットがあることをあわせて提示すると効果的である。

課題３：自治体クラウドの効果等の把握方法

２．解決のポイント

4

３．なお残る検討課題(例)

 既に単独クラウドを導入しており、パッケージについても基本的にノンカスタマイズを徹底している団体にとっては、自治
体クラウドのコスト削減などのメリットが、導入に掛かる費用・労力と比べて、見えづらい場合がある。

市町村の事例から考えるシステム共同化の課題と解決例③
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5

各団体が共同化への意向を有していても、具体的なグルーピングに至るまでの団体間調整を行う推進力が不足している
ことが課題。

 県内全市町村で構成される協議会で、県の取組として推進することを表明し、勉強会等を通じて自治体クラウドの必要性を市町村に浸透さ
せるよう努めた。県が各団体を巡回しながら意見調整を行うなど、丁寧かつ地道な調整を行い、県と市町村の間に信頼関係が構築された。

 市町村自治振興組合（一部事務組合）が事務局となり、組合内に検討会を設置。当初から「共同化」の意義・目的を明確化し、共有した。責任
者会議（担当課長で構成）と代表者会議（首長で構成）の２段階構成とし、責任者会議の検討結果について代表者会議で報告を行い、最終的
な参加の判断を依頼した。

 県が事務局となったため、事務局の人材・経費の確保が容易となり、事務局が副首長への説明等を行うことで、市町村の負担は大幅に軽
減された一方、市町村業務や情報システムの現況把握に時間と労力がかかった。代表団体（市町村）から職員を事務局に派遣してもらい、
部会の協議では、その職員が調整役を担った。

 市町村長のリーダーシップが重要であると同時に、都道府県や一部事務組合、広域連合等の既存組織が主導して検討
グループを組織することで検討が進む場合も多く、市町村同士で検討を進めるのが困難であれば、例えば都道府県や
既存組織に相談してイニシアチブを取ってもらうよう働きかけることも検討すべき。

 また、市町村の情報システムや現場の実情に詳しい者や当事者間を取り持つことのできる者の配置等も重要。

課題４：共同化に向けた推進力不足

１．乗り越えた事例

２．解決のポイント

３．なお残る検討課題(例)

 調整事項が多岐にわたり、通常業務で人員不足の中、共同化を推進するための情報政策担当職員が不足しているた
め、そもそもクラウド導入に向けた作業を行う余裕がない。

 リーダーシップを発揮する団体がなく、複数団体でのクラウド導入に向けた推進体制の構築が困難である。

市町村の事例から考えるシステム共同化の課題と解決例④
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○ 業務プロセス・システムの標準化について、住基関連事務を取り上げ、指定都市・中核市等に特有の課題は
あるのか、また、あるとすればどのようなものかを整理するために、事務局において、指定都市・中核市等のシ
ステム及びそのカスタマイズ、業務プロセス、帳票等の類似・相違を把握する取組を実施。

○ 具体的には、事務局において、一部の指定都市・中核市等の市民窓口担当・情報担当の協力を得て、現状
の整理を行うとともに、業務プロセスやシステムの比較を実施し、標準化するとした場合の実務上の課題を検
討。

住基関連事務の業務プロセス・システムに関する指定都市・中核市等同士の比較検討

 2018年10月４日から10月16日にかけて、総務省行政経営支援室・地域情報政策室の担当者から、複数自治体（指定都
市３市、中核市等５市）の市民窓口担当・情報担当に対し、各団体１～５時間ずつのヒアリングを行った。
※ 自由闊達・率直な意見交換を行うため、自治体には匿名を条件にヒアリングに参加していただいた。また、組織としての立場にとらわれず、

率直な意見を述べていただくようお願いした。

 具体的には、住基担当課の組織図、事務分掌、業務プロセス等を団体ごとに比較し、取り扱う業務や組織体制に差があ
るかどうかを確認した。

 続いて、住民記録システム等（印鑑登録システムを含む。）のカスタマイズそれぞれ（資料12参照）について、内容と必要
性を聴取し、どうしても必要なカスタマイズかどうかを議論した。

 後に、標準化するとした場合の課題等について自由に意見交換した。

検討方法

指定都市（人口：約70万～）：３市、中核市等（人口：約20～70万）：５市参加団体

資料11

2

○ 住基担当課は、通常、自治体の住民記録システム等を使用し、転入・転出届の受付・審査、転出証明書の発
行、住民票の写しの交付、マイナンバーカードの交付等の事務を実施している。ただし、団体によって住所の異
動に伴う就学事務を扱うかなど所掌が異なる部分もある。

住基関係事務の内容、組織図、事務分掌、業務プロセス等①

指定都市（一例）

市民局
区政推進課

○○課

××課

市民部
市民課

○○課

××課

●●市民センター

××市民センター

総務係

証明係

戸籍係

住民記録係

○○市民センター（
市
民
部
出
先
機
関
）

○○連絡所

中核市等（一例）

（各種公簿証明、印鑑登録、納税証
明書、埋火葬許可証等の交付 等）

（住民基本台帳、住居表示、外
国人の居住地の届出 等）

（戸籍）

（連絡所との連絡調整、予算決算等）
市民自治推進部

○○区役所 市民総合窓口課

○○課

××課

××区役所 市民総合窓口課

○○課

××課

市によっては、市民センター・出張所について、
住基担当課と並列ではなく、住基担当課の配下
に位置づけられている事例がある。

市によっては、
• 在外選挙人名簿の事務
• 住所の異動に伴う就学事務

なども住基担当課で所掌する
事例もある。

総合窓口となっている場合、区役所の市民課担当
において、国民年金、介護保険の申請受付等も実施。

居住する区役所のみで申請
を受け付ける市と、居住する
区に関わらず、申請が可能で
ある市がある。
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○ 住基関係の業務プロセスについては、指定都市で区役所があることに伴う差異を除けば、ほぼ差異はなかっ
たが、民間委託をしているか、総合窓口を実施しているかで、一部異なる部分があった。

住基関係事務の内容、組織図、事務分掌、業務プロセス等②

届出等
受領

本人
確認

届出内容
確認

処理
依頼

届出等
受領

処理の
入力

転出証明書
等出力

住民記録システム 住民記録システム

転出届等

転出届等

カード
裏書

審査
依頼

依頼内
容確認

届書の
審査

転出証明書
等の連携

転出証明書
等の受取

転出届の業務プロセスの一部（例）

NO

YES
海外転出か

転出証明書等

別の市では、届出内容確認
の後に手書きで実施。

別の市では、窓口の民間委託をしていないた
め、全て住基担当課が業務を実施。
その結果、審査依頼等のプロセスは存在しない。

裏書プリンター

窓口
案内等・
交付

窓口案内等

手渡し

別の市では、総合窓口化をしていないため、
窓口案内等は、住民の利便性の観点から、
なるべく早めに（届出内容確認後に）実施。

転出証明書等

転出証明書等

※ マイナンバーカードによる転出の場合は、
証明書の発行は不要

指定都市・中核市等における住民記録システム等のカスタマイズ①

指定都市・中核市等に特有・顕著なカスタマイズの事例

① 区役所・出張所等の組織の違い

 事務の効率化や、より処理のしやすい画面遷移の構築等
のために、パッケージにはない便利機能を追加している。

 性質上、指定都市・中核市等にのみ当てはまるものではな
いが、指定都市・中核市等では相対的に処理件数が多いた
め、より１件当たりの事務の効率化の要請や体系的にミス
を防止する要請が強い。

 パッケージでは、転出証明書に個人番号カードの有無を記載
する欄がないが、同欄があった方が転入先市町村にとって便
利であるため、同欄を追加するカスタマイズを実施。
※本来、個人番号カードがあれば紙の転出証明書の発行は不要だが、個人

番号カードを持参することを忘れた人がいた場合の対応。

 繁忙期で決裁件数が多い場合に、複数明細をまとめて決裁
処理できるようにカスタマイズを実施。

 パッケージでは、住民記録照会画面から住民票発行画面に
移る際に、いったん一つ上の画面に戻らなければならないが、
煩雑なので、直接、画面を移れるようカスタマイズを実施。

事例

② 処理件数が多いことによる機能の追加

 指定都市における区役所ごとの事務範囲の差異や、中
核市等における支所や出張所と本庁の事務範囲の差異
等により、業務プロセスに差異が生じている。

 パッケージによっては、指定都市の「区役所」にあたる概念
がないため、カスタマイズを実施。

 区役所や支所・出張所によって、業務の権限が異なることに
よりカスタマイズが必要。

（例：A市では、パッケージの仕様と同様、受付・審査とも本庁・
出張所の双方で実施しているが、B市では、受付のみを支
所や出張所で行い、審査は本庁で行う 等）

事例

4
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指定都市・中核市等における住民記録システム等のカスタマイズ②

 パッケージでは、帳票に「上記の事項は、住民票に記載され
た事項と相違ないことを証明します。」と表示されるが、「上記
の事項は、住民票の原本に記載されていることを証明する。」
と表示されるようにカスタマイズを実施。

 印鑑登録証明書のパッケージでは、Ａ４縦だが、Ａ４横で発
行されるようカスタマイズを実施。

 備考欄の「職権修正等での事由ごとの方書修正の記載方
法」について、パッケージでは「方書『…』から『…』へ職権修
正」と表示されるのを、「職権修正、方書『…』から『…』へ修
正」と表示されるようカスタマイズ。

事例

 過去との連続性を重視して、パッケージの各種証明書等
の様式の文言・体裁を修正する。

① 文言・体裁の修正

 Ａ市では、システム間の連携基盤が地域情報プラットフォー
ム準拠ではないため、他システムと連携させるため、住民記
録システムにカスタマイズを実施。

 国保システムや税システムなど他のシステムと連携するに際
して、地域情報プラットフォームでは連携できないデータも
連携できるようにするためにカスタマイズを実施。（特に異な
るベンダ間）

 市民住宅向けの住宅管理システムと住民記録システムにつ
いては、同一ベンダであるが、一方のシステムが古いため、
情報連携ができない状況であり、カスタマイズを実施。

 住民記録システムのＯＳにLinuxを採用しているが、福祉系
システムのＯＳにはWindowsを採用しているため、カスタマイ
ズを実施。

 異なるシステムで異なる文字コードを使っているため、文字
コードを互換させるためにカスタマイズを実施。

事例

 住民記録システム等が他のシステム（例：介護、地方税
など）と連携する必要がある場合。

② 他のシステムとの連携

5

指定都市・中核市等に特有・顕著でないカスタマイズの事例

6

指定都市・中核市等における住民記録システム等のカスタマイズ③

 都道府県や市町村が独自の統計に活用するために、
カスタマイズを実施。

 県から特定の団地の世帯数、男女別の人数情報を毎月報
告することを求められているため、その情報を出力するため
にカスタマイズを実施。

 市独自で住民基本台帳人口を半年に一度公表する作業が
あり、その情報を出力するためにカスタマイズを実施。

事例

⑤ 統計業務への活用

 住基以外の業務（例：税や選挙等）であっても、住民記

録システム等を使用して業務を行う場合、住基担当課
で業務をしている。

 介護受給資格証明書は、パッケージでは介護システムから
発行できるが、Ａ市においては住基担当課が発行することか
ら、住民記録システムから発行できるようカスタマイズを実施。

 軽自動車税申告書の添付書類として必要な住所証明書は、
パッケージでは税務システムから発行できるが、Ａ市におい
ては住基担当課が発行することから、住民記録システムから
発行できるようカスタマイズを実施。

 特定優良賃貸住宅居住者の住民票情報を住民記録システ
ムから発行できるようカスタマイズを実施。

事例

 市町村の条例において、独自の規定を設けたり、法令以
上に規制を強化したりすることで生じる場合。

 印鑑登録証明書の発行年齢について、一般的には15歳未
満不可であり、パッケージもそうなっているが、条例において
14歳未満不可としているため、カスタマイズを実施。

 市出張所設置条例では、住民票の管区が出張所ごとに定
められ、各出張所は管区の住民票に最終責任を負うこととさ
れている。各出張所が、自ら最終責任を負うこととなる住民
票の確認作業を行うため、エラーリストが管区ごとに出力され
るようカスタマイズを実施。

事例

④ 独自の条例による違い③ 住基担当課の事務範囲の違い

指定都市・中核市等に特有・顕著でないカスタマイズの事例
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7

○ 介護分野について、住基分野と同様、業務プロセス・システムの標準化について、指定都市・中核市等に特
有の課題はあるのか、また、あるとすればどのようなものかを整理するために、事務局において、指定都市・中
核市等のシステム及びそのカスタマイズ、帳票等の類似・相違を把握する取組を実施。

○ 具体的には、一部の指定都市・中核市等の介護事務担当・情報担当の協力を得て、現状の整理を行うととも
に、システムの比較を実施。

介護分野の業務プロセス・システムに関する指定都市・中核市等同士の比較検討①

住民記録システム等のカスタマイズの事例については、基本的に介護システムでも同様に見られた。

指定都市・中核市等に特有・顕著なカスタマイズの事例

② 処理件数が多いことによる機能の追加

① 区役所・出張所等の組織の違い

（例）
 パッケージでは仮徴収の算定は年度毎で処理するため４月以降で

ないと処理できないが、外部委託しているが件数が多いこと及び普
通徴収の仮算定の結果と同時に通知を行いたいため、前年度の３
月に仮徴収額変更の処理が行えるようにカスタマイズを実施。

 小規模多機能型居宅介護保険を登録する時、条件によりエラー
チェックできるようにカスタマイズを実施。

指定都市・中核市等に特有・顕著でないカスタマイズの事例

① 文言・体裁の修正

② 他のシステムとの連携

文言・体裁の修正の中にも、自治体が独自で変更できるようなものだけで
はなく、業界団体等の外部とのやりとりに起因するものもあった。

（例）
 国保連ごとに様式が異なるため、主治医意見書作成料請求明細書を

県版書式で出力できるようカスタマイズを実施。

（例）
 障害福祉システムへ介護の利用者負担額、高額サービス費支給額を

連携するため、カスタマイズを実施。

8

介護分野の業務プロセス・システムに関する指定都市・中核市等同士の比較検討②

指定都市・中核市等に特有・顕著でないカスタマイズの事例

⑤ 統計業務への活用

④ 独自の条例による違い ⑥ 外部への情報提供

③ 担当課の事務範囲の違い

介護保険制度の改正が多いため、システム導入時から法改正対応が重なり、カスタマイズが発生している。
⇒ カスタマイズを既に実施している箇所に対して、制度改正対応により更にカスタマイズをする例が多い。

制度改正対応によるもの

住民記録システム等と異なる点

外部の団体との関係に起因するもの

医療機関や介護サービス事業者、国民健康保険団体連合会など様々な外部の団体との情報のやりとりがあることから、
外部の団体との関係により、文言・体裁の修正や、情報提供用のデータの作成等が生じているケースが多い。

（例）
 パッケージでは滞納管理については、滞納管理システムで対応する

想定としているが、当市では徴収が困難な案件以外については、介
護担当課で対応するため、介護システムに滞納管理機能を追加す
るカスタマイズを実施。

（例）
 医師会等に意見書の認定結果を送付するため、認定二次判定結果

の一覧を新規作成するカスタマイズを実施。

 福祉用具受領委任一覧表や住宅改修受領委任一覧表を新規作成
し、事業者に送付するためにカスタマイズを実施。

（例）
 給付用の統計資料として、地区別や年齢別集計表等を作成するカス

タマイズを実施。
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9

○ 介護保険担当課は、介護保険の資格認定、賦課、給付等に関する業務を実施。

介護事務の内容、組織図、事務分掌

指定都市（一例）

保健福祉局
介護保険管理課

××課

健康福祉局

○○課

××課

管理係

資格賦課係

介護認定係

収納係

給付係

中核市等（一例）

（保健資格管理、保険料賦課 等）

（保険料徴収 等）

（要介護・要支援認定）

（予算・決算、その他課内事務全般）

高齢障害部

○○区役所

介護保険室

○○課

××課

区役所において、介護保険の認定や賦課等を実施。

区役所の介護保険の担当については、保健福祉センターがあ
る場合や保健福祉課といった１つの課である場合がある。

介護保険事業課

保健福祉センター 高齢障害支援課

△△課

○×課

○○区役所

介護保険室

○○課

××課

保健福祉センター 高齢障害支援課

△△課

○×課

介護保険課

相談指導係

（保険給付）

（事業所指定、指導・監督）

介護事務自体を、広域連合で実施しているという事例も見られた。

10

○ 介護保険の情報システムについては、住民記録システムと比較するとパッケージの規模が大きいため、住
民記録システムと比較するとカスタマイズの規模は大きい。

○ 一方で、実際にベンダ側がＳＥ作業（設計・開発・テスト等）で必要となる作業量を比較した場合は、住民記録
システムよりも少ないのではないかとの意見がある。

介護分野におけるシステムの標準化について

自治
体名

人口

住民記録システム 介護保険システム

要件
数

パッケー
ジ適合率

パッ
ケージ
規模

要件
数

パッケー
ジ適合率

パッケー
ジ規模

A市 20万人 150 93％ 100 570 89％ 400

B市 25万人 440 89％ 100 650 80％ 400

【A社の場合】

※ パッケージ適合率は、機能及び帳票要件数に対してパッケージ対応可能な数（要件数）で
もとめたもの。 （一部数字は丸めている）

※ 住民記録システムのプログラム規模を100とした場合の介護保険システムの規模

 介護保険システムのパッケージ規模は、住民記録システムの約４倍
⇒ そのために、介護保険システムは、住民記録システムと比較する

とカスタマイズの規模自体も数･量ともに多くなる。

 A市は将来のシステム共同利用を見据え、カスタマイズ 小化をコンセプトと
したトップダウンの方針があり。

 B市は住記異動に伴い国保、介護、年金の資格異動や証発行を連動して行
う総合窓口部門を設け、住民への一括窓口対応をしている。

【B社の場合】

※ 主に人口40～50万の市のパッケージシステム適用事例を調査

 介護保険システムと住民記録システムを比較した場合、
カスタマイズの数（カスタマイズを実施した要素の数）は、

介護保険システム ＞ 住民記録システム

 ただし、実際にベンダ側がＳＥ作業（設計・開発・テスト等）
で必要となる作業量［人月］を比較した場合は、

介護保険システム ＜ 住民記録システム

カスタマイズの数が多くなる理由

• 外部向け帳票や機能等が多い。
• 業務範囲が広い。
• 賦課計算について、減免・分納など条例等で異なる。

※ 地域の事情により、減免等について細かい条件を定めているこ
とから、カスタマイズをしなければならない事情もあるのではないか。

作業量が比較的少なくなる理由

• 2000年の制度開始時に、システムを前提として制度設計が
されたこと。

• 法改正が頻繁であり、ユーザー側もカスタマイズを避けがち
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○ 地方税関係事務について、指定都市では市税事務所が存在するが、中核市では本庁の税務担当課が業務
を実施。

地方税関係事務の事務分掌とシステムの関係

指定都市（一例）

財政局
課税管理課

納税管理課

財務部

○○課

××課

法人担当

税制担当

第一担当

中核市等（一例）

（法人市民税、事業所税の申告納付等）
税務部

○○区役所

○○課

××課
税証明等の交付については、

区役所の市民総合窓口課や
市民センター等でも取り扱う。

11

債権管理課

東部市税事務所

西部市税事務所

市民税課
資産税課

法人課

税制課

納税第一課
納税第二課

市民税課
資産税課

納税第一課
納税第二課

××区役所

○○課

××課

○○市税出張所
××市税出張所

○○市税出張所
××市税出張所

市民総合窓口課

市民総合窓口課

市民税課

資産税課

納税課

債権管理課

△△課

市民協創部 市民課

窓口センター

第二担当

第三担当

第四担当

（税制改正とりまとめ、予算経理、庶務等）

（市民税の賦課、所得調査、調停等）

市民税課において、法人市民税や
事業所税の申告納付等を実施して
いるが、指定都市では市税事務所
の法人課が担当。

12

○ 個人住民税の情報システムについては、住民記録システムと比較するとパッケージの規模は２倍。

○ 介護システムと比較するとパッケージ規模は1/2だが、カスタマイズ規模（総量）はほぼ同等。

個人住民税システムの標準化について

自治体名 人口

住民記録システム 個人住民税システム 介護保険システム

要件数
パッケージ
適合率

パッケージ
規模

要件数
パッケージ
適合率

パッケージ
規模

要件数
パッケージ
適合率

パッケージ
規模

A 50万 200 70％ 100 500 70％ 200 1100 70％ 400

B 20万 150 93％ 100 370 80％ 200 570 89％ 400

C 25万 440 89％ 100 690 70％ 200 650 80％ 400

【ベンダ調査に基づく自治体3団体の例】

※ パッケージ適合率は、機能及び帳票要件数に対してパッケージ対応可能な数（要件数）でもとめたもの。 （一部数字は丸めている）

※ 住民記録システムのプログラム規模を100とした場合の介護保険システム・個人住民税システムの規模

住民税については、更改前のシステムの規模の踏襲や、RFPの記載の粒度・強度が細かい点が特徴。

⇒ そのために、住民税システムは、カスタマイズの規模が大きくなっているのではないか。

住民記録システム 個人住民税システム 介護保険システム

カスタマイズ規模（総量） カスタマイズ規模（総量） カスタマイズ規模（総量）

３団体合計 １ ３ ３

※ 住民記録システムのカスタマイズ規模（総量）を1とした場合の介護保険システム・個人住民税システムのカスタマイズ規模（総量）。
カスタマイズの件数だけではなく、カスタマイズの重さも考慮している。
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13

個人住民税の業務プロセス・システムに関するカスタマイズの状況①

○ 個人住民税に関するカスタマイズについては、総務省地域情報政策室の「地方公共団体のクラウド導入にお
けるカスタマイズ抑制等に関する検討会」での検討資料を基に、以下の整理を行った。

指定都市・中核市等に特有・顕著なカスタマイズの事例

② 処理件数が多いことによる機能の追加① 区役所・出張所等の組織の違い

（例）

 人口規模が大きくなることで、納税通知書不達による返戻が
あった際に必要となるデータ入力作業の効率化を求められる
ことから、収納業務側で返戻情報を取り込むことができるよう
納税通知書にQRコードを出力。

 当初課税における各種チェックリストの確認について、合算
エラーリストや扶養設定確認リストなどの出力分類を追加する
カスタマイズを実施。（難しいエラーはベテラン職員が、簡単
なエラーはそれ以外で対応できるように実施。）

 納税通知書等の市民向け帳票の管理自体をシステム化。

（例）

 課税資料の取り込み時に出力されるチェックリストを確認する
際に、担当地区グループ毎に分割しやすいように、住所コー
ド、地区コード順に出力するカスタマイズを実施。

個人住民税については、当初課税時における各種チェックリストの
確認について、チェック対象となる課税資料の件数と職員数の関係
よって仕事のやり方が決まる。

さらに、チェックの難易度により専門性の高い職員が確認するプロ
セスとするなど、市独自の仕分け業務となっているケースがある。

14

指定都市・中核市等に特有・顕著でないカスタマイズの事例

⑤ 統計業務への活用

④ 独自の条例による違い

⑥ 外部への情報提供

③ 担当課の事務範囲の違い

（例）
本来申告税であるため、対象者となる住民に一括送付しても問

題はないが、問い合わせが多い、誤りの可能性があると懸念さ
れることから、市の申告書の抽出条件を変更するカスタマイズを
実施。（例えば、年金所得が一定以上の方には市申告書に併
せて医療費控除の案内文を同封など）

（例）
市区町村から、都道府県に提出する都道府県独自の課税額報

告資料に合わせて集計表を作成するために、カスタマイズを実施。

（例）

 普通徴収の法定納期限は４期だが、各自治体の条例で３期割
や８期割を実施しているため、自治体毎に普通徴収の納期月や
期割処理後の端数計算が異なり、各自治体の納期月や端数計
算に応じた期割処理を行うようカスタマイズを実施。

→ 条例の改正あるいは期割処理の業務手順を見直す必要がある。
※ クラウド導入に合わせて４期に切り替える自治体もあり。

① 文言・体裁の修正

（例）

 課税証明書、所得証明書などの証明書において、記載内容の
追加及び変更、印字桁数変更等を各自治体の様式に合わせる
ようカスタマイズを実施。

② 他のシステムとの連携

（例）

 他のベンダが導入している介護保険、後期高齢者医療、児童
手当、児童扶養手当、障害者福祉システム向けに個人住民税
情報（所得、税額情報等）を連携するためにカスタマイズを実施。

個人住民税の業務プロセス・システムに関するカスタマイズの状況②

（例）

 当初の課税資料の確認・入力作業（オンライン入力）の委託に
向けて、仮入力機能が可能となるようにカスタマイズを実施。
（最終確認は外部委託にて入力された内容を職員が確定）
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中核市等における住民記録システム等のカスタマイズの例

番号 分類 件名 カスタマイズ内容と、カスタマイズを必要とする理由 A市 B市 C市 D市 E市

1
区役所・出張所等の組織の違い／独
自の条例による違い

未作成外字対象者一覧管区別出力

l市出張所設置条例では、住民票の管区が出張所ごとに定められ、各出張所は管区の
住民票に 終責任を負うこととされている。各出張所が、自ら 終責任を負うこととなる
住民票の確認作業を行うため、エラーリストが管区ごとに出力されるようカスタマイズを
実施。

○ × × × ×

2
区役所・出張所等の組織の違い／独
自の条例による違い

転入通知エラーリストの管区別出力
同様

○ × × × ×

3
処理件数が多いことによる機能の追
加

個人単位での記事入力

パッケージでは、世帯単位で特記事項を「記事」としてメモ書きすることができるが、個人
単位でも特記事項をメモ書きしたい場合もあり、それを可能にするためにカスタマイズす
る。 ○ × × × ×

4
処理件数が多いことによる機能の追
加

相談リストへの介護認定区分出力

パッケージでは介護の資格の有無までは相談リストに表示されるが、認定区分も表示し
た方がスムーズな事務処理が行えるため、認定区分も表示されるようカスタマイズする。 ○ △ × × ×

5
処理件数が多いことによる機能の追
加

印鑑情報確認一覧

婚姻等により氏が変わった場合、その氏を使った印鑑登録を職権で無効にする必要が
ある。その無効にする作業を行うためのリストを出力するカスタマイズ。なお、無効にし
た旨は本人に手紙で通知する。 ○ × × ○ ×

6
処理件数が多いことによる機能の追
加

発行保護申請

本人になりすまして印鑑登録・証明書交付申請をされることを防ぐため、本人から、これ
らの手続を受け付けないよう、市役所に求められることがある。こうした処理停止につい
ては、パッケージ機能として搭載されているが、処理停止理由として「DV」・「その他」等
はあるが、「本人の申出」はない。そのため、処理停止理由として「本人の申出」を追加。
加えて、期限付の処理停止申請である場合に、期限切れが近いときに処理停止を更新
するかどうか本人に確認する必要があるため、期限切れ間近の処理停止一覧を表示で
きるようカスタマイズする。

○ × × × ×

7
処理件数が多いことによる機能の追
加

方書表示一覧表

「○○マンション」が３階建てであったり、「××アパート」の部屋番号がＡ、Ｂ、…であった
りした場合、「○○マンション５０１号室」や「××アパート２０１号室」というのは存在しな
い。そうした存在しない部屋番号を受け付けないため、「○○マンション」といった方書に
「３階建て」といった内容を備考に記載することがある。その一覧表を出力するカスタマイ
ズ。一覧表は編綴し、受付窓口で職員が使用する。

○ × × × ×

8
処理件数が多いことによる機能の追
加

住民票写しへの世帯番号出力
住民票に関する問い合わせがあったとき、対象者（対象世帯）を容易に特定するため。

○ × × × ×

9
処理件数が多いことによる機能の追
加

住民票差し替えリスト

前日届出のあった届出書を管区ごとに並べ替えるためのリストを出力するカスタマイズ。
帳票名は汎用機時代からのもの。 ○ × × × ×

10
処理件数が多いことによる機能の追
加

コンビニ交付発行資格の画面表示

コンビニの自動交付機カード交付状況一覧に暗証番号ありの証明の種類（住基カードか
マイナンバーカードか）を表示するようカスタマイズ。利用者の申請によって交付できる
証明書の種類が異なるため、それらが確認できるようにするための改修。利用者からの
問い合わせ時に利用。 × ○ × ○ ×

11
処理件数が多いことによる機能の追
加

差戻しの仮更新メニュー

住民記録の本更新では、誤った更新をしたときに修正が大変であるため、仮更新の仕組
みが用意されているが、仮更新をしている中で差戻しをすると、修正したい箇所のみなら
ず全ての箇所の再入力が必要になるが、修正したい箇所のみ再入力すれば良いように
カスタマイズ。 △ ○ × × ×

12
処理件数が多いことによる機能の追
加

転出先（転入前）住所未作成外字保
有者の一覧出力

パッケージでは、外字は氏名にのみ存在することを前提としているが、方書にも外字が
存在しうるため、未作成外字対象者一覧のチェック対象に、転出先住所、転入前住所を
含めるようカスタマイズ。未作成外字対象者一覧は、未作成外字が発生するたびに自動
で発行される。 × ○ × × ×

13
処理件数が多いことによる機能の追
加

複数選択学区のアラート対応
複数選択学区の対象者に対して、転入学通知を印刷するときに出力する警告メッセージ
が、相談リストの印刷時にも再び出力されないようカスタマイズする。 × ○ × × ×

14
処理件数が多いことによる機能の追
加

事前登録対象者抽出

本人以外から住民申請関係があった場合に、事前登録者が該当しないかを確認する作
業として、カスタマイズを実施。住基のアクセスログから、事前登録対象者向けの通知を
発行した件数を確認する。 × × ○ ○ ×

15
処理件数が多いことによる機能の追
加

実態調査対象者の取扱注意情報作
成

取扱注意情報を一括アップロードする仕組みはあるものの、取扱注意情報の更新では
なく、取扱注意情報を個人に追加するだけの仕組みとなっているため、登録済みの実態
調査対象データの終了日を処理日で更新した後に、アップロード対象を 新履歴として
追加登録する仕様にカスタマイズを実施。

× × × × ○

16
処理件数が多いことによる機能の追
加

住民記録に係る取扱リストの支所別
集計

パッケージの支所別集計は、入力場所の情報で集計しているが、本庁でのみ異動入力
処理を行うため、受付支所の情報が異動情報に登録されない。そのため、異動処理を
行う際に、受付場所情報を任意項目に登録する運用を行い、この際に登録した受付場
所情報毎に、異動集計を作成できるように対象抽出ロジックのカスタマイズを実施。

× × × × ○

17
処理件数が多いことによる機能の追
加

不在住証明書

住民の不在住を証明する不在住証明書を発行することが実務上行われているが、法令
上のものではなく、パッケージにないため、システムから不在住証明書を発行できるよう
カスタマイズする。 ○ × × × ×

18
処理件数が多いことによる機能の追
加

印鑑登録職権回復対象者抽出
印鑑登録をしていたものを職権回復した場合、印鑑登録を回復する運用をしているた
め、対象者をバッチ処理にてデータ抽出するカスタマイズ。EUCでも対応可能。 × × × ○ ×

19 文言・体裁の修正 未作成外字の変更

転入した個人名に外字が含まれ、その外字が未作成の場合、パッケージでは「！」が表
示されるが、従来、未作成外字は異なる記号（「階段」「■」）で表示しており、庁内でもそ
れが浸透していることから、カスタマイズする。 ○ ○ × × ×

20 文言・体裁の修正 備考欄履歴の方書修正の文言修正

備考欄の「職権修正等での事由ごとの方書修正の記載方法」について、パッケージでは
「方書『…』から『…』へ職権修正」と表示されるのを、「職権修正、方書『…』から『…』へ修
正」と表示されるようカスタマイズする。 ○ × × × ×

21 文言・体裁の修正 帳票への文言修正

パッケージでは、帳票に「上記の事項は、住民票に記載された事項と相違ないことを証
明します。」と表示されるが、「上記の事項は、住民票の原本に記載されていることを証
明する。」と表示されるようカスタマイズする。 ○ × × × ×

22 文言・体裁の修正 改製原住民票
改製原住民票を従来の帳票レイアウトに修正し、出力するようにする。 ○ △ ○ × ○

23 文言・体裁の修正 相談リストの文言・体裁修正
相談リストの文言・体裁を修正する。（「相談リスト」という表題を「異動確認リスト」にし、
個別記載欄の罫線を太線に変更するなど） ○ × × × ×

資料12
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番号 分類 件名 カスタマイズ内容と、カスタマイズを必要とする理由 A市 B市 C市 D市 E市

24 文言・体裁の修正 印鑑登録証明書通称表示変更

外国人などの通称の印鑑登録証明書への表示については、パッケージでは備考欄に表
示されるが、氏名欄に表示を希望する人も多いため、「（通称）」として、氏名欄に通称が
表示されるようカスタマイズする。 ○ × × × △

25 文言・体裁の修正 印鑑証明書のレイアウト変更
パッケージでは、印鑑証明書はＡ４縦だが、Ａ４横で発行されるようカスタマイズ。 × ○ × × ○

26 文言・体裁の修正
住民基本台帳の記録に関する調査
書

帳票において、レイアウト等を大きく変更するものではないが、市の固有文言を修正して
いる。 × × ○ × ○

27 文言・体裁の修正 世帯主変更通知書
帳票において、レイアウト等を大きく変更するものではないが、市の固有文言を修正して
いる。 × × ○ ○ ○

28 文言・体裁の修正 世帯主変更依頼書
帳票において、レイアウト等を大きく変更するものではないが、市の固有文言を修正して
いる。 × × ○ ○ ○

29 文言・体裁の修正 転入通知未着照会書
帳票において、レイアウト等を大きく変更するものではないが、市の固有文言を修正して
いる。 × × ○ ○ ○

30 文言・体裁の修正 住民票記載事項証明
帳票において、レイアウト等を大きく変更するものではないが、市の固有文言を修正して
いる。 × × ○ ○ ○

31 文言・体裁の修正 誘導連絡票
帳票において、レイアウト等を大きく変更するものではないが、市の固有文言を修正して
いる。 × × ○ × ×

32 文言・体裁の修正 住民票コード通知書
帳票において、レイアウト等を大きく変更するものではないが、市の固有文言を修正して
いる。 × × ○ ○ ○

33 文言・体裁の修正 住民票写し
帳票において、レイアウト等を大きく変更するものではないが、市の固有文言を修正して
いる。 × × ○ ○ ○

34 文言・体裁の修正 支援措置期間抹消のお知らせ
帳票において、レイアウト等を大きく変更するものではないが、市の固有文言を修正して
いる。 × × ○ ○ ×

35 文言・体裁の修正 交付通知書
帳票において、レイアウト等を大きく変更するものではないが、市の固有文言を修正して
いる。 × × ○ × ×

36 文言・体裁の修正 個人番号等書換通知書
帳票において、レイアウト等を大きく変更するものではないが、市の固有文言を修正して
いる。 × × ○ × ×

37 文言・体裁の修正 世帯票改製原住民票
帳票において、レイアウト等を大きく変更するものではないが、市の固有文言を修正して
いる。 × × ○ × ○

38 文言・体裁の修正 住民異動届受理通知書
帳票において、レイアウト等を大きく変更するものではないが、市の固有文言を修正して
いる。 × × ○ × ○

39 文言・体裁の修正 転出証明書
帳票において、レイアウト等を大きく変更するものではないが、市の固有文言を修正して
いる。 × × ○ × ○

40 文言・体裁の修正 戸籍附票照会書
帳票において、レイアウト等を大きく変更するものではないが、市の固有文言を修正して
いる。 × × ○ ○ ○

41 文言・体裁の修正 個人情報等確認帳票

住民票の内容（国保、年金、介護、後期、児童手当等、選挙の情報）に加え宛名番号、
世帯番号、住民票CD、個人番号、住基カード、市民カード、個人番号カード、学校区、選
挙区、DV及び発行制御情報、印鑑登録情報等を記載することにより、個人情報及び資
格情報等を確認できる帳票をカスタマイズにより作成し、受付や照会等様々な業務に利
用している。

× × × ○ ×

42 文言・体裁の修正 各帳票のレイアウト変更
各帳票について、市条例及び既存帳票にあわせて、レイアウトと文言の変更を実施。（カ
スタマイズ扱いでなく初期適用として対応。） × △ × × ○

43 他のシステムとの連携
他システムへの住民記録情報連携
機能

システム間の連携基盤が地プラ準拠ではないため、システム同士を連携させるためには
カスタマイズが必要。 ○ × × ○ △

44 他のシステムとの連携 異なるOS間での転送連携機能
住民記録システムと介護・障害等の福祉系システムとで異なるOSを採用しているため、
連携が必要となり、カスタマイズが必要。 ○ × × × ×

45 他のシステムとの連携 連絡先対応

パッケージでは、住民記録システムと国保システムの連携において、連絡先電話番号ま
で同期されてしまうが、個人情報の目的外利用を防ぐほか、同一人についても住民記録
システムと国保システムで異なる連絡先を保存しておきたい場合があることから、連絡
先電話番号については両システムで同期されないようにする。

○ × × × ×

46 他のシステムとの連携 証明書連携機能
住基カードによるコンビニ交付システムが別のベンダの製品であったため、異なるベン
ダ間の連携を行うためカスタマイズ × ○ × ○ ○

47 他のシステムとの連携 市内住所方法情報削除対応
住基システム、住基ネットと連携する間にあるゲートウェイ（パッケージ）に、方書を保持
しないため、連携する際に、方書を削除するようカスタマイズをしている。 × × ○ × ×

48 他のシステムとの連携
住基異動情報福祉連携ファイル作成 福祉システムとリアルタイムで連携するためのカスタマイズ。 × × ○ ○ ×

49 他のシステムとの連携
住基異動情報国保連携ファイル作成 国保システムとリアルタイムで連携するためのカスタマイズ。 × × ○ × ×

50 他のシステムとの連携
住基異動情報税連携ファイル作成 税システムとリアルタイムで連携するためのカスタマイズ。 × × ○ ○ ×

51 他のシステムとの連携 国保個別記載情報取込
国保システムの導入の際に、地域情報プラットフォームの対応をしていなかったため、別
ベンダの国保システム連携を行うためのカスタマイズ。 × × ○ × ×

52 他のシステムとの連携 年金個別記載情報取込
国保システムの導入の際に、地域情報プラットフォームの対応をしていなかったため、別
ベンダの年金システム連携を行うためのカスタマイズ。 × × ○ × ×

53 他のシステムとの連携
被災者支援システム向けデータ作成 被災者支援システムと情報連携をするためのデータを作成するカスタマイズ。 × × ○ ○ ○

54 他のシステムとの連携 臨時福祉給付金住記ファイル作成
臨時福祉給付金と情報連携をするためのデータを作成するカスタマイズ。（現在は給付
金自体が廃止されたため、使用をしていない。） × × ○ ○ ×

55 他のシステムとの連携 保険衛生データ連携ファイル作成
保健衛生関係のシステムが地域情報プラットフォーム準拠ではないため、カスタマイズ。 × × ○ ○ ×
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番号 分類 件名 カスタマイズ内容と、カスタマイズを必要とする理由 A市 B市 C市 D市 E市

56 他のシステムとの連携 保険衛生整合性データ作成
保健衛生関係のシステムが地域情報プラットフォーム準拠ではないため、カスタマイズ。 × × ○ ○ ×

57 他のシステムとの連携
ホスト移行等システム向け異動デー
タ作成

ホストシステムから移行した際に、各課に割り振れなかったが必要な機能が数個あった
ため、「ホスト移行等システム」を個別に整備している。当該システムに送付するための
カスタマイズ。 × × ○ ○ ×

58 他のシステムとの連携
ホスト移行等システム向け個人デー
タ作成

ホストシステムから移行した際に、各課に割り振れなかったが必要な機能が数個あった
ため、「ホスト移行等システム」を個別に整備している。当該システムに送付するための
カスタマイズ。 × × ○ ○ ×

59 他のシステムとの連携
学齢簿システム向け異動データ作成

地域情報プラットフォーム準拠ではなく、異なるベンダのシステムに連携する必要がある
ためのカスタマイズ。 × × ○ ○ ×

60 他のシステムとの連携 統合ＤＢ向け住基情報ファイル作成
実際には現在使用してない。 × × ○ × ○

61 他のシステムとの連携
住宅管理向け住記異動累積ファイル
作成

市民住宅向けの住宅管理システムに、住民の異動情報等を提供するためにカスタマイ
ズを実施。同一ベンダであるが、住宅管理システムが古いために、パッケージ標準での
情報連携が出来ない状況。 × × ○ ○ ×

62 他のシステムとの連携
広域連合介護システム向け連携ファ
イル作成

広域連合で構築しているシステムとの連携のためのカスタマイズを実施。

× × ○ × ×

63 他のシステムとの連携
広域連合介護システム向け整合性
ファイル作成

広域連合で構築しているシステムとの連携のためのカスタマイズを実施。

× × ○ × ×

64 他のシステムとの連携
介護個別記載情報取込（広域連合介
護システム対応）

広域連合で構築しているシステムとの連携のためのカスタマイズを実施。

× × ○ × ×

65 住基担当課の事務範囲の違い 転入学通知書

学齢の子どもがいる世帯が転入・転居したときに、学区に従って転入学すべき小学校・
中学校と学年を示した「転入学通知書」を交付することが実務上、行われている。保護者
は「転入学通知書」を学校に持参し、転入学手続を行うが、これは法令上求められてい
る手続ではないため、パッケージになく、カスタマイズが必要。

○ ○ × × ×

66 住基担当課の事務範囲の違い 転入学通知書出力一覧表
転入学通知書の所管課である学務課が使用するため出力している。 ○ × × × ×

67 住基担当課の事務範囲の違い 住所証明書

軽自動車税申告書の添付書類として必要な住所証明書は、パッケージでは税務システ
ムから発行できるが、市においては住基担当課が発行することから、住民記録システム
から発行できるようカスタマイズを実施。 ○ × × ○ ×

68 住基担当課の事務範囲の違い 介護受給資格証明書
転出先でも介護受給資格の情報が引き継がれるよう、転出時に自動で介護受給資格証
明書を発行できるようカスタマイズ。 × ○ × × ×

69 住基担当課の事務範囲の違い 介護認定状態項目を出力
介護の表示について、パッケージ標準では資格有、無だけであったが、受給している場
合受と表示するようカスタマイズ。 × ○ × × ×

70 住基担当課の事務範囲の違い 住居表示証明書
住居表示等変更証明書を履歴管理し、過去時点の証明書の発行を可能とする。 × ○ × × ×

71 住基担当課の事務範囲の違い 区画整理（事前・事後通知）対応
区画整理の対象者において、事前通知を出す手続のためのカスタマイズ（事後通知を
出す機能はパッケージにあり） × × ○ × ×

72 住基担当課の事務範囲の違い 市独自の統計資料作成
半年に一度住民基本台帳人口を公表するための資料作成のためのカスタマイズ。 × × ○ ○ ×

73 独自の条例による違い 印鑑手帳とカードの同時保持の制御

条例では、印鑑手帳とカードを両方保持することを許していないため、印鑑手帳保有者
が、住民票の写し発行用にカードを作成できないように制御する。
（カードに印鑑登録証と住民票の写し発行用の２つの機能を持たせることができるが、印
鑑手帳を保有している場合は手帳と引換にカードを交付する。）

× × × × ○

74 統計業務への活用 入居状況調べ
都道府県から、特定の団地の世帯数、男女別の人数情報を毎月報告することを求めら
れているため、その情報を出力するため、カスタマイズする。 ○ × × ○ ×

75 統計業務への活用 県報告用データ抽出
毎月都道府県に住民基本台帳人口を報告するためのデータを抽出するためのカスタマ
イズ。 × × ○ ○ ×

76 統計業務への活用 一人世帯一覧表
独居老人数を把握するために、一覧表を作成するカスタマイズを行った。（現在は、高齢
者関係システムを更改する際に把握出来るようにしたため、不要なカスタマイズに） × × ○ × ×

77 統計業務への活用 印鑑登録異動月計表
パッケージでは、印鑑登録の異動について増減事由の記載が無かったため、レイアウト
に増減分の合計欄等を追加し、集計を行うように改修。 × × × × ○

78 カスタマイズの修正 住所証明書の外国人通称名対応

住所証明書のカスタマイズに不都合が生じたため、修正するためにカスタマイズを行う。
（パッケージの不都合はベンダの責任だが、仕様書の不備によるカスタマイズの不都合
は発注者側の責任となり、修正のため追加カスタマイズが必要となる。） ○ × × × ×

79 カスタマイズの修正
介護受給資格証明書の認定年月日
空白対応

介護受給資格証明書のカスタマイズに不都合が生じたため、修正するためにカスタマイ
ズを行う。（パッケージの不都合はベンダの責任だが、仕様書の不備によるカスタマイズ
の不都合は発注者側の責任となり、修正のため追加カスタマイズが必要となる。） × ○ × × ×

80 カスタマイズの修正
介護受給資格証明書の認定年月日
空白対応申請中の対象者の認定情
報の出力対応

介護受給資格証明書のカスタマイズに不都合が生じたため、修正するためにカスタマイ
ズを行う。（パッケージの不都合はベンダの責任だが、仕様書の不備によるカスタマイズ
の不都合は発注者側の責任となり、修正のため追加カスタマイズが必要となる。） × ○ × × ×

81 カスタマイズの修正
住基ネットコミュニケーションサーバ
への異動事項詳細事項対応

住基ネットコミュニケーションサーバへ詳細事項が連携されない事象が発生したための、
故障対応案件。 × ○ × × ×

82 その他 印鑑番号とカード番号の管理

印鑑登録番号とカード番号を別体系で運用しており、印鑑番号欄・カード番号欄にはそ
れぞれ別の値を入力する必要があるため以下のカスタマイズを実施。
①印鑑登録（照会・回答）の際、カード番号欄の初期値を、ブランクとする。
②引換え交付の際、登録用印鑑番号の初期値を、運用中の印鑑番号と同一とする。
③カード保持者が印鑑登録（即日、照会・回答）を行った場合、既存カード番号と入力し
たカード番号が一致するか否かをチェックする機能を追加。

× × × × ○

83 その他 チェックデジット変更

自治体内の複数のシステム間で個人・世帯を同定するため、各個人・世帯に個人番号
（マイナンバーとは異なる）・世帯番号が割り振られており、パッケージでもその番号と
チェックデジットを決めるルールが定められているが、そのルールは、パッケージ導入前
のルールと異なっている。技術的には、パッケージのルールに従って、全システムの個
人番号・世帯番号とチェックデジットを全て振り直すことも可能であるが、混乱をもたらす
おそれがあり、かつ、大したカスタマイズでもないことから、残している。

○ ○ ○ × ×
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市区町村のシステムにおける分野別のカスタマイズ実施団体の割合

出典：総務省「地方公共団体のクラウド導入におけるカスタマイズ抑制等に関する検討会」 第１回事務局提出資料

資料13
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○ 共同でクラウドを導入した小規模な自治体に確認をした結果、ある程度職員の仕事の負担が軽減したとの声
が多くあった。

システムの共同化が与える効果（人材面）

 クラウドを導入するまではオンプレミス環境で管理をしていたため、
情報担当職員が時間外でサーバのバックアップや動作確認を実施。

⇒ クラウド導入により、データセンターで一括作業に変更。
（ある町での人的面での効果：毎日30分～１時間の業務量削減）

クラウド化による人的な効果 共同化による人的な効果

 従前個別で収集していた国の政策の動向や法改正の情報について
も、事務局（町村会）が一括で提供する上、法改正に伴うシステムの
妥当性も事務局で検証をするため、町としては負担軽減。

 サポート窓口（ヘルプデスク）をデータセンター一括で行っているため、
ノウハウの一元化に繋がっている。
⇔ 一方で、人的面としては、カスタマイズをする場合の意見集約には

時間を要している。

項目
再構築前 再構築後

A町 B町 C町 A町 B町 C町

設置
スペース

サーバ室
事務室

サーバ室
電算室

サーバ室
事務室金庫

サーバ室／ＩＤＣ

（50㎡削減） （100㎡削減） ラック１削減

人員等 ３名
６名

（うち常駐ＳＥ
２名）

３名
（うち常駐ＳＥ

１名）

２名

（1.5名/兼務） （1.5名/兼務） （1名/兼務）

電源装置 サーバ室
サーバ室
電算室

サーバ室
サーバ室／ＩＤＣ

（ＩＤＣは二重化／自家発電装置）

空調設備 サーバ室
サーバ室
電算室

サーバ室 サーバ室／ＩＤＣ（二重化構造）

（例）３町での共同クラウドによる人的効果

資料14

1

○ 中核市市長会の研究会において、中核市レベルであってもシステムの共同クラウド導入によりコストメリットが
あることが示された。

システムの共同化が与える効果（財政面）

『住民記録システム』でのコスト削減効果

事業者 自庁設置方式 共同クラウド導入時の自治体数

２市 ３市 ５市

A社 100.0％ 78.6％ 71.4％ 65.7％

B社 90.8％ 87.3％ 84.5％

C社 92.3％ 86.9％ 82.3％

平均 87.2％ 81.9％ 77.5％

※ 「税システム」「国保システム」においても
同程度の削減効果が期待できる結果

２市共同で導入した場合
は約13％削減、５市共同の
場合は、約23％の削減効果
が期待できる。

中核市市長会での検討結果

9,820

3,699 3,331
2,173

2,861
3,543

14,312

4,036 3,652
3,072

4,171 3,772

10,605

4,314
3,774

3,217 3,266 3,561

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

２万人未満 ２～５万人未満 ５～10万人未満 10～20万人未満 20～30万人未満 30万人以上

住
民
一
人
当
た
り
経
費
の
平
均

自治体クラウド

単独クラウド

クラウド未導入

(213) (284) (294) (94) (142) (164) (34) (89) (140) (12) (45) (100) (2) (17) (27) (2) (16) (66)（円）

（ ）各区分の団体数

（計791団体） （計400団体） （計263団体） （計157団体） （計46団体） （計84団体）
団体規模

（各区分団体数計）

クラウド導入団体と未導入団体の状況

出典：総務省地域情報政策室「市区町村における情報システム経費の調査結果（平成29年度分）」

※ ＲＦＩ参加事業者に対し、共同クラウド
と自庁設置方式とのコスト比較（試算）を
依頼

出典：第２回地方自治体の業務プロセス･システムの標準化及びAI・ロボティクスの活用に関する研究会 資料６中核市市長会提供資料
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○ 共同化を行うと、システム構築費用（システム構成比の約1/4）と運用サポート費用について、比較的コストメリットが
存在する。ただし、共同化に当たって、市町村同士で折り合いがつかず、別々にカスタマイズをすると、経費が
増加し、コストメリットは出ない。

⇒ システム経費全体からみても、カスタマイズを抑制しない共同化は効果が出にくい。

住民記録システムの共同化の費用構成比（イメージ）

【C社の場合】

費用項目
費用全体に
占める構成比
(共同化後)

分類
費用への
影響度

備考

① ファシリティ費用 8% A 小 個別でハウジングするのと比べるとコストを抑えるこ
とができるが、大都市では共用できるハードリソース
の割合が少ないため影響度は小さい

② ネットワーク費用 2% A 無 団体毎に必要な帯域を用意するため、共同化による
コストメリットはなし

③ ハードウェアリソース費用
(保守料含む)

15% A 小 大都市では共用できるハードリソースの割合が少な
いため影響度は小さい

④ ソフトウェア使用料(保守

料含む）
20% A 無 ミドルウェアについてはサーバリソース毎に必要なた

めコストメリットはなし。PKGライセンスの考え方はベ

ンダーによる

⑤ システム構築費用 25% B 大 ノンカス前提にすることでカスタマイズコストの抑制が
可能。ただし設計・テストフェーズにおけるオーバー
ヘッドが発生

⑥ データ移行費用 5% C 中 中間標準レイアウト採用による移行コストの抑制が
可能。ただし、移行元システムが対応していない場合
には別途開発費用がかかる

⑦ 運用サポート費用 25% A 大 運用サポートを集約化することによる効率化が可能

⑧ 法改正等アプリ保守費用 － B 大 軽微なものは4に含む。ノンカス導入による法改正対

応時のリカスタマイズを極小化可能

※ オンプレミス→共同クラウドを実施した人口20万程度の市を基に試算 A：クラウド化によるもの
B：カスタマイズ抑制によるもの
C：移行データレイアウトの標準化によるもの

カスタマイズを抑制し
なければ、共同化して
も安くならない。

ベンダの作業人数（人件費）
によるところが多い。

3

住民記録システムの共同化の費用項目（イメージ）

（イメージ図）C社の場合

運⽤センター

資産管理・適⽤

アプリ保守

システム運⽤

データセンター

ハード保守

ハード監視

媒体交換

A市
システム
環境

仮想
サーバ

B市
システム
環境

C市
システム
環境

仮想
サーバ

仮想
サーバ

OS OS OS

施設・筐体・電源等①ファシリティ費⽤

③ハードウェアリソース費⽤
(保守料含む)

④ソフトウェア使⽤料
(保守料含む）

庁舎

システム利⽤
⑤システム構築費⽤

⑦運⽤サポート費⽤

➇法改正等
アプリ保守費⽤

旧システム

➅データ移⾏費⽤
②ネットワーク費⽤

4
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システム調達の手法に応じた情報担当課・業務担当課の負担

各⾃治体の⼈的負担

共同クラウド
数⾃治体で調達 県の市⻑会や町村会等で

まとめて調達
全国的なサービスとして
アプリケーションを提供※

A市 B市 C市 D町 A市 B市 C市 D町 A市 B市 C市 D町

導
⼊
・
調
達

調達仕様書の作成 ↓↓ ↓↓ ↓↓ ↓↓

システムの業者選定・契
約締結

↓↓

システム設計 ↑ ↓ ↓

庁内関係課との調整 ↓ ↓ ↓↓
↓↓

↓↓
↓

↓↓ ↓↓
↓

他団体との調整 ↓ ↓↓
↓↓

↓↓

動作確認・テスト ↓

運
⽤

制度改正対応 ↓ ↓ ↓ ↓

アップデート対応 ↓ ↓

※（⼀定のセキュリティ等の課題は克服できたと仮定し、）
クラウドサービスからアプリのように利⽤する⼿法を想定。

○ 自治体が共同クラウドを導入する際に、導入・調達手法によって情報担当課・業務担当課の職員の負担がどの
ように変わりうるか、複数の自治体にアンケートを実施。

⾃治体の情報担当課・業務担当課の職員の負担と調達の⼿法（イメージ）

【記号の意味】
↓は「数⾃治体で調達」と⽐較して、１段階負担が軽くなる（例：中⇒⼩）
↓↓は「数⾃治体で調達」と⽐較して、 ２段階負担が軽くなる（例：特⼤⇒中、⼤⇒⼩）
↑は「数⾃治体で調達」と⽐較して、１段階負担が増える（例：中⇒⼤）

具体的には、複数の⾃治体に、それぞれの調達⽅法に応じて想定される情報政策課・担当課の職員の業務量を、「特⼤」「⼤」「中」「⼩」「なし」等
で回答してもらい、調達⼿法による職員の⼈的負担の差を図⽰した。（Aは指定都市、B・Cは中核市、Dは町）

資料15

標準推進委員会
（委員⻑：⿑藤 忠夫 東⼤名誉教授
副委員⻑：北九州市、(株)⽇⽴製作所）

○ 地域情報プラットフォーム標準仕様・中間標準レイアウト仕様については、市区町村が個別にシステムを調達
することを前提に、ベンダ等による協議会により、データ形式の標準を定め、自治体業務システムに係る標準化
を推進。

システムのデータ形式の標準を定めている事例

【委 員】
・地⽅公共団体有識者
・前年度 J-LIS⾃治体クラウド導⼊団体⽀援事業 助成団体
・総務省：情報流通⾏政局 地⽅情報化推進室、

⾃治⾏政局 地域情報政策室
・⼀般財団法⼈全国地域情報化推進協会
・地⽅公共団体情報システム機構

【オブザーバー】
・当該年度 J-LIS⾃治体クラウド導⼊団体⽀援事業 助成団体
・株式会社HARP

【協⼒事業者（市町村向け業務システムパッケージ事業者が参加（登録事業
者３０社）】
仕様の変更内容（改定案原案）の確認及び具申

【事務局】地⽅公共団体情報システム機構

中間標準レイアウト仕様の維持管理に関する検討委員会
（4回／年）
法令改正等に係る維持管理及び普及促進施策の審議・決定

【コンソーシアム（委託事業者：(株)⽇⽴製作所、⽇本電気(株)、
富⼠通(株)）】
仕様の維持管理（改定）に関する実務を担当

中間標準レイアウト仕様の維持管理

・(⼀財)全国地域情報化推進協会（APPLIC）において、標準推進
委員会を設け、⾃治体業務システムに係る標準化の推進

地域情報プラットフォーム標準仕様の開発・保守・普及

・総務省において公開、地⽅公共団体情報システム機構（J-LIS）に
おいて維持・管理

資料16

標準仕様ＷＧ
（主査：富⼠通）

教育・校務ＷＧ
（主査：富⼠通）

地域情報プラットフォーム標準仕様の
開発・保守・普及

【アドバイザー】
⼤⼭ 永昭：東⼯⼤教授、柴崎 亮介：東⼤教授、
須藤 修：東⼤教授、
藤村 裕⼀：鳴⾨教育⼤准教授、
⽬⿊ 公郎：東⼤教授

【会員】（⾃治体、学識経験者、⺠間企業等）
823団体（2019年5⽉1⽇現在）
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1

住民記録システム等の調達仕様書の例

○ 地方自治体でシステムを調達する際の仕様書については、以下のように仕様書の記載内容は多様であり、
概要や方針のみのものから細かい要件まで記載されている粒度も様々である。

○ システムの標準に求められる粒度として、一般論として「大部分のカスタマイズを抑制できる程度の細かな粒
度」ということが言えるが、具体的にどの程度の粒度の標準が必要なのかを検討するため、住民記録システム
等（印鑑登録システムを含む。）のカスタマイズと、実際の調達仕様書（粒度の異なるもの）を以降で比較。

 細かい粒度で詳細に仕様書を設
定。

 分量としても７万字程度。
 中核市のもの。
 様式・帳票、エラーチェック、EUC

など項目毎にexcel表を作成。

仕様書A 仕様書B

 細かい粒度で詳細に仕様書を設
定。

 分量は５万字程度。
 中核市のもの。
 様式・帳票、エラーチェックなど項

目毎にexcel表を作成

仕様書C

 概略的な機能を記載した粒度の粗
い仕様書。

 分量は３万字程度。
 構成市町村は一般市、町村。

＜構成＞
・機能一覧.xlsx 770行
・データ移行.xlsx 31行
・別紙
－別表１ 帳票出力条件一覧 28行
－別表２ データ抽出仕様一覧 27行

・・・・
－別表６
－参考資料１

・・・・
－参考資料２－4

・画像
・独自機能

＜分量＞
・約７万字 + 画像59MB

＜構成＞※一部住基関連システム以外も含む。
・仕様書 30ページ

・別紙１ 業務別移行時期一覧表 １ページ
・別紙２ マイナンバー対応クラウドスケジュール

１ページ
・別紙３ 業務別機能要件一覧表 ３ページ

・・・・

＜構成＞
・調達仕様
・添付１ 主要データ件数一覧
・添付２ 業務別利用ユーザ数一覧
・添付３ 主な移行データ一覧
・添付４ データ連携一覧
・添付５ 帳票一覧
・添付６ ネットワーク構成図
・添付７ システム基盤調達仕様
・添付８ 共通基盤機能要件
・添付９ 役割分担一覧
・添付10 汎用機連携IF仕様
・添付11 データセンター要件（案）

資料17

2

住民記録システム等のカスタマイズと調達仕様書の粒度①

分類 カスタマイズ カスタマイズ内容とその理由

文言・体裁の修正 住民票記載事項証明 帳票において、レイアウト等を大きく変更するものではないが、市の固有文言を修正している。

文言・体裁の修正 住民票写し 帳票において、レイアウト等を大きく変更するものではないが、市の固有文言を修正している。

文言・体裁の修正 支援措置期間抹消のお知らせ 帳票において、レイアウト等を大きく変更するものではないが、市の固有文言を修正している。

ＲＦＩ対応番号 帳票名 条件 用途 公印 備考

1.5.1.証明書
交付

住民票、除票、旧住民票、旧々
住民票（Ｍ，Ｔ）,住民票記載事
項証明書、町名地番変更証明
書、除票改製原住民票（Ｔ）、転
出証明書に準ずる証明書

省略

・住基法の規定に基づく証明書の
交付

・除票に関しては消除者から転出
の申し出があった際、転出証明書
に代わる証明書として交付する

市長印

・発行の履歴が残ること
・除票に「この証明書は、転入届に添付すべき書類として発行した」旨の
印字が可能であること
・除票を照会画面等から出力できること
・旧住民票、旧々住民票、除票改製原住民票については別表６を参照。

1.12.1支援
措置（ＤＶ）

支援措置延長手続き通知

・任意の日付において、
要支援者および併支
援者の期間満了日が
近づいている場合

・要支援者および併支援者の期
間満了前に、本人に満了日を知
らせる通知を発送する

市民課
専用印

・照会画面等から本通知が出力できること
・満了日の期間を設定して抽出し、該当者について通知を出力できること
・期間満了日が記載されること
・送付先の住所が変更できること

カスタマイズ例

帳票名 帳票概要 帳票必須情報
様式
種別

様式変更
可否

様式
関係法令

電子公印使用
有無

外部委託
有無

出力
媒体

用紙
種別

帳票サン
プル有無

ＥＵＣ
代替可否

出力情報 出力量 備考

住民票 -
一般的に住
民票に含ま
れる情報

汎用 ○ － ○ － 紙 専用紙 － － 随時 400頁／日
証明書自動交付機でも出力さ
れること（100頁/日）。

支援措置
確認通知

Ｖ等の支援措置の期
限が近付いている支
援対象者に対し、必
要に応じて延長手続
きを行うようお知ら
せする通知。

支援対象者の
宛名、氏名、生
年月日、現住
所及び世帯主、
現本籍及び筆
頭者、支援開
始日、終了日
等

汎用 ○ － － － 紙 汎用紙 － ○ 月次 20頁

・現行帳票での記載項目は以下
のとおりであるが、そこまでの管理
は困難であると考えられるので、
必須情報からは省略。（支援対象
者の宛名、氏名、生年月日、現住
所及び世帯主、前住所及び世帯
主、現本籍及び筆頭者、支援開始
日、終了日、併せて支援を求める
者、加害者の住所、氏名等）

大分類 中分類 小分類 機能又は仕様 備考

住民情報 住民基本台帳 住民記録
情報照会（住民・他業務）、住民異動（登録・修正・削除）、証明書発行、履歴管理、帳票出力、人口統計出力、
住基ネット連携、戸籍システム連携、法務省（入国管理局）連携※様式に関する記載なし

様式・帳票を⼀覧化した調達仕様書

仕様書A

仕様書B

仕様書C

※ 資料12「中核市等における住民記録システム等のカスタマイズの例」より
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3

分類 カスタマイズ カスタマイズ内容とその理由

処理件数が多いことによる機能
の追加

事前登録対象者抽出 本人以外から申請があった場合に、事前登録者が該当しないかを確認する作業として、カスタマイズを実施。
住基のアクセスログから、事前登録対象者向けの通知を発行した件数を確認する。

住民記録システム等のカスタマイズと調達仕様書の粒度②

カスタマイズ例

項
番

分類 小分類 発生条件 項目等 種別
画面遷移
可否

エラーチェック・アラートの機能説明 操作 表示メッセージ（例） 備考

1 全て
該当者選
択

注意喚起 可
発行制限登録者を選択した場合のア
ラート

アラート表示後、『はい』ボタンを押
下しない場合、その後の操作は不可

・発行制限登録者です

2 全て
該当者選
択

注意喚起 可
要支援者および併支援者を特定する
検索をした場合のアラート

アラート表示後、操作者のパスワー
ドおよび検索理由を入力しない場合、
その後の操作は不可

・取扱注意者、またはその家族（同一世帯員）の情報を表示しようとしています。
ご注意ください。
・ＤＶ支援措置の対象につき、証明書等発行する場合は市民課証明担当まで連
絡してください。また発行後は再度連絡をお願いします。

3 全て
該当者選
択

注意喚起 可
該当者を特定する検索をした場合の
アラート（Ｔ）

アラート表示後、操作者のパスワー
ドおよび検索理由を入力しない場合、
その後の操作は不可

・取り扱い注意の家族（同一世帯員）の情報を表示しています。ご注意ください。
・世帯員のため、制限理由は表示されません。

（Ｔ）必須
（Ｍ，Ｉ）加
点

4 証明 発行 注意喚起 可
支援措置対象者を含む証明書を発
行する場合のアラート

管理者の認証を行わない限り、その
後の操作は不可

（発行禁止）
下記の理由のより発行が禁止されています。
「制限該当者」「制限帳票」「制限理由」「制限登録者」

※エラーチェックに関する記載なし

エラーチェック・アラート⼀覧を
必須・加点条件で提⽰

大分類 中分類 小分類 機能要件 区分（必須/要望）

抑止制限管理 1 DV管理 1 DV対象者管理 1 申請者を検索し、DV対象者の設定が行えること。 必須

2 DV対象者の照会・異動・証明書発行時等には警告が表示できること。 必須

3 支援措置期限が1ヶ月以内の対象者一覧、および期限を延長するか確認するための支援措置確
認通知を一括で出力できること。またはそれらを作成するのに必要なデータを出力できること。

必須

4 支援措置延長時に、支援措置期限を1年後に再設定できること。 必須

5 DV対象者の支援措置の解除ができること。 必須

仕様書A

仕様書B

仕様書C

※ 資料12「中核市等における住民記録システム等のカスタマイズの例」より

4

分類 カスタマイズ カスタマイズ内容とその理由

他のシステムとの連携 住基異動情報税連携ファイル作成 税システムとリアルタイムで連携するためのカスタマイズ。

他のシステムとの連携 住基異動情報福祉連携ファイル作成 福祉システムとリアルタイムで連携するためのカスタマイズ。

住民記録システム等のカスタマイズと調達仕様書の粒度③

カスタマイズ例

APPLIC機能
一覧

個別の機能説明 調達したいシ
ステム化する

業務

入力の要素 出力の要素 必須・加点
区分

カスタマイズ理由

・届出人情報の確認および
国保システムへ連携するた
め、届出人情報（届出人・住
所・電話番号・本人確認書
類）が入力できること（Ｔ）

【データ】[国保システム連携]届出人情報（Ｔ）

1.4.6土地地
番照会

土地地番の有無について
照会できること（資産税シ
ステム等への画面遷移で
も可。）

土地照会データ（資産税） 必須

業務名 データ情報名 向き 庁外へ連携 連携先 用途 出力周期

A01_住民基本台帳 介護資格得喪情報 受 C03_介護保険 個別記載事項の更新。 即時

A01_住民基本台帳 住基異動情報 受 B09_税宛名 住基の異動情報の更新。 即時

具体的なデータ名まで記載

現⾏のデータ連携を記載

仕様書A

仕様書B

仕様書C
関係外部機関 連携情報 連携方法（仕様）

介護保険システム 国保被保険者情報、介護制度間インターフェース 介護保険システムの標準システムに準拠したデータ仕様とする。
媒体又はデータ転送による。

※ 資料12「中核市等における住民記録システム等のカスタマイズの例」より
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5

分類 カスタマイズ カスタマイズ内容とその理由

統計業務への活用 県報告用データ抽出 毎月都道府県に住民基本台帳人口を報告するためのデータを抽出するためのカスタマイズ。

住民記録システム等のカスタマイズと調達仕様書の粒度④

カスタマイズ例

ＲＦＩ対応番号 出力データ名 仕様 用途 備考

1.6.1.統計・報告（都道府県、関係機関） 住民基本台帳月報
・県への提出書式で抽出ができること
・基準日を設定できること

県への報告（月１回）
・ファイル形式（Ｅｘｃｅｌ，ｃｓｖ等）が選択できること
・書式については別添の参考資料１を参照とする

1.6.1.統計・報告（都道府県、関係機関） 住民基本台帳年報
・県への提出書式で抽出ができること
・基準日を設定できること

県への報告（年１回）
ファイル形式（Ｅｘｃｅｌ，ｃｓｖ等）が選択できること
・書式および集計方法については別添の参考資料２－
１～４を参照とする

帳票名 帳票概要 帳票必須情報
様式
種別

様式変更
可否

様式
関係法令

電子公印使用
有無

外部委託
有無

出力
媒体

用紙
種別

帳票サン
プル有無

ＥＵＣ
代替可否

出力情報 出力量 備考

住民基本台帳人
口移動報告書（日
計・月計）

●●県人口
調査を行う際
の統計資料。

サンプル参照（各都
道府県、政令指定都
市別に転入者数・転
出者数を集計）

汎用 ○ － － － 紙 汎用紙 ○ ○
年次、
月次

年次１00頁
月次100頁

・年次分は月計、月次分は日
計が必要。
・本庁・支所別、支所計、総計
(年度分、暦年分、半期分）が
必要。

大分類 中分類 小分類 機能又は仕様 備考

住民情報 住民基本台帳 住民記録
情報照会（住民・他業務）、住民異動（登録・修正・削除）、証明書発行、履歴管理、帳票出力、人口統計出力、
住基ネット連携、戸籍システム連携、法務省（入国管理局）連携

仕様書A

仕様書B

仕様書C

※ 資料12「中核市等における住民記録システム等のカスタマイズの例」より

6

分類 カスタマイズ カスタマイズ内容とその理由

住基担当課の事務範囲の違い 転入学通知書 学齢の子どもがいる世帯が転入・転居したときに、学区に従って転入学すべき小学校・中学校と学年を示した
「転入学通知書」を交付することが実務上、行われている。保護者は「転入学通知書」を学校に持参し、転入学
手続を行うが、これは法令上求められている手続ではないため、パッケージになく、カスタマイズが必要。

住基担当課の事務範囲の違い 住所証明書 軽自動車税申告書の添付書類として必要な住所証明書は、パッケージでは税務システムから発行できるが、
市においては住基担当課が発行することから、住民記録システムから発行できるようカスタマイズを実施。

住民記録システム等のカスタマイズと調達仕様書の粒度⑤

カスタマイズ例

ＲＦＩ対応番号 帳票名 条件 用途 公印 備考

1.1.1.転入
1.1.3.職権による異動（増加）
1.3.1.転居
1.3.3.戸籍届出による異動（増減なし）
1.3.4.戸籍届出による異動（減増）
1.3.5.職権による異動（変更）

入学通知（Ｔ）

・新学期前の設定された期間に、就学児
童の入学予定の学校区が変更となった
場合
・新学期前の設定された期間に、就学児
童の４情報に変更があった場合

学校教育委員長から入学先の学
校宛に児童の基本情報を通知す
るためのものを、代行して市民課
から住所異動時に渡すもの

あり
（備考）

・「入学通知書専用」の教員委員会の公印を使
用

※ 住所証明書は該当なし

※ 該当なし

※ 該当なし

仕様書A

仕様書B

仕様書C

※ 資料12「中核市等における住民記録システム等のカスタマイズの例」より
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1

○ 業務プロセス・システムの標準化について、住基関連事務を取り上げ、指定都市・中核市等に特有の課題は
あるのか、また、あるとすればどのようなものかを整理するために、事務局において、指定都市・中核市等のシ
ステム及びそのカスタマイズ、業務プロセス、帳票等の類似・相違を把握する取組を実施。

○ 具体的には、事務局において、一部の指定都市・中核市等の市民窓口担当・情報担当の協力を得て、現状
の整理を行うとともに、業務プロセスやシステムの比較を実施し、標準化するとした場合の実務上の課題を検
討。

住基関連事務の業務プロセス・システムに関する指定都市・中核市等同士の比較検討

 2018年10月４日から10月16日にかけて、総務省行政経営支援室・地域情報政策室の担当者から、複数自治体（指定都
市３市、中核市等５市）の市民窓口担当・情報担当に対し、各団体１～５時間ずつのヒアリングを行った。
※ 自由闊達・率直な意見交換を行うため、自治体には匿名を条件にヒアリングに参加していただいた。また、組織としての立場にとらわれず、

率直な意見を述べていただくようお願いした。

 具体的には、住基担当課の組織図、事務分掌、業務プロセス等を団体ごとに比較し、取り扱う業務や組織体制に差があ
るかどうかを確認した。

 続いて、住民記録システム等（印鑑登録システムを含む。）のカスタマイズそれぞれ（資料12参照）について、内容と必要
性を聴取し、どうしても必要なカスタマイズかどうかを議論した。

 最後に、標準化するとした場合の課題等について自由に意見交換した。

検討方法

指定都市（人口：約70万～）：３市、中核市等（人口：約20～70万）：５市参加団体

資料18

ヒアリング参加団体の担当者から出された標準化についての意見（抄）

 実際にこうして見ると、住基については大したカスタマイズをしていないので、中核市であっても同規模の他団体との共
同クラウド化は十分可能ではないか。

 ただ、実際に共同クラウド化を目指すとすると、帳票の文言をどうするか、どこまでエラーチェックを行うかなど、簡単に
見えるものほどどちらが正しいという基準もないので、担当者同士の協議では調整が付かなくなるかもしれない。

 Ａ４縦かＡ４横かなど、大したことがないように見える話でも、証明書はこれまでと同じ形式であるから高い信用度が保
たれるといった話になり、調整が難しい。市町村レベルだと、歴史やこれまでの経緯が重んじられがちである。

 カスタマイズは、クレームを受けてその改善として行っていることが多く、クレームは受け継がれやすい。
 クラウド化をした結果、ベンダが用意するデータセンターに移れば、ベンダ・ロックインが強化され、更新時に他ベンダに

乗り換えることが更に難しくなるかもしれない。別のデータセンターでクラウド化を行うことも考えられるが、そうするとコ
ストメリットが出にくいかもしれない。

 自治体が共同クラウド導入に踏み切るかどうかは、最終的には費用対効果があるかどうかではないか。
 カスタマイズをしていると、アップデートのたびに動作確認をしなければならず、それが手間だから、原課でもカスタマイ

ズを減らしたいという声は上がっている。
 住基分野については共同クラウド導入が可能であったとしても、福祉分野など市町村の独自の業務が多く、裁量が大

きい分野では共同化の難易度が上がるのではないか。

中核市等の担当者から出された意見

指定都市の担当者から出された意見

 指定都市であっても、住基関係はその気になれば共同クラウド導入は可能ではないか。
 一方で、共同クラウド導入は、セキュリティ面で不安がある。
 現在、単独クラウド導入を目指しており、それで十分、財政的効果は出ると考えている。単独クラウドから共同クラウド

に移っても財政的効果があるのかどうか見えづらい。
 ベンダが指定都市向けのパッケージを作ることも必要なのではないか。

※ このヒアリングでは、自由闊達・率直な意見交換を行うため、組織としての立場にとらわれず、担当者としての率直な意見を述べていただくよ
うお願いしたため、ここで担当者から出された意見も所属する団体としての意見とは限らない。
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○ 業務プロセス・システムの標準化について、指定都市・中核市等の住基関連事務におけるミクロの課題につ
いて、どのようなマクロの方策であれば解決可能か、意見交換を実施。

住基関連事務の業務プロセス・システムに関する指定都市・中核市等同士の意見交換

 2018年11月７日に中核市等（４市）、11月13日に指定都市（３市）の市民窓口担当・情報担当と、総務省住民制度課・行政
経営支援室・地域情報政策室の担当者が、それぞれ１．５～２時間ずつの意見交換を行った。
※ 自由闊達・率直な意見交換を行うため、自治体には匿名を条件に意見交換に参加していただいた。また、組織としての立場にとらわれず、

率直な意見を述べていただくようお願いした。

 具体的には、住基事務の業務プロセス、事務分掌、様式・帳票、システムについて、どこまでの粒度での標準化を目指す
べきか、どのようなマクロの方策が考えられるかを、住民記録システム等の具体的なカスタマイズ（資料12参照）を参照し
ながら議論した。

検討方法

指定都市（人口：約70万～）：３市、中核市等（人口：約20～70万）：４市参加団体

3

意見交換参加団体の担当者から出された標準化についての意見（抄）（業務プロセス等）

 沿岸と内陸にそれぞれ立地する団体間でグループを形成
し、①災害時の業務継続体制として、人（職員）、物（シス
テム、PC）、場所（庁舎）について相互連携し、②グループ
内のいずれの団体でも罹災証明書の発行を可能とする旨
の内容を含む相互支援協定を締結した。

 沿岸と内陸にそれぞれ立地する団体間でグループを形成
し、①災害時の業務継続体制として、人（職員）、物（シス
テム、PC）、場所（庁舎）について相互連携し、②グループ
内のいずれの団体でも罹災証明書の発行を可能とする旨
の内容を含む相互支援協定を締結した。

業務プロセスの標準化について 様式・帳票の標準化について

 住民記録であれば業務プロセスは団体間でほぼ差
異はないのではないか。

 総合窓口を設置している場合でも住民記録の業務
だけをみれば、ほぼ同じ業務プロセスになるのでは
ないか。

 業務プロセスに差異が出る部分は本当に些末な部
分で、例えば本人確認書類をどこまで認めるのか、
裏取りを何回やるのかといった本人確認をする手段
の考え方の違いや証明書発行する場合に有料か無
料かの違い程度ではないか。

 ＡＩ・ロボティクスに合わせた業務プロセスというもの
があるのではないか。

 制度として標準の転出証明書が定められていて、団
体側が合わせていくという話であれば、意味のある
標準化になり、市民課の住基業務もかなり軽減され
るのではないか。

 標準の様式に共通化されれば、ＡＩ・ロボティクスへの
親和性も高くなるのではないか。

 様式が定まっていないことによって、記載事項の配
置を変えるといったカスタマイズが発生する。標準化
されれば、それらの軽微なカスタマイズはなくなるの
で、システム標準化は楽になるのではないか。

 国から技術的な助言といった形で標準を示された場
合、強制力がないとそのままになってしまうのではな
いか。

 省令などで何年以内に変えましょうという形にしない
と費用の問題でやらない団体が出てくるのではない
か。

 法改正適用によるシステム改修経費であれば予算
は取りやすいのではないか。技術的助言になると財
政当局の査定が通りにくい。 沿岸と内陸にそれぞれ立地する団体間でグループを形成

し、①災害時の業務継続体制として、人（職員）、物（シス
テム、PC）、場所（庁舎）について相互連携し、②グループ
内のいずれの団体でも罹災証明書の発行を可能とする旨
の内容を含む相互支援協定を締結した。

事務分掌の標準化について

 所掌事務の標準を示した場合、今まで市町村が
やっていた業務を切り離すことになるので、団体側
はなかなか骨が折れると思う。

 例えば介護保険受給資格証明書などは市民課で
は発行していないので、所掌事務を動かされると
執務室のスペースの確保、人員配置の面から難し
いのではないか。

 所掌業務が示されて市民課以外の業務も入ってく
ると、建物の制約があるので難しい。
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意見交換参加団体の担当者から出された標準化についての意見（抄）（システム）

 沿岸と内陸にそれぞれ立地する団体間でグループを形成
し、①災害時の業務継続体制として、人（職員）、物（シス
テム、PC）、場所（庁舎）について相互連携し、②グループ
内のいずれの団体でも罹災証明書の発行を可能とする旨
の内容を含む相互支援協定を締結した。

システムの標準化について

（標準化への基本的考え方）

 システムの標準化を目指すべきではないか。制度の改
正があったとき、カスタマイズが入っていると、パッケー
ジを基にしていたとしてもベンダから工数が嵩むと常々
言われている。

 政令市レベルでは、小さい市での共同化が進めば、政
令市でも共同化の流れが生まれるのではないか。

（システム共同化について）

 政令市が共同化する際の一番のネックは、他の政令市
と文化が異なり、これまで何十年もやってきた事務、シ
ステムをどちらかに片寄せするのが難しいということ。
それぞれ歴史があるので、調整が大変。

 政令市は、区役所単位の組織であり、現場の意見を取
りまとめるのも大変。

（標準仕様書について）

 標準仕様書に準拠したシステムが市町村で使われるよ
うにするためには、市町村に働きかけるよりはベンダ側
に伝えた方がよいのではないか。

 法的拘束力がない技術的助言レベルの標準仕様書で
あっても、自治体は従うのではないか。

 標準仕様書なりが示された方が、都市間の調整は楽に
なるのではないか。

（共通パッケージ開発について）

 共通パッケージができればテストの業務は軽くなるので
はないか。ただ、システム連携の試験は必要。

 政令市として一つのパッケージを作るのも考えられるの
ではないか。ただし、意見のすり合わせは時間が掛か
る。解釈の問題は、通知を発出した側で整理してほしい。

 このように、担当者が集まって意見交換して一つ一つカ
スタマイズを潰していくのも一つの方法ではないか。

 国がパッケージを配布するというのも一案だが、いきな
りだと混乱するのではないか。他分野では、国で配布さ
れたパッケージを使っていないものもある。国で配布さ
れたパッケージは使い勝手が悪いというのもある。

 少しくらい移行が大変でも、システム要員も減るので、
全国統一になる方が将来的にも良いのではないか。特
に、毎年法改正がある分野は、国で対応してほしい。

 国以外のどこかが費用を徴収した上で共通パッケージ
を開発することも良いのではないか。ただ、現状では、
音頭を取る自治体がない。

（その他）

 完全な地プラ準拠にしてもデータ項目が足りないなどの
部分もある。まずはベンダ側で常に最新のバージョンに
揃えてほしい。

 ベンダのパッケージは、基本的には（指定都市向けで
はなく）市町村向けである。

5
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「⾃治体やシステムベンダを含む関係者がコミットした形で各⾏政分野のシステムの標準を設定する。その上で、ベンダは標準仕様書
に記載された機能をパッケージに搭載し、各⾃治体は標準準拠システムを導⼊し、カスタマイズは原則として⾏わない」という調達⽅法
について、良いことだと思いますか。

アンケート結果①（システムの標準化について）

 「良い」「⾮常に良い」⇒ 19団体
 「どちらかと⾔えば良い」⇒ １団体
 「導⼊することが困難」⇒ １団体

標準仕様書と標準準拠システムの導⼊

【良いと思う理由】
• カスタマイズに相当する機能が明確になるため、
⾃治体で真の必要性を議論できる。多⾯的に、⾃
治体の投資対効果が増⼤する良い取組。

• ＰＫＧが標準化されることにより、各ベンダが他
社よりも優位性を⽰すためにＰＫＧ仕様以外の
サービス拡充に⾛った場合、それらを享受できる
ことが期待。

• システムが標準化されることにより、⾃治体間で
の事務の標準化が図られるため、⼈材の流動性も
⾼められる。

【課題】
• 標準システムに移⾏するためのシステム費⽤及び標準システ
ムに合わせた形での業務運⽤への⼈的配置を含めた変更

• 他のシステムとの連携が必要な以上、他システム連携のレイ
アウトがすべて標準化されない限りはカスタマイズが発⽣す
るため、原則カスタマイズなしは連携については難しいので
はないか。

※事務局にて21団体（指定都市５団体、中核市６団体、⼀般市10団体）を対象に、システム、様式・帳票の標準化についてアンケートを実施。

住⺠記録システムについて、複数のベンダが標準に準拠したパッケージシステムを提供した場合、それを導⼊しますか。

① システム更新を待たずに標準準拠パッケージシステム
を調達 ⇒０団体

② システム更新時に標準準拠パッケージシステムを調達
⇒１８団体

③ システム更新時も標準準拠パッケージシステムを
調達しない ⇒３団体

• 費⽤対効果の観点から、システム更新時を待たずに導⼊するのか、システ
ム更新時に導⼊するのかを判断したい。ただし、法令及び事務処理要領に
基づく処理であることを鑑みると、システム更新時に導⼊すると思われる。

• 本市の住⺠記録システムは、開発費を保守期間で平準化して償還する形式
で調達していることから、標準準拠システムとの経費⽐較にもよるが、基
本的には次回更新時に導⼊することが想定される。

• 現⾏システムの投資コストの回収も考慮すると、次期システム更新時に調
達することが効率的・経済的である。

• 現段階では、住⺠記録システム以外の国保や税システム等への
影響が⼤きいと考えるので、③とした。しかし、今後、標準仕
様書など具体的に⽰された段階で、対応を考える。

住基での標準準拠システム導⼊意向

資料19

1

アンケート結果②（様式・帳票の標準化について）

様式・帳票の標準化について、良いことだと思いますか。

• 申請者にとって、異なる⼿続きであっても、記⼊項⽬が標準化され、まず何を記載
すべきかが標準化されていることは記⼊しやすい。

• 申請書の審査をする際にも、様式の記載項⽬が標準化されていれば審査ミスが軽減
される。

• 様式・帳票が標準化されていれば受け取った後の事務処理を⾃動化できる。100％デ
ジタル化までのつなぎの取組であっても、社会全体の効率化につながる良い取組。

• システムベンダの負担軽減につながり、システム構築コストが低減されると考えら
れる。

• 印刷、編綴、製本、封⼊等のアウトソーシングが⼤量発注でき、コストも印刷業務
作業も軽減できる。

• 標準化はよいことと考えるが、法令や事務処理要
領、各種通知、各⾃治体での運⽤を⼗分に検討す
る必要があると考える。

• 各⾃治体へのシステム改修等、⾃治体側の費⽤負
担や準備時間についても配慮をお願いしたい。

様式・帳票の標準化への⾒解

賛成意⾒ 課題・意⾒

標準の様式・帳票が定められた場合、標準の様式・帳票を⽤いますか。

• 導⼊PKGのVUP対応があれば更新を待たず⽤いる。
• 標準の様式・帳票変更に伴う修正⼯数の⼤きさにより①か
②を選択することになると思われるが、すぐにできなくて
も順次標準準拠の⽅向で改修していきたい。

• 標準の様式・帳票が⽰された場合、多くの⾃治体で導⼊し
なければ標準化の意味はないと考えられる。

① システム更新を待たずに標準の様式・帳票を⽤いる⇒７団体 ② システム更新時に標準の様式・帳票を⽤いる ⇒１４団体

標準の様式・帳票の使⽤希望

• 法改正時等の改修コストを削減することが出来る。
• 現状において各⾃治体により転出証明書のレイアウトが異
なっているため、誤⼊⼒の温床となっている。標準化するこ
とにより誤⼊⼒の発⽣率を下げることが出来る。

• 現⾏システムの投資コストの回収も考慮すると、次期システ
ム更新時にあわせて使⽤することが効率的・経済的である。
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1

○ 研究会における「業務プロセス・システムの標準化」に関する議論や資料等を踏まえて、事務局において、関
係企業・団体に意見を照会したところ、以下のような意見があった。

システム標準化等についての関係企業・団体からの意見①

標準化の進め方・枠組について

 第４回研究会資料２のP18に関して、費用対効果を判断するには、どの程度重大なカスタマイズかどうかが分からなけ

れば・・・ベンダの役割が重要なのではないか。の（関連意見）「コア部分のスリム化にあたっては、パッケージソフトを
手掛けているベンダ各社の仕様が異なる部分をリストアップし、仕様差を解消するための議論をすることが標準化へ
の近道とありますが、制度に由来するものに関してはベンダ各社の仕様に差異はほとんど無いことが予想され、尚且
つ各社自社の仕様が標準と認識しているため仕様が異なる部分のリストアップが難しいことが予想されます。よって制
度に由来するものの業務プロセスの標準化を行うより、現場ニーズ由来の標準化を行うことが効果的と考えます。

 既存の業務プロセス・システムに係る領域の標準化は、関連する事業者の事業継続性とのバランスも重要な要素とな
る。そのバランスや、実現可能性、効果等を考慮し、様式・帳票の差異に起因するカスタマイズをなくすために、第3回
資料p.29以下に示されている、「システム標準化を行う場合の方策」により進めるのが望ましいと考える。やむを得ず
生ずるカスタマイズについては、例えば、民間企業がコンソーシアム形式で運用するERP(例．GRANDIT)のテンプレート
による対応が参考になるかもしれない。

 この議論は、制度的な問題と実務的な問題に大別されるはずである。当研究会では制度的な問題が議論されるべき
であって、実務的な問題は自治体の代表者及びシステムベンダーが議論するべきである。しかし実務者レベルでは現
行制度を制約条件・前提条件としてしか議論することができないため、ここでの議論の経過を当研究会に定期的に報
告することとし、現行制度を制約・前提とすべきか否かを諮りながら本質的な課題が解決されるよう進めていくことが有
効であると考えられる。

 第４回研究会資料２のP23の一番下部の・点にあるベンダにとっては発注者である自治体の要望を受け入れざるを得

ないとある記述の通りであるため、標準型のアプローチを行う際は、国主導で強制力をもった標準化が必要であると考
えます。

資料20 

2

システム標準化等についての関係企業・団体からの意見②

標準化の進め方・枠組について（続き）

 第４回研究会資料３「標準型アプローチを取ったときに、所管府省・自治体・ベンダの三すくみを解消して標準を設定す
る方策として、どのようなものが考えられるか。」の三すくみ解消のためには、「世界最先端デジタル国家創造宣言・官
民データ活用推進基本計画(平成30年6月15日)よりも踏み込み、「政府情報システム改革ロードマップ」にならい、「地
方デジタル化総合パッケージ」(第1回資料2‐1p.33)の具体化計画を策定して、関係者(総務省・地方自治体・ITベンダ)と
共有するのが適当と考える。

策定にあたっては、システム分野を協調領域と競争領域で切り分ける方針で臨み、協調領域である、既存の業務プ
ロセス・システムに係る領域は縮小していかざるを得ないことを明確に打ち出す一方、標準化による弊害を回避するた
めに、競争領域として、自治体の創意工夫によるAI・ロボティクスを活用した行政サービスを促進することに留意する。
cf. 第3回資料1p.48

 長期的に実現すべき姿と全国的なサービスとして基幹システムのアプリケーションが提供される場合、隣接する既存
の全国的なシステムとの関係についても、どのような姿を目指すか検討するべきではないか。

 データの項目等の標準化にベンダの知見を活用することに際しては、過去の取り組みの例を見ればベンダとしても少
なくない工数がかかるところ、効果がより大きく期待できる範囲、または政策的に先立って取り組む範囲などと何らか
の優先的な範囲を設けて取り組むことが効果的か。

 業務プロセスの標準化には業務改善の観点も必要ではないでしょうか。

• 研究会ではシステムの標準化を主目的に、業務の標準化が議論されています。業務の標準化にあたっては、
各団体の業務を共通化するだけでなく、業務の効率化と業務品質の向上を図ることも重要です。AI・ロボティク
スの導入もそれらを実現する手段の一つです。

• 第5回研究会資料1「事務局提出資料①」p.10‐14の泉大津市のような現状の調査結果が対象の選定に役立ちま
す。スマート自治体プロジェクトの実施団体で現状を調査することも考えられます。

• 業務効率化では、不要なプロセスを整理する等の制度簡素化が大きな効果を発揮します。これは短期的には
困難でも、将来像としては提示する必要があるのではないでしょうか。
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システム標準化等についての関係企業・団体からの意見③

標準化の進め方・枠組について（続き）

 政令市や大規模自治体の標準化のアプローチとして、業務システムそのものを標準化するためには業務プロセスや
業務記述書レベルでの統一など時間がかかるため、セキュリティを考慮（地方公共団体情報セキュリティポリシーガイ
ドラインの準拠）した上でハードウェア等のIaaSの活用、もしくはプラットフォームの共同利用をまず実施するという手順
があっても良いのではでないか。

• ステップ１ ハードウェア等の統合化

• ステップ２ プラットフォームの共同利用上での業務システムを標準化

 第4回研究会資料２のP２７記載の国等が標準を示し、市区町村がシステムを調達する場合の例において、業務システ

ムの「標準」仕様書の作成においては、法制度改正に伴う改版タイミングが重要ではないか。特に法公布日から法施
行日が短い大規模法改正の場合、ベンダ側の作業完了が法施行日に間に合わなくなるリスクがあるため、法公布後、
可及的速やかに標準仕様書の改版を行う必要があるのではないか。

 標準化への着手は、ITベンダへの影響が大きく、調整が難しい大規模自治体からではなく、町村から始めるのが望ま

しいのではないか。自治体の約半数を占める町村のシステムは、専門職員の不足、予算の制約等からその度合いに
相当の差異があるが、標準化は大規模自治体に比して容易でメリットも大きい。cf．第1回資料2‐1p.17．第3回資料1．
例．神奈川県町村情報システム共同事業組合

カスタマイズについて

 第4回研究会資料2のP10に関して、弊社としても、できればカスタマイズは行いたくないと考えておりますが、各自治体

にはそれぞれの歴史があり、それゆえ事務の手法は様々である為、ノンカスタマイズでの提供が非常に難しい状況で
す。その為、本研究会においては、カスタマイズを否定するのではなく、カスタマイズと共に歩んでいく事を念頭に検討
を行うべきと考えます。

第4回研究会資料2のP22に関して、弊社としては、多様性とカスタマイズは切っても切れないと考えており、業務（収

納や介護保険等）によっては、自治体毎で行政サービスが異なっている為、必ずカスタマイズが発生しております。ま
た、2040年問題等を考慮すると、今後自治体間の競争は激化すると考えており、結果的に更に独自性の強いカスタマ
イズが増加すると推測しております。

4

システム標準化等についての関係企業・団体からの意見④

自治体ＣＩＯについて

 標準設定型アプローチ(第3回資料1p.37)の推進にあたっては、推進力不足解消(第2回資料2p.8)を目的として、各町村
にCIOを配置。町村の予算制約を突破するため、CIOの経費(人件費・総務省との連携に係る経費等)は政府に負担い
ただくのが適当ではないかと思われる(第3回資料1 p.32「財政支援措置」)。

 各町村に配置するCIOは、適任者がいる場合は役場の職員。いない場合は、自治体の情報システムに専門的な知識
と経験を有するITベンダ出身者(出身企業は退職)で、当該町村へのUターン、Iターンを希望する者を任命して配置。各
町村CIOの孤立を防ぐために横の連絡をとる仕掛けも用意する必要があろう。cf．.第3回資料1 p.46

見える化について

 第４回研究会資料２のP２５に関して、見える化手法としてカスタマイズ率等を分析するに際しては、ベンダやプロジェク
ト間の差異を吸収するのに適した客観的な手法について検討するべきではないか。

地域情報プラットフォームについて

 第4回研究会資料2のP9に関して、関連意見に「完全な地プラ準拠にしてもデータ項目が足りないなどの部分もある」と

ありますが、地プラ準拠製品同士の連携であっても、各社パッケージ製品のデータベース構造の差異が一定程度存在
する為、ベンダ間の調整作業が無くなる事は無いと考えます。その為、弊社としては、現在の地プラの適合率程度が
妥当であると考えており、地プラの活用によりデータ連携コストを十分に削減できております。
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5

システム標準化等についての関係企業・団体からの意見⑤

様式・帳票の標準化について

 部署間での情報連携の際、RPAで同じ業務手順「部品」を使い回すことができればコスト的に有利ですので、当該「部
品」が読取/書出対象とする帳票様式にも、統一化していくインセンティブが働きます。

例）A県の精算業務では、入力元となるエクセルの記載様式に一部RPA化に適さない項目があったため（項目選択が図形の「〇」を
追加描画する方法になっているものなど）、当該様式を見直して統一化する事が検討されています。
B市では、住民からの申請受付時の人名記載の補完（住民が姓だけ記載した情報を、職員がフルネームに修正）が必要ですが、申

請書様式に職員記載欄（フルネーム記載用）を追加した新様式に移行した上で、OCR-RPA連携による自動化を行うことを検討して
います。
D市では市長がこのような様式統一の不備を問題視しており、RPAの導入を契機として、積極的に様式の統一化を図ることを企図し

ています。

 更に他組織との情報連携の際にも「部品」を共有できる仕組みがあれば、組織間での「部品」共有や、帳票様式の統
一化も進展します。RPAの中には組織を越えて「部品」を共有可能なマーケットプレイス機能を有するものもあり、この

様な仕組みが更に標準化を後押しすると考えられます。民間企業でも上記動向は見られますが、自治体間で類似の
業務を行っている例は民間よりも多いと拝察されますので、上記のサイクルが特に強く回転する事が想定されます。

例）D市では市長が上記を意識して、RPAを契機として、積極的に他市にも標準化・様式統一化を広げたいという意向がございます。

 第1回席上配布資料3「自治体間ベンチマーキング資料」表2市民税（賦課）職員稼働時間数を見ると、「職員でなけれ

ばできない業務に注力できるような環境」を阻むものとして、業務システムに入力する前のプロセスに着目しなければ
ならないことは明らかである。これをＲＰＡ化する場合、紙に記入または印字された文字の読取精度が課題になる。精
度を上げるためには書式を機械読取に適したものに改変する必要がある。また、個人番号・法人番号の記入欄がな
い・記入が必須化されていない書式が多いことも問題である。同姓同名者・同名事業者の有無を確認し、あった場合
には適切な対象者を特定しなければならない。

6

システム標準化等についての関係企業・団体からの意見⑥

デジタル化（自動化）について

 将来の目指すべき姿を構想するにあたっては、AI・ロボティクスに限定せず、行政サービスのデジタル化を対象にして
はいかがでしょうか。

• 議論する目指すべき姿は、デジタル化が進んだ社会（Society5.0）において行政サービスはどうあるべきかという、
行政サービスのデジタル化ではないでしょうか。もちろん、AI・ロボティクスは行政サービスのデジタル化をもたら
す重要な技術ではあります。

• たとえば、たんに紙の申請を電子的な手段に置き換えるだけのオンライン申請ではなく、申請の後のプロセスを
含むサービス全体のデジタル化を目指す必要があります。

• この点で、第5回研究会で報告された「サービスデザイン」や「ユニバーサルメニュー」はとても示唆的です。報告

者からは申請という行為自体が不要ではないかという意見がありました。少なくとも、住民が自分に適用できる
制度があることを必ず覚知できること、また、最低限の操作で制度の適用を受ける意思を示せることは重要と考
えます。

• また、一般的な行政サービスは、申請受付・入力以外に、審査・決裁、給付、賦課・徴収等のプロセスがあり、そ
れぞれでデジタル化が進むと考えられます。

• 行政サービスのデジタル化を進めるには、委員や報告者から指摘があったように、制度適用の条件等を解釈に
よるブレなくシステムに実装するために、制度の簡素化を図るとともに、システムへの実装を前提に規則等を記
述することが必要です。

 業務システムに入力する前のプロセスとして、窓口業務も「職員でなければできない業務に注力できるような環境」を
阻むものの一つである。マイナポータル上に子育てワンストップサービスなどが構築されているが、既存の申請書類を
ダウンロードし郵送するフローが多数を占めている。住民の来庁頻度を減らすことを志向しているが、職員の業務負荷
は全く下がらない。Webフォームで申請する仕組みに改修するなど、内容のロジカルチェック・誤謬訂正サジェストまで
自動化できるようにしなければならない。

 アナログtoデジタルの仕組みをデジタルtoデジタルに（完全に）変えることが、本質的な議論の的になるべきだと考えら

れる。業務システムに入力する前のプロセスを自動化するためには標準化が必須となる。この議論を経ずに業務シス
テム及び業務プロセス全体の標準化は実現されないと考えるのが自然ではないか。
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システム標準化等についての関係企業・団体からの意見⑦

ＡＩ・ＲＰＡについて

※ 今回の意見照会は、業務プロセス・システムの標準化を対象として行ったが、ＡＩ・ＲＰＡ関係についても意見があった。

 第1回資料1「開催要綱（案）」第1「目的」に「職員でなければできない業務に注力できるような環境を作る必要がある」とあるが、（１）地方自治体に

おける業務プロセス・システムの標準化及び（２）ＡＩ・ロボティクスの活用が別々に論じられている。「職員でなければできない業務に注力できるよう
な環境を作る」のであれば、業務システムとＡＩ・ロボティクスの活用は標準化された業務プロセスのもとに等しく位置づけられ、それらのベストミック
スモデルが検討されるべきである。ＡＩ・ロボティクスの活用を前提とするならば、業務システムの在り方も変わるし、業務プロセス標準も変わるはず
である。現在の業務プロセス・システムは人間が業務に介在することを前提としているため、現在の延長線上でこれを議論するのではなく、将来の
あるべき姿と現在のギャップを議論すべきである。

 業務プロセス全般にわたって見えない職員負荷となっているのが「問合せ対応」である。これは1件当たりの粒度が小さすぎてベンチマーキングで

も正確に定量化することが困難であると思われる。その内容は多岐に渡り、チリツモで業務時間を圧迫する。これらには定型的な対応ができない
ため、ＡＩ化を志向するべきであると考えられる。しかしＡＩ化するために必要な学習データは各自治体では十分な量が収集できないと推察されるし、
費用も時間もかかる。そこで、全ての自治体や関係機関が知見を共有するＡＩプラットフォームが必要になることは自明であると考えている。

 RPAを導入する事により、まず担当者レベルの暗黙知となっていた業務手順が可視化される効果があります（RPAには担当者の端末操作を自動記
録できる、操作の可視化を行いやすい製品があります）。
例）A県では精算業務を行う際の、費用項目を職員が他の情報から判断・入力するという暗黙知プロセスが、RPA化に伴う業務手順確認の中で可視化され
ました。また、別の業務では、暗黙知化していた複雑なデータの突合作業（エクセルシート数十枚にわたるものと他のデータベース情報との突合）の手順が
可視化されています。

 可視化された業務をRPA化する際に、当該業務の手順自体の見直しが行われ、標準化の必要性が現場の職員にも意識されます。トップダウンだ
けでない、ボトムアップでの標準化がRPAの導入の際には期待できます。
例）B市では、データベースから転記したエクセルシート情報を、更に別のシートに手入力で転記を行っていましたが、手順確認作業において、最初のエク
セルシートへの転記は不要である事が判明し、業務の見直しが検討されています。

 A県でも精算業務の手順確認の際に、実際には規程上不必要であった作業が現場で行われていた事が判明し、当該業務の見直しを関連部署全
てに対して改めて行う事を検討しています。

 可視化され、RPA化された業務手順が「部品」として他部署での同様の業務にも組み込まれる事で、他部署での業務手順の標準化も進みます。
例）A県では自動化した精算業務を、県内の数十の関連他部署に一斉に展開する事を検討しております。また、多くの企業で電子メールの多数部署への
自動送信や特定の業務システムへのログイン手順などについて、同じ「部品」を複数部門で共通で利用する形で、業務手順の標準化が進められています。

 上記「部品」を共通化・標準化する際に、当該部品の維持・管理機能が重要となります。「部品」のバージョン管理機能などが不十分であると、各部
署で勝手にカスタマイズされた「野良ロボット」が跋扈する可能性や、情報システム部門の管理負担の増加（エクセルシートによる手作業管理の増
加など）に繋がる危険性があります。
例）C大学では「野良Access」が多数発生していたため、ロボット・部品の管理機能を重視した製品選定が行われています。

 標準化が進んでいく事で、RPAの導入も更に行いやすくなり、自動化対象となる業務範囲が拡大します。この様に、RPAの普及と標準化が正の
フィードバックを得て拡大する事が期待されます。
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地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの
実証実験・導入状況等調査

令和元年（2019年）５月
総務省自治行政局行政経営支援室

資料21

導⼊済み
77 

4.5%

導⼊予定
79 

4.6%

導⼊予定はないが、
⾸⻑レベルで検討し

ている
25 

1.5%

導⼊予定はな
いが、担当課レ
ベルで検討して

いる
315 

18.3%

導⼊予定もなく、検討もしていない
1,212 
70.4%

○ 事務局において、全都道府県・市区町村を対象に、「地方自治体におけるAI・ＲＰＡの実証実験・導入状況
等調査」を実施（2018年11月1日現在）。

○ その結果、AIを1業務でも導入している（実証実験含む）団体は、都道府県で約36％、指定都市で約60％、
その他の市区町村で約４％であった。

地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導入状況等調査について①

AIの実証実験・導⼊状況

1

導⼊済み
12 

60.0%導⼊予定
4 

20.0%

導⼊予定はないが、幹部
レベルで検討している

1 
5.0%

導⼊予定はないが、担当課レベル
で検討している

3 
15.0%

※導⼊は実証実験も含む。

導⼊済み
17 

36.2%

導⼊予定
15 

31.9%

導⼊予定はないが、担
当課レベルで検討してい

る
11 

23.4%

導⼊予定もなく、検
討もしていない

4 
8.5%

都道府県 指定都市 その他の市区町村

その他の市区町村においては、導⼊予定も
なく、検討もしていない市区町村が約７割。

導⼊予定では
ないが、幹部
レベルで検討

している
13

0.8％
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導⼊済み
14 

29.8%

導⼊予定
20 

42.6%

導⼊予定はないが、担当課
レベルで検討している

9 
19.1%

導⼊予定もなく、検討もしていない
4 

8.5%

○ RPAを1業務でも導入している（実証実験含む）団体は、都道府県で約30％、指定都市で約40％、その他の
市区町村で約３％であった。

地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導入状況等調査について②

RPAの実証実験・導⼊状況

2

導⼊済み
8 

40.0%

導⼊予定
8 

40.0%

導⼊予定はないが、幹部
レベルで検討している

2 
10.0%

導⼊予定はないが、担当課
レベルで検討している

2 
10.0%

都道府県 指定都市 その他の市区町村

※導⼊は実証実験も含む。

市区町村においては、導⼊予定もなく、
検討もしていない市区町村が約3分の２。

導⼊済み
59 

3.4%
導⼊予定

130 
7.6%

導⼊予定はないが、⾸⻑
レベルで検討している

24 
1.4%

導⼊予定はないが、幹
部レベルで検討している

17 
1.0%

導⼊予定はないが、
担当課レベルで検

討している
345 

20.0%

導⼊予定もなく、
検討もしていない

1,146 
66.6%

○ 都道府県については、音声認識（AIを活用した議事録作成等）が多く、市区町村においては、チャットボット
による応答が半数以上を占めている。

地方自治体のＡＩの導入状況① ～導入している機能～

3

導⼊済み
団体数

⾳声認識 画像・動
画認識 ⽂字認識

⾔語解
析・意図
予測

数値予測 マッチン
グ

ニーズ予
測

⾏動最適
化

作業の
⾃動化

チャット
ボットに
よる応答

その他

⾳声の
テキスト化、
声の識別

画像や動画
の特徴の認
識・検出

⼿書きや活
字の認識

発⾔の意味
や内容の理

解

変化する数
理の将来予

測
需要と供給
の調整

公共サービ
スのニーズ
予測

合理化な⾏
動パターン
の提案

⾮定型業務の
⾃動化

⾏政サービス
の案内

都道府県 17 14 1 2 2 0 1 0 1 0 4 0

指定都市 12 6 2 0 5 0 0 0 0 3 9 3
その他の
市区町村 77 17 6 5 9 3 12 0 ３ 4 42 7

合計 106 37 9 7 16 3 13 0 4 7 55 10

（例）「AIを活⽤した議事録作成」 住⺠からの問合せに対応する「チャットボット」
を活⽤している団体が導⼊済み団体の半数以上。

AIの機能別の導⼊状況 （複数回答可）
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○ 市区町村においては、児童福祉や子育て、健康・医療など福祉分野での活用事例が比較的多い。

地方自治体のＡＩの導入状況② ～導入している分野～

4

導⼊済
み団体

数

組織・職
員（⾏政
改⾰を含

む）

財政・会
計・財務

情報化・
ＩＣＴ

住⺠参
加・協働

コミュニ
ティ

情報公
開・個⼈
情報保

護

治安（再
犯防⽌を
含む）

消費者
保護

健康・
医療

児童
福祉・
⼦育て

学校教
育・⻘少
年育成

⽂化・ス
ポーツ・⽣
涯学習

⾼齢者
福祉・
介護

障がい者
福祉

⽣活困
窮者⽀

援

都道府県 17 3 0 1 0 0 0 0 1 2 1 0 0 0 1 0

指定都市 12 3 0 2 1 0 0 0 0 1 2 0 0 1 0 0

その他の
市区町村 77 ９ ３ ８ ６ 5 ２ ５ ４ 15 26 ８ ７ 11 ８ ３

合計 106 15 3 11 7 5 2 5 5 18 29 8 7 12 9 3

導⼊済み
団体数

⼈⼝減少
対策（移
住を含む）

農林
⽔産業

商⼯・
産業振興 観光 ⼟地利⽤、

都市計画
公共施
設・インフ

ラ
公共交通 ⾃然環境 ⽣活環境 国際化・

国際交流

男⼥共同
参画・⼈
権・多様

性

過疎・離
島地域等
の進⾏

横断的な
もの その他

都道府県 17 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 11 4

指定都市 12 0 0 0 0 0 2 0 1 1 1 0 0 3 3

その他の
市区町村 77 ６ ４ ６ ９ ５ ６ ９ ３ ９ ６ ３ 0 27 ９

合計 106 6 4 6 10 5 8 9 5 10 7 3 0 41 16

（例）「議事録のAIによる⽂字起こし」

AIの分野別の導⼊状況 （例）「保育所の利⽤調整へのAI活⽤」（複数回答可）

5

地方自治体のＡＩの導入状況③ ～導入している業務例～

⾳声認識

チャットボットによる応答

健康・医療

 チャットボットによる行政サービスの案内

 多言語AIチャットボットサービス
 LINEを活用した対話型サービス
 子育て相談のためのＡＩを活用したチャット窓口の開設
 観光・文化・都市経営情報の総合案内コンシェルジュ

 AIを活用した移住・定住に関する自動対話型のFAQ機能

 会議録作成支援システム
 自動翻訳システム

児童福祉・⼦育て

⾼齢者福祉・介護

機能別（主なもの） 分野別（主なもの）

画像認識

マッチング

⼟地利⽤・都市計画

観光

 画像認識による歩行者通行量調査

 健康情報関連業務
 文字認識による予防接種予診票のデータ化
 国民健康保険レセプト点検業務

 保育所の入所選考業務、保育園の入園AIマッチング

 聴覚障害者との会話に利用する音声文字変換表示

 画像認識による歩行者通行量調査

 保育所の入所選考業務、保育園の入園AIマッチング

 観光案内多言語AIコンシェルジュの導入

横断的なもの

 会議録作成支援システム
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○ 都道府県・市区町村ともに、行革や情報担当を所管している部局でRPAを実証的に導入している傾向にある。
それ以外にも、福祉部門や税務部門での導入が進んでいる。

地方自治体のＲＰＡの導入状況① ～導入している分野～

6

導⼊済み
団体数

組織・職
員（⾏政
改⾰を含
む）

財政・会
計・財務

情報化・
ＩＣＴ

住⺠参
加・協働 コミュニティ

情報公
開・個⼈
情報保護

治安（再
犯防⽌を含

む）

消費者
保護

健康・
医療

児童
福祉・
⼦育て

学校教
育・⻘少
年育成

⽂化・ス
ポーツ・⽣
涯学習

⾼齢者
福祉・
介護

障がい者
福祉

⽣活困窮
者⽀援

都道府県 14 8 6 2 0 0 0 1 0 4 0 2 0 0 0 0

指定都市 8 1 4 3 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 0 0

その他の
市区町村 59 23 27 9 2 1 1 1 0 8 7 1 0 10 5 0

合計 81 32 37 14 2 1 1 2 0 12 8 3 0 11 5 0

導⼊済み
団体数

⼈⼝減少
対策（移
住を含む）

農林
⽔産業

商⼯・
産業振興 観光 ⼟地利⽤、

都市計画
公共施設・

インフラ 公共交通 ⾃然環境 ⽣活環境 国際化・
国際交流

男⼥共同
参画・⼈

権・多様性

過疎・離島
地域等の

進⾏
横断的な

もの その他

都道府県 14 0 2 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 1 2

指定都市 8 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 2

その他の
市区町村 59 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 22

合計 81 0 3 0 0 0 3 0 0 0 0 0 0 4 26

（例）超過勤務実績の⼊⼒業務
通勤⼿当調査業務 等RPAの分野別の導⼊状況 （例）保育施設利⽤申込書⼊⼒事務

児童⼿当⼊⼒事務 等

（例）ふるさと納税受付･
データ処理業務 等

（複数回答可）

地方自治体のＲＰＡの導入状況② ～導入している業務例～

7

健康・医療

児童福祉・⼦育て

⾼齢者福祉・介護

分野別（主なもの）

要介護申請における一連業務
後期高齢者保険料決定通知書

重度心身障害者医療費の助成事務
特定健診の受診券の再交付事務
国民健康保険料にかかる所得申告書入力業務

個人市民税の当初課税業務
法人市民税の賦課業務
法人市民税の還付業務
軽自動車税新規登録事務

地⽅税

財政・会計・財務住⺠異動

転入通知業務
コンビニ交付集計事務

 臨時職員の賃金支払業務
 職員の超過勤務管理業務
 通勤手当に係る距離測定
 財務会計システムにおける支払事務

私立幼稚園等入園料補助金支払業務
保育園新規申込業務
子ども子育て支援システム入力事務

組織・職員

 職員の超過勤務管理業務

その他

総務省や都道府県等からの各種照会
業務

（地方交付税の基礎数値照会、地方公務
員給与実態調査等）

各種統計資料の集計
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○ AI・RPAの導入に向けた課題として、「どのような業務や分野で活用できるかが不明」、「導入効果が不明」、
「参考となる導入事例が少ない」と回答した団体が多数。

地方自治体のＡＩ・ＲＰＡの導入に向けた課題

8

何から取り
組めばいい
のか不明

どのような業
務や分野で
活⽤できる
かが不明

参考となる
導⼊事例が
少ない

導⼊効果が
不明

AIの技術を
理解するこ
とが難しい

取り組むた
めの⼈材が
いない⼜は
不⾜

実証や検証
を⾏う連携
先が⾒つか
らない

取り組むた
めのコストが
⾼額であり、
予算を獲得
するのが難
しい

財政担当
課における
優先順位が
低い

住⺠・議会
の理解を得
られない、
⼜は得られ
る⾒込みが
ない

幹部の関⼼
が低い

担当課の理
解が得られ
ない

情報の収
集・活⽤に
関する個⼈
情報保護
等の制約

その他

都道府県 2 26 28 25 6 11 2 12 0 1 0 1 2 4
指定都市 0 5 5 10 4 3 1 13 3 0 0 1 3 3
その他の
市区町村 503 935 718 863 143 464 53 430 78 20 50 38 44 72

合計 505 966 751 898 153 478 56 455 81 21 50 40 49 79

国で検討してほしい事項

 AI・RPA導⼊事例紹介（⼈⼝規模別に）
 ⾃治体職員向けの研修や講座の開催
 導⼊フロー・⼿順のマニュアル整備
 ⾃治体に共通する業務での国や都道府県によるAI・RPAの提供

（⾃治体単独だと⾼価で導⼊できないため）
 RPA管理⽅法のルールの整理

 費⽤対効果分析の⼿法やツールの提供
 個⼈情報保護やセキュリティとの関係の整理
 財政措置
 様式の統⼀・変更（特にOCRで読み取ることが可能な様式（国や都道府県からの調

査関係をRPA処理するため。）
 電⼦化・デジタルファーストの推進

AIの導⼊に向けた課題

何から取り
組めばいい
のか不明

どのような業
務や分野で
活⽤できる
かが不明

参考となる
導⼊事例が
少ない

導⼊効果が
不明

RPAの技術
を理解する
ことが難しい

取り組むた
めの⼈材が
いない⼜は
不⾜

実証や検証
を⾏う連携
先が⾒つか
らない

取り組むた
めのコストが
⾼額であり、
予算を獲得
するのが難
しい

財政担当
課における
優先順位が
低い

住⺠・議会
の理解を得
られない、
⼜は得られ
る⾒込みが
ない

幹部の関⼼
が低い

担当課の理
解が得られ
ない

情報の収
集・活⽤に
関する個⼈
情報保護
等の制約

その他

都道府県 1 24 27 20 9 12 0 18 0 0 0 6 1 8
指定都市 0 8 9 9 3 5 1 8 2 0 0 0 0 5
その他の
市区町村 478 949 723 907 136 490 46 409 79 20 57 52 28 98

合計 479 981 759 936 148 507 47 435 81 20 57 58 29 111

RPAの導⼊に向けた課題

（複数回答可）

（複数回答可）

○ 地方自治体のAI・RPAの推進主体としては、RPAよりAIの方が業務担当課が推進しているケースが多い傾
向にある。また、RPAについては、都道府県、指定都市、その他の市区町村においても５～７割程度は情報
政策担当課が推進している。

9

Ａ
Ｉ

都道府県 指定都市 その他の市区町村

Ｒ
Ｐ
Ａ

情報政策担
当課, 4, 
23.5％

⾏政改
⾰担当
課, 3,
17.6％

業務担当課, 
6, 35.3％

その他, 
4, 

23.5％

地方自治体のＡＩ・ＲＰＡの導入推進主体

情報政策
担当課, 4, 

33.3％

業務担当課, 
7, 

58.3％

その他, 
1, 

8.3％
情報政策
担当課, 

29, 
37.7%

⾏政改
⾰担当
課, 10,
13.0%

業務担当
課, 29, 
37.7%

その他, 
9, 

11.7%

情報政策担
当課, 8, 
57.1％

⾏政改
⾰担当
課, 3,
21.4％

業務担
当課, 1, 
7.1％

その他, 
2, 

14.3％

情報政策担
当課, 5, 
75.0％

⾏政改⾰
担当課, 

1,12.5％

その他, 
2, 

25.0％
情報政策
担当課, 

31, 
52.5％

⾏政改
⾰担当
課, 9,
15.3％

業務担当
課, 11, 
18.6％

その他, 
8, 

13.6％
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○ AIを導入している（実証実験含む）団体においては、現在は実証実験のため、経費ゼロで導入している団
体が大半。

○ 今後、本格導入の段階で、予算額確保が課題となり、導入が難しくなる可能性がある。

10

都道府県 指定都市 その他の市区町村

0

1

2

3

4

5

6

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9

（団体） （団体） （団体）

（注）団体数の合計が12団体ではな
く14団体になっているが、これは、複
数分野でAIを導入（実証実験含む）
している団体があることによるもの

導
⼊
費
⽤

（注）不明又は空欄
回答があるため団
体数の合計が導入
済み団体数と一致
しない

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

（団体） （団体） （団体）

年
間
運
⽤
費
⽤

0

1

2

3

4

5

6

7

0

1

2

3

4

5

6

（注）不明又は空欄回答があるため
団体数の合計が導入済み団体数と
一致しない

（注）不明又は空欄回答があ
るため団体数の合計が導入
済み団体数と一致しない

0

5

10

15

20

25

30

地方自治体のＡＩの費用

0

1

2

3

4

5

6

7

○ RPAを導入している（実証実験含む）団体においては、現在は実証実験のため、経費ゼロで導入している
団体が大半。

○ 今後、本格導入の段階で、予算額確保が課題となり、導入が難しくなる可能性がある。

都道府県 指定都市 その他の市区町村

導
⼊
費
⽤

0

1

2

3

4

5

0
5
10
15
20
25
30
35
40

（注）不明又は空欄回答が
あるため団体数の合計が導
入済み団体数と一致しない

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

（注）不明又は空欄回答があ
るため団体数の合計が導入
済み団体数と一致しない

11

年
間
運
⽤
費
⽤

（注）不明又は空欄回答があ
るため団体数の合計が導入
済み団体数と一致しない

0

1

2

（注）不明又は空欄回答があ
るため団体数の合計が導入
済み団体数と一致しない

0

5

10

15

20

25

（注）不明又は空欄回答があ
るため団体数の合計が導入
済み団体数と一致しない

（団体） （団体） （団体）

（団体）
（団体） （団体）

地方自治体のＲＰＡの費用
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○ AIについては、現在はパブリッククラウド環境で利用している団体が多い。

12

都道府県 指定都市 その他の市区町村

オンプレミス環境
（庁内）に設置,

13, 
14.8％

プライベート環
境（インター
ネット遮断環
境）に設置,

12,
13.6％パブリッククラウド環境（イ

ンターネット環境）を活
⽤, 52,
59.1％

その他, 
11, 

12.5％

地方自治体のＡＩの設置環境

プライベート環境
（インターネット遮
断環境）に設置, 

3,
17.6％

パブリッククラウド環境
（インターネット環
境）を活⽤, 13,

76.5％

その他, 
1, 

5.9％

オンプレミス環境
（庁内）に設置,

4, 
20.0％

パブリッククラウド環境
（インターネット環
境）を活⽤, 14,

70.0％

その他, 
2,

10.0％

（複数回答可）

○ 地方自治体のAI・RPAの導入効果として、「働き方改革の推進」や「業務プロセスの効率化」と回答する団
体が多い。

13

働き⽅改⾰の
推進（超過

勤務時間の削
減等）, 42, 

33.3%

業務プロセスの
効率化, 45, 

35.7%

他業務へ
の⼈材の
振り向け, 

22, 
17.5%

⼈員削減, 
6, 

4.8%
その他, 
11, 

8.7%

働き⽅改⾰の
推進（超過

勤務時間の削
減等）, 29, 

23.4%

業務プロセス
の効率化, 

37, 29.8%
他業務への⼈材の振り

向け, 17, 13.7%

⼈員削減, 
5, 4.0%

その他, 
36, 

29.0%

Ａ
Ｉ
の
導
⼊
効
果

都道府県 指定都市 その他の市区町村

Ｒ
Ｐ
Ａ
の
導
⼊
効
果

働き⽅改⾰の
推進（超過勤
務時間の削減

等）, 6, 
26.1%

業務プロセス
の効率化, 
7, 30.4%

他業務への⼈材
の振り向け, 2,

8.7%

その他, 
8, 

34.8%

働き⽅改⾰の
推進（超過

勤務時間の削
減等）, 6, 

37.5%

業務プロセス
の効率化, 
6, 37.5%

他業務へ
の⼈材の
振り向け, 
1, 6.3%

その他, 3, 
18.8%

働き⽅改⾰の
推進（超過

勤務時間の削
減等）, 12, 

46.2%
業務プロセスの
効率化, 8, 

30.8%

他業務へ
の⼈材の
振り向け, 
1, 3.8% その他, 5,

19.2%

働き⽅改⾰の
推進（超過
勤務時間の
削減等）, 

11, 42.3%
業務プロセスの
効率化, 9, 

34.6%

他業務
への⼈

材の振り
向け, 3,
11.5%

その他, 3, 
11.5%

地方自治体のＡＩ・ＲＰＡの導入効果

（複数回答可）
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○ AI・RPAの導入の動機としては、「ソフト提供会社からの提案」や「他団体での導入効果」の回答が半分程
度を占める。また、その他の回答として、「担当課からの提案」や「働き方改革の要請」等も挙げられた。

14

Ａ
Ｉ
の
導
⼊
の
動
機

都道府県 指定都市 その他の市区町村

Ｒ
Ｐ
Ａ
の
導
⼊
の
動
機

ソフト提供会社か
らの営業, 6,

25.0%

他団体での導⼊
（実証実験も含
む）効果, 10,

41.7%

その他, 8, 
33.3%

地方自治体のＡＩ・ＲＰＡの導入動機

ソフト提供会社か
らの営業, 6,

40.0%

他団体での導⼊（実
証実験も含む）効果, 

2,
13.3%

その他, 7, 
46.7%

⾸⻑の働き
かけ, 2, 
10.5%

ソフト提供会社からの
営業, 3, 15.8%

他団体での導⼊
（実証実験も含
む）効果, 5,

26.3%

その他, 9, 
47.4%

ソフト提供会社
からの営業, 2,

22.2%

他団体での導⼊
（実証実験も含
む）効果, 2,

22.2%

その他, 5, 
55.6%

⾸⻑の働
きかけ, 
13, 

12.2%

ソフト提供会
社からの営業,
36, 33.6%他団体での導⼊

（実証実験も含
む）効果, 20,

18.7%

その他, 38, 
35.5%

⾸⻑の働き
かけ, 10, 
13.5%

ソフト提供
会社からの
営業, 20,
27.0%他団体での導⼊

（実証実験も
含む）効果, 

18,
24.3%

その他, 
26, 

35.1%

職員からの提案や働き⽅改
⾰の要請などの回答が多い。

（複数回答可）

○ RPAのシナリオについては、ソフト提供会社に作成を依頼する団体と自治体職員が作成する団体がそれぞ
れある。

15

地方自治体のＡＩ・ＲＰＡのシナリオ管理

情報政策担
当課が作成, 
12, 20.3%

⾏政改⾰担当
課が作成, 1,

1.7%

原課が作成, 9, 
15.3%

ソフト提供会
社が作成,

20,
33.9%

ソフト提供会社と
は別の業者等に委
託, 8, 13.6%

その他, 9, 
15.3%

情報政策担当課が作成, 1, 
7.1%

原課が作成, 
3, 

21.4%

ソフト提供
会社が作
成, 5,
35.7%

ソフト提供会
社とは別の業
者等に委託,
1, 7.1%

その他, 4, 
28.6%

情報政策担
当課が作成, 

2, 
25.0%

ソフト提供
会社が作
成, 2,
25.0%

その他, 4, 
50.0%

（複数回答可）

都道府県 指定都市 その他の市区町村
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地⽅⾃治体におけるＡＩ・ＲＰＡの活⽤事例

○ 第９回研究会（2019年３月５日）で公表した参考資料における地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの活用事例の一覧
※☆印については、総務大臣メール「Society 5.0時代の地方」（第２号）にも掲載している活用事例

※OCR（Optical Character Recognition/Reader：光学⽂字認識）
※RPA（Robotic Process Automation：ソフトウェア上のロボットによる業務⼯程の⾃動化）

【事例P２】☆福島県会津若松市：AIを活⽤した問い合わせへの⾃動応答サー
ビス。市⺠からの問合せに対して24時間365⽇対応可能。

【事例P３】岡⼭県和気町：AIチャットボットを導⼊。全国の移住希望者の⽅
が知りたいときにいつでも町の情報を⼊⼿できる。

【事例P4】東京都港区１：多⾔語AIチャットサービスやAI翻訳システムを活⽤
し、外国⼈に対して正確かつニーズにあった情報提供。

【事例P5】☆神奈川県綾瀬市：⾃治体翻訳システムにより、窓⼝で⽇本語が得
意でない外国⼈でも理解できる⾏政情報が取得可能。

【事例P6】☆福井県永平寺町：AIを活⽤した観光案内による業務効率化。多⾔
語AIコンシェルジュ導⼊により外国⼈の満⾜度の向上。

【事例P９】北海道岩⾒沢市：気象、⼟壌データなどを基としたAI解析のもと、
農作業の最適化に資する各種情報提供を⾏う。

【事例P10】佐賀県みやき町：AI・IoTを活⽤したスマート農業を普及させる実
証実験。ドローンによる農場撮影や農薬散布。

【事例P17】愛知県東郷町：⾳声書き起こしソフトによる会議録作成⽀援。職員
の事務負担軽減に寄与するのか検討。

【事例P19】☆東京都港区２：AIによる議事録作成⽀援の運⽤開始、保育所AI
マッチングシステムの実証実験。

【事例P11】沖縄県那覇市：AIによる統計解析を⾏い、特定健診受診勧奨通知
を最も効果的なメッセージで届ける。

【事例P13】☆愛知県豊橋市：AIがケアプランを作成⽀援。ケアプランを実施
した場合の将来予測と共に推奨するケアプランを提案。

【事例P14】☆埼⽟県さいたま市：AIによる保育所利⽤調整業務の省⼒化。⼊
所申請者への決定通知を早期発信。

【事例P20】福岡県⽷島市：AIによる国⺠健康保険レセプト内容点検業務⽀援。
点検業務のコスト削減、効果向上が期待。

【事例P22】☆茨城県つくば市：市⺠窓⼝課・市⺠税課業務等について、RPAを
活⽤した定型的で膨⼤な業務プロセスの⾃動化。

【事例P23】☆愛知県⼀宮市：個⼈住⺠税に係るシステム⼊⼒業務をOCRとRPA
を組み合わせ、⾃動⼊⼒することで省⼒化を実現。

【事例P24】熊本県宇城市 ：RPAを活⽤し、職員給与、ふるさと納税などの業務
作業を⾃動化。職員の作業負担軽減。

【事例P25】東京都港区３：コミュニティバス乗⾞券申請書をAI-OCRで読取り、
RPAを⽤いてシステムに⾃動⼊⼒及び受付簿出⼒。

【事例P26】和歌⼭県橋本市：申請書等をAI-OCRで⾃動で取り込み、RPAによ
る単純作業の⾃動化による定型的作業の削減を推進。

【事例P27】⽯川県加賀市： 「定型業務」や「⼤量処理業務」へのRPA導⼊を推
進し、事務改善や時間外勤務の縮減を図る。

【事例P28】新潟県⻑岡市： RPAを活⽤し、９課で試験導⼊。原課職員の⾃発的
なシナリオ作りを促し、現場に即した業務改善。

【事例P29】福岡県宗像市：農耕地の賃貸借権設定状況や利⽤状況について、農
地情報公開システムへのデータ⼊⼒をRPAで実施。

AIチャットボット

多⾔語翻訳

スマート農業

RPA

福祉保健分野

【事例P15】⻑崎県⼤村市：AIを活⽤し、職員が業務を⾏う上で不明な点を⾃動
で応答するサービス。全体的な業務効率化が期待。

【事例P16】⼤阪府⼤阪市：区役所窓⼝の⼾籍担当業務において的確な回答を表
⽰するAIを活⽤。時間短縮と正確性の向上を図る。

【事例P18】兵庫県宝塚市：AIで職員のパソコン操作ログを分析。職員の働き⽅
を⾒直すため、業務の流れなどの実態を可視化。

議事録

職員の業務効率化

【事例P7】千葉県千葉市：画像から路⾯の損傷程度をＡＩが⾃動分類する研究
を実施。道路管理の省⼒化を実現。

【事例P8】北海道室蘭市：AI技術（路⾯画像からひび割れを⾃動検出）を活⽤
し、道路管理の効率化・省⼒化を実現。

道路管理

資料22

住みたくなる、
⽴地したくなる、
地域づくりをお⼿伝い

住⺠・企業
を応援！

観光での活⽤
観光案内多⾔語AIコンシェル
ジュ導⼊により外国⼈の満⾜
度を向上

住⺠問合せ
対応での活⽤

ＡＩを活⽤し、市⺠からの問い合
わせ等に対話形式で⾃動応答する
仕組み（チャットボット）を構築

⼈とAIのコラボレーションが、よりよい地域を創り出す
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ＡＩを活⽤した問い合わせへの⾃動応答サービス（福島県会津若松市）

○ ＡＩ（⼈⼯知能）を活⽤し、市⺠からよくある問い合わせや各種証明書発⾏の申請⼿続きの仕⽅などにつ
いて、対話形式で⾃動応答する仕組みを構築。

○ 冬季には、除雪⾞の移動軌跡や現在の位置情報を表⽰させることで、⽣活の利便性向上を図る。

課 題

取 組

○ ⽣活スタイルや働き⽅の多様化、利便性向上のため、⼟⽇や夜間でも⾏政に問い合わせしたい。
○ ホームページは情報過多であり、そもそも何から調べれば良いか分からないため、検索にうんざりする

ケースも。
○ 電話などの問い合わせは職員が随時対応しており、問い合わせ件数の集計などはしていない。

○ ⼟⽇などの「休⽇診療医療機関案内」、除雪⾞の位置情報を可視化する「除
雪⾞ナビ」、ごみの出し⽅や収集⽇などを案内する「ごみ出しの疑問教えて」、
市⺠から問い合わせの多い住⺠票や⼾籍証明書、印鑑証明書などの⼿続き⽅法
を案内する「各種証明書の案内」、この業務の担当課はどこなのかを案内する
「担当窓⼝の案内」、市⺠などを対象とした「アンケート収集機能」を実装し、
ＡＩが対話形式で⾃動応答。

成 果

○ 市⺠は、24時間365⽇、問い合わせが可能なサービスであり、市⺠アンケートの結果では80％以上の⽅から好意的
な反応が得られた。

○ 簡易な問い合わせにはＡＩが対応することで、職員は対⾯的な対応が必要な⽅へ時間をかけることが可能。
○ 問い合わせ内容や件数、問い合わせ者の年代などのデータが分析でき、将来の⾏政サービスに反映できる。

平成29年度 データ利活⽤型スマートシティ推進事業（ＡＩ⾃動応答サービス以外分も含め、約4,016万円） 受託者：アクセンチュア㈱

2
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ＡＩを活⽤した住⺠サービスの充実（岡⼭県和気町）

○ ＡＩチャットボットを導⼊し、24時間いつでも対応が可能となり、業務の効率化が進められる。
○ LINEや町のホームページ上で動作しているため、全国の移住希望者の⽅が、知りたいときにいつでも和気

町の情報を⼊⼿することができる。

課 題

取 組

○ 「わけまろくん」の導⼊前は、様々な問い合わせに対して、担当職員が直接応対をしていた。担当者不在の場合や業務時間
外には、対応が不⼗分となってしまう時もあった。

○ AIチャットボットを⾃動会話プログラム「わけまろくん」として活
⽤。（総合的な内容を回答できる⾃動会話プログラムを全国で初めて
導⼊。）「わけまろくん」は、LINEや町のホームページ上で動作す
る対話形式のサービスで、利⽤者が和気町のことを質問すると情報を
⾃動で案内する。

成 果

○ 問い合わせ窓⼝が担当部署ごとに分かれていた情報を⼀つにまと
めることができ、利⽤者が情報を簡単に⼊⼿できるようになった。

○ また、AIをインターネットと連携させることで、業務時間にとら
われることなく問い合わせが可能になる点も期待される。

パソコン⽤Web画⾯イメージ

LINE⽤画⾯イメージ

和気町マスコットキャラクター「わけまろくん」

3
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「港区ＡＩ元年」におけるICT導⼊事例（東京都港区）１

港区は「区⺠サービスの向上」と「働きやすい職場づくり」を実現するため、AIや業務の⾃動化など
ICT（情報通信技術）を積極的に活⽤し、港区ならではのサービス提供に努めている。

課 題

取 組

○ 港区には⼈⼝約26万⼈の8%、約2万⼈の外国⼈が居住し、国籍は約140か国にのぼる。
○ また、港区には約80の⼤使館が⽴地し、外国⼈に対して正確かつニーズに合った情報提供が求められている。

成 果

○ 多⾔語AIチャットサービスは24時間365⽇の利⽤が可能であるため、来庁せずに必要な情報を得ることができる。
○ 両事業ともに港区⾏政情報や⽤語をAIで学習し更なる精度向上を図り、区⺠サービスの向上につなげる。

○ 港区ホームページAI翻訳システム（平成30年8⽉から実証実験中）
港区公式ホームページには英語への⾃動翻訳機能があり、⾃動翻訳ページは年間約4万6000回閲覧されているが、翻訳精

度が課題となっている。そのため、豊橋技術科学⼤学、⽇本マイクロソフト、ホームページ運⽤事業者グローバルデザインと
の産学官連携協定を7⽉に締結し、翻訳精度向上のための実証実験を実施している。
・AIを活⽤した翻訳システムを試験導⼊
・AI翻訳システムに辞書登録機能を付加し、⾏政⽤語や地名、施設名等、港区特有の単語を登録

4
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○ 多⾔語AIチャットサービス（平成31年1⽉本格運⽤開始）
AIを活⽤して、Facebookメッセンジャー機能によるチャット形式で防災、ごみ、

教育・⼦育て 、国際・⽂化 、医療・病院 、各種⼿続き（税⾦・保険・年⾦） 、
観光 、町会等、⽣活に関する⾏政情報の問い合わせに英語及び
「やさしい⽇本語」で⾃動回答するサービス。
Facebookページ“Minato Information Board”
からアクセスが可能。

⾃治体翻訳システムによる⾃治体窓⼝業務の効率化（神奈川県綾瀬市）

英語・ベトナム語が得意でない職員でも、外国⼈住⺠と対話ができ、⽇本語が得意でない外国⼈住⺠でも、
⾃分が理解できる⾔語で⾏政情報を取得。

課 題

取 組

成 果

〇 窓⼝対応での「⾔葉の壁」を低減し、外国⼈市⺠にとって住みやすい環境を整える⼀環として、⾳声翻訳システムの
実証実験に参加。⇒ ⽇本初の窓⼝現場での実証実験。

〇 ７台のタブレットを本庁総合案内をはじめ庁内６か所に配置。英語とベトナム語の２⾔語について、⾃動翻訳の
実証利⽤を⾏う。（実施期間：平成29年11⽉22⽇〜平成31年３⽉31⽇）

〇 実証実験を通じてデータを収集し、⾏政⼿続にはどんな⽂脈でどんな単語が使われているのかをＡＩに学習させる。

〇 ⽇本語での意思疎通が困難な外国⼈住⺠に対して、各種案内や事務⼿続きなど
ができるようになった。（平成29年11⽉22⽇〜平成30年3⽉22⽇の4ヶ⽉間で利⽤実績22回）

〇 システムの学習機能により、今後はさらに正確な案内ができるようになる。

NICT委託研究「⾃治体向け⾳声翻訳システムに関する研究開発」 （平成27年度から5年間で総額7億4,900万円）の⼀部
委託元：国⽴研究開発法⼈情報通信研究機構 受託者：凸版印刷株式会社

〇 綾瀬市は約3,400⼈の外国⼈市⺠が⽣活しており、総⼈⼝に対する外国⼈⽐率は約４％となり、県内で２番⽬の
⾮常に⾼い数値となっている。

5
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ＡＩを活⽤した観光案内による業務の効率化（福井県永平寺町）

旅⾏者の来訪が特に多い観光地に観光案内所を設置し、⽇々増加する訪⽇外国⼈旅⾏者を迎える環境整備と
して、観光案内多⾔語AIコンシェルジュ導⼊により外国⼈の満⾜度の向上を⽬指す。

課 題

取 組

○ 永平寺町には、年間を通して約100万⼈もの観光客が訪れているが、観光案内所が整備されていない。
また、主要観光施設である⼤本⼭永平寺には「ZEN（禅）」を通じて、外国⼈訪問客の占める割合が年々増加傾向となって
いる。

○ そのため、観光案内所には訪⽇外国⼈旅⾏者を迎える環境整備も求められるようになってくるが、英語・中国語・韓国語
等を話せる多⾔語に対応した⼈材確保は難しい状況である。

○ ⼤本⼭永平寺の⼊⼝となる新参道の整備に併せ、参道⼊り⼝付近へ観光案内所を設置し、その案内には⼈⼯知能（Ａ
Ｉ）機能を使った「観光案内多⾔語ＡＩコンシェルジュ」を導⼊した。コンテンツは⽇・英・中・韓等の多⾔語対応で
永平寺町や隣接市の観光案内仕様となっており、国内外の観光客に永平寺や観光スポット、飲⾷店や物産品といったお
すすめ店舗などを⾃動応答させる。

○ 多⾔語対応のタッチパネル式サイネージで、各種⾔語で質問を⾏うと、梅柄の作務⾐（さむえ）姿のキャラクター
「⼩梅ちゃん」が出迎え、観光客らの質問に⾳声・画像・⽂字で答える。

成 果

○ ⼈⼿不⾜の課題に対応し、常時雇⽤に⽐べ｢ランニングコスト｣が抑えられる。
○ タッチパネル画⾯をタッチすることで情報を取得することができる。
○ 分析機能（アクセス解析、来客者数、来客者性別、管内⾏動解析等）により統計・
集計や外部機器との連携ができる。「平成30年8⽉〜平成30年11⽉間の利⽤実績 15,082⼈」

○ 今後のシステム機能強化により、さらに⾃然で正確な案内ができるようになる。

6
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ＡＩによる道路管理 （千葉県千葉市）

○ これまでは、市内で点検・補修が必要な道路の画像を、市の専⾨職員が損傷判定。
○ 専⾨職員の損傷判定結果を機械学習することにより、画像から路⾯の損傷程度をＡＩが⾃動分類する研究

を実施。道路管理の省⼒化を実現。

課 題

取 組

成 果

【新機能】機械学習による道路損傷の⾃動抽出

Copyright(C) 2017 Sekimoto lab Institute of Industrial Science, University of Tokyo

【新機能】作業に必要な資源の最適量をシステムにより⾃動算出

〇 従来の「ちばレポ※」にあった、市⺠協働での道路管理に加え、⾞載カメラで撮影した画像から道路舗装の損傷を
機械学習により、⾃動抽出する機能を追加。

〇 ⾞両の最適資源配分等の機能を組み込んだ「MyCityReport」を開発・実証。全国の地⽅⾃治体への展開を⽬指す。

○ より効率的な道路管理及び、職員の業務量（1回あたり20時間程度（4⼈×5時間））の削減が期待。

〈Ｍｙ City Report〉

※NICTから東京⼤学が受託して実証事業を実施（研究開発予算:平成28年度から３年間で総額6,800万円）

〇 職員が毎週１回、千葉市内約3,300㎞のうち約400㎞を、約４⼈の職員で3時間程度パトロール。（別途、毎⽉１回、
夜間に2⼈の職員で2時間程度実施）帰庁後は、道路損傷の発⾒、損傷程度の判定・補修の優先順位付けの作業を、
約2時間かけて実施。

※ちばレポ：スマホのアプリ。
市⺠が地域の困りごとを投稿し、市⺠間や市役所と共有することで、効率的・合理的に解決する仕組み

7
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ＡＩによる道路管理の省⼒化（北海道室蘭市）

安価な⾞載カメラおよびAI技術（路⾯画像からひび割れを⾃動検出）を活⽤し、道路のひび割れ率の検出及
びランク付けを⾏い、客観的に路⾯の健全度を把握することにより道路管理の効率化・省⼒化を実現。

課 題

取 組

○ 室蘭市が管理する道路延⻑は約440kmと膨⼤であり、限られた職員で市内全域の路⾯健全度を⾯的・網羅的に把握するこ
とは困難である。

○ 道路の⽼朽化が急激に進む中、限られた予算で効率的・効果的な維持管理を⾏うには、補修⼯事・修繕を⾏う路線の優先順
位付けが重要であるが、職員(⼈)の⽬視点検による調査結果にはバラつきがあり、精度の確保に課題がある。

○ バラつきの無い正確な調査結果を得る⼿法として路⾯性状測定⾞の使⽤が有効であるが、莫⼤な費⽤を要するため使⽤する
ことは⾮現実的である。

○ 室蘭⼯業⼤学との共同研究により、安価な⾞載カメラで撮影した路⾯画像
を⽤いて、AI技術による「路⾯ひび割れ率⾃動検出システム」を開発。

○ 約440kmの路⾯撮影を実施して、ひび割れ率を検出し、ランク別に⾊分け
してマッピングすることで可視化を図った。

成 果

○ 職員直営により、低コストで市内全域の路⾯健全度の把握が可能となる。
○ 補修⼯事・修繕を⾏う路線のスクリーニングを、AI技術による客観的デー

タを基に実施することが可能となる。
○ マッピングにより路⾯健全度を視覚的に捉えることが可能となる。

カメラの⾞載状況

ひび割れ率マッピング状況

8
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農業ビックデータのＡＩ解析による農作業の⾼精度化（北海道岩⾒沢市）

環境センシングデータ（気象、⼟壌データなど）を基としたAI解析のもと、農作業の最適化に資する各種情報
提供を⾏うなど、「未来につなぐ 強い岩⾒沢農業」の実現を⽬指す。

課 題

取 組

○ 農家⼾数や農業就業⼈⼝の減少が進み、⾼齢化の進展や⼀⼾あたりの経営⾯積も
拡⼤するなど、基幹産業である農業を取り巻く環境は厳しい状況にある。

このため、岩⾒沢農業の持続性確保に向け、経営体質の強化など「活⼒ある農業・
農村づくり」が喫緊の課題となっている。

○ 市内13か所に独⾃整備を⾏った「気象観測装置」にて取得する各種気象データ及
び栽培履歴データを基に、農作業スケジュールの最適化に向けた解析と予測情報配信
を開始。

・配信内容：病害⾍発⽣、出穂期、成熟期、収量など各種予測値
・配信対象：⽔稲、⼩⻨、⽟葱
・配信単位：50mメッシュ（50m×50m）
・配信開始：2018年5⽉

○ 2018年より、営農者ニーズへの対応に向け、データ収集機能の強化や精密化に基
づく配信対象作物の拡⼤、管理作業の最適化に向けたスケジュール管理機能の追加な
ど、スマート農業の社会実装に向けたさらなる開発検証を実施中。

・収集機能：⽣育状況監視画像、圃場別気象、⽔温、深度別⼟壌⽔分データ等

成 果

○ 従来の「営農者の経験や勘に頼る農業」から「ビックデータ・AI解析に基づくスマート農業」への転換により農作業の効率
化・最適化が進むとともに、⽣産物の付加価値形成による新たな販路獲得に向けた動きが開始されるなど、今後の基幹産業の
持続性確保・発展が期待される。

ビックデータ取得
収集・蓄積

解析

情報提供

2005年 2015年 ⽐較

農家戸数 1,743戸 1,265戸 △478戸

就業人口 3,823人 2,686人 △1,137人

平均年齢 56.3歳 57.1歳 +0.8歳

経営面積 11.3ha 16.7ha +5.4ha

農業推移

※2015年の農林業センサスの数値と10年前との⽐較

9
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GCFを活⽤したスマート農業推進による⼀次産業活性化事業（佐賀県みやき町）

〇 平成３０年度より、⼀次産業の活性化、産品のブランド化、就農者の収⼊アップを⽬標とした、AI・IoTを活⽤したスマー
ト農業を普及させる実証実験をスタート。

○ 佐賀に拠点を置く株式会社オプティムとみやき町が共同で実施し、遊休農地の有効活⽤、新規就農者の増加などを狙う。

課 題

取 組

〇 みやき町は、佐賀県内１０町の中でも２番⽬に広い耕地⾯積を有しており、農業は基幹産業となっている。⼤部分の就農者が⽶⻨中
⼼の農業を営む中、近年、後継者不⾜による就農⼈⼝の減少が直近の課題である。

〇 その実情としては、「重労働に対する対価として、⼗分な収⼊を得られない」という部分に起因した後継者減少が指摘されている。
よって、就農者の⾼齢化に加え、遊休農地も増加するという悪循環に⻭⽌めがかからないという問題に繋がっている。

〇 平成３０年度の初期的な取り組みとしては、⽶作農家の協⼒を得て、ドローンを使った圃場の撮影を⾏
い、農家が撮影した圃場の画像をクラウド上にアップロードし、それをオプティムがAIによる画像解析を
⾏い、害⾍（特にウンカ）の発⽣状況を把握する。

〇 画像解析後、害⾍の発⽣が認められる部分のみに、ドローンによるピンポイント農薬散布を⾏う。これ
により圃場全体に⾏う農薬散布に⽐べ、農薬量が1/10〜1/100に減らすことができ、局所的な少量の農薬
散布のため、残留農薬が0.01ｐｐｍ以下となり「残留農薬不検出」という産品として取り扱えるため、
「減農薬⽶＝スマート⽶」という形でのハイブランド化を⽬指す。そのうえでハイブランド化による付加
価値を付けた価格設定での販売を⾏い、新たな収⼊を農家に還元する。

〇 みやき町は、協⼒農家の紹介、GCFによる資⾦調達を担い、実証実験の円滑な運営に努める。

成 果

〇 ドローンによる圃場撮影により、害⾍の発⽣状況の把握だけでなく、「⽥まわり」と呼ばれる⽇常的な圃場の点検作業も⾏えるため、
⽣産者の労働⼒省⼒化となった。

〇 AIによる科学的解析により、収量を落とすことなく、減農薬⽶の栽培に繋がり、結果、農薬代の縮減にもつながった。
〇 ハイブランド化による新たな収⼊については、現在、継続販売中のため、⽣産者が新たな収⼊を得られるかは、まだ結果が出ていない。
〇 今後、更なる多品種で実証実験を⾏い、「農作業の省⼒化」と「産品のハイブランド化」を両⽴させていくことにより、みやき町が抱

える課題の解決に繋げていくことが最終ゴール。 10

実証実験

ＡＩによる特定健診受診勧奨モデル事業（沖縄県那覇市）

過去の特定健診受診者の問診結果、受診履歴、通院歴等及び平成30年度対象者のデータを⽤いて、ＡＩによ
る統計解析を⾏い、勧奨通知を最も効果的に送る、且つ分類分けにより最も効果的なメッセージを届ける。

課 題

取 組

○ 国保特定健診受診率向上のため、郵送、電話、訪問など様々な勧奨を実施してきたが、ここ数年受診率は横ばい。
○ 市町村の取り組みを評価する制度として、「保険者努⼒⽀援制度」が新設され、評価指標の達成度に応じて国から交付⾦が

交付される仕組みとなった。その主要な評価指標の⼀つが特定健診受診率であるため従来の取り組みを⾒直す。

○ 那覇市国保に加⼊している対象者のうち、不定期に受診している被保険者15,517⼈を抽出、4種類の通知内容に分類(※)し、
分析結果から効果の⾒込まれる9⽉に送付。さらにその中から、11⽉に再勧奨通知を10,327⼈へ送付した。

○ 勧奨者の受診率前年度⽐5%増、全体で2%増を⽬指す。30,31年度で実施。年度終了後3⽉に事業者から結果報告。

成 果
○ 1⽉時点で勧奨者の受診率は、昨年度同時期⽐で約1.9%増。全体で約0.6%増。昨年度受診率37.7%を上回る⾒込み。
○ 市が実施しているまちかど健診の予約が、送付後例年より多い状況が続いている。

※分類 頑張り屋さん :健康に気を遣い健診の意義を感じにくいタイプ
⼼配性さん :病気が⾒つかりそうだから受けたくないタイプ
⽢えん坊さん :今の⽣活が幸せで積極的に改善しないタイプ
⾯倒くさがりさん:健康だと思い健診などに興味がないタイプ

通知共通⾯ 頑張り屋さん⽤ ⼼配性さん⽤ ⽢えん坊さん⽤ ⾯倒くさがりさん⽤

11
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住⺠に寄り添う職員、
増やしませんか？

⾏政事務を
効率化！

介護（ケアプラン）
での活⽤

AIを活⽤し、ケアプランの作成を⽀
援

保育所⼊所事務
での活⽤

ＡＩの導⼊により、⾃治体職員の
保育所利⽤調整業務を省⼒化

⼈とAIのコラボレーションが、よりよい地域を創り出す

ＡＩを活⽤した⾃⽴⽀援促進（愛知県豊橋市）

○ ⾼齢者の⾃⽴⽀援やケアマネジャーの業務負担の軽減を図るため、ＡＩを活⽤し、ケアプランの作成を⽀
援する。

○ ＡＩに認定調査項⽬や主治医意⾒書の項⽬を⼊⼒することにより、ケアプランを実施した場合の将来予測
と共に推奨するケアプランを提案する。

課 題

取 組

○ 本市における2017年度の介護保険給付費は200億円に達し、2012年度と⽐較すると約29億円（16.5%）増加している。
今後も⾼齢化が進展することから、増加し続ける給付費の抑制が必要となっている。

○ 愛知県内の介護関係職種の有効求⼈倍率（2018年8⽉）は6倍を超え、全業種平均の3倍以上となっている。介護関係職種
の業務負担の軽減を図り、⼈材を確保することが急務となっている。

○ ケアマネジャーがAIに認定調査項⽬（74項⽬）や主治医意⾒書の項⽬を⼊⼒し、AIの提⽰する介護保険サービスを踏まえ
ケアプランを修正する。

成 果

○ ＡＩがケアプランを提案することにより、利⽤者の⾝体状況の改善や介護給付費抑制の他、ケアマネジャーが新たな
気付きを得ることが期待できる。

②
①

③

①、②はＡＩによる将来予測
③はプランごとの将来予測⽐較

13
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ＡＩによる保育所利⽤調整業務の省⼒化（埼⽟県さいたま市）

保育所の利⽤調整にあたり、申請者の優先順位やきょうだい同時⼊所希望などの市の割当てルールを学習
したAIが組合せを点数化。得点の⾼い組合せを瞬時に導出することにより、⾃治体職員の保育所利⽤調整
業務を省⼒化（延べ約1,500時間→数秒）。⼊所申請者への決定通知を早期発信。

課 題

取 組

〇 さいたま市では、約8,000⼈にも及ぶ保育所への⼊所申請者を市内の約300施設に割り振るに当たり、申請者の
優先順位や、きょうだい同⼀保育所⼊所希望など様々な希望を踏まえて選考。

〇 そのため、延べ約1,500時間もの時間を選考にかけていた。

〇 ゲーム理論のモデルを⽤いて、最適な保育所割当てパターンを⾒つける
AIマッチング技術を検証。

〇 ⼈⼿では延べ約1,500時間かかる保育所の⼊所選考が数秒で完了。
〇 AIで⾏った⼊所選考結果と、さいたま市職員が⼈⼿で⾏った⼊所選考結果がほぼ⼀致※。

※実証から除いた障害児加配以外は⼀致。その後、障害児加配にも対応。

〇 職員の負担を軽減するとともに、他の業務に職員を効率配置。
〇 ⼊所申請者への決定通知の早期発信により、⼊所不可だった場合の迅速な対応や、親の育児休業等から

のより円滑な復職が可能となった。

成 果

【⼊所判定の考え⽅（簡易なモデル例）】
・保育所A（空き２名）と保育所B（空き２名）がある。
・X家兄弟（⼦ども①、④）とY家兄弟（⼦ども②、③）
が⼊所を希望。

・⼊所の優先順位は、こども①＞②＞③＞④の順。
・X家、Y家とも保育所Aが第⼀希望だが、兄弟で保育所が
分かれるよりは兄弟で揃って保育所Bになる⽅を希望。

利得が最も⾼くなる組合せを瞬時に導出し、
こどもの優先順位を踏まえて最適解を即座に判断

〇 市の割当てルールを学習したAIが
組合せを点数化し、最も得点の⾼い
組合せを瞬時に導出。

【「地域IoT実装推進ロードマップ」分野別モデル】

14

実証実験

ＡＩ⾃動応答サービスによる業務効率化（⻑崎県⼤村市）

AIを活⽤し、職員が業務を⾏う上で不明な点を⾃動で応答するサービスを開始。職員の知識サポート、他課
からの問合せ対応時間の削減等を図り、全体的な業務効率化を実現する。

課 題

取 組

○ 実証実験として、各課の業務マニュアル（会計事務、財務処理
等）、他課からのよくある問合せ等をAIに学習させ、職員向けの
AIによる⾃動応答サービスを実施。（実施期間：平成30年11⽉〜
平成31年3⽉）

○ 実証実験後は、効果検証、改善ニーズ調査を⾏い、平成31年度よ
り本格運⽤、平成32年度より市⺠向けのAI⾃動応答サービス開始
を⽬指す。

成 果

○ 職員の知識サポート、他課からの問合せ対応時間の削減により、全体的な業務効率化が期待される。
○ 今後、市⺠向けのAI⾃動応答サービスを開始することにより、市⺠の利便性向上、市⺠対応の正確性向上も期待される。
○ また、⼆次的な要素として、全職員が簡易なAIサービスに触れる機会を作ることにより、今後の⾏政分野におけるAI活
⽤に有⽤な知⾒を得たり、AIに蓄積したデータを基に、新たな業務効率化のアイデアを⽣み出すことも期待される。

○ 職員は、各業務において、膨⼤な情報を管理及び整理するとともに、市⺠からの問合せに対して、迅速かつ的確に判断を⾏
わなければならないが、職員数の減少、複雑化する制度や業務等により、その負担は増している。

○ また、他課からの問合せが多い部署（財政部⾨、電算部⾨等）は、その対応に多くの時間を費やしている。

職員の問合せに⾃動で応答する「AIおむらんちゃん（※）」
※「おむらんちゃん」は⼤村市のマスコットキャラクター

15
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ＡＩによる⾃治体職員の業務⽀援（⼤阪府⼤阪市）

職員の経験年数を問わず、より的確かつ迅速な判断を⾏うことができるよう、ＡＩ（⼈⼯知能）を活⽤した
職員の業務⽀援の検証を実施。複雑な制度やベテラン職員のノウハウの中から的確な回答を表⽰するＡＩを活
⽤し、市⺠対応の時間短縮と正確性の向上をめざす。

課 題

取 組

〇 上記課題を解決するため、区役所窓⼝の⼾籍担当業務において、ＡＩによる対応⽀援システムを構築。
このシステムは、職員の知識サポートを⽬的としており、職員からの問い合わせに⾃動応答する。

※窓⼝業務ではなく、バックヤード
での「審査」「判断」業務を担当す
る職員が端末にテキスト⼊⼒した質
問に対し、ＡＩが的確な回答や参考
関連情報を画⾯上に提⽰。

〇 体系的な⼈材育成や、ベテラン職員が培った専⾨的な知識や経験の次世代への継承が期待される。
また、経験の浅い職員でもＡＩを活⽤することで、市⺠対応の時間短縮と正確性の向上が図られる。

＜利⽤イメージ＞

成 果

〇 ⼾籍業務は関係法令が多く、複雑な事例も増加傾向にあることから、職員は市⺠の届出や問い合わせに対して審査
や判断に多くの時間と労⼒を費やすことになり、負担となっている。

〇 また、職員の⼤量退職、短いサイクルでの⼈事異動、派遣職員の増加などによって、⼾籍業務においては体系的な
⼈材育成、ベテラン職員が培った専⾨的な知識や経験が次世代への継承が⼗分ではない状況がある。

16
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⾳声書き起こしソフトによる会議録作成⽀援（愛知県東郷町）

これまでは、各課で主催する会議等について、ICレコーダーで録⾳し、⾳声を聞きながら職員が⽂字⼊⼒
を⾏っていた。⾳声書き起こしソフトを使⽤することにより、職員の事務負担軽減に寄与するのか検討。

課 題

取 組

○ 会議録を作成する際、ICレコーダーで録⾳し、⾳声を聞きながら職員が⼿作業で⽂字⼊⼒を⾏っていたため、時間の⻑い会
議では膨⼤な時間をかけて作成している。

○ 前年度開催した会議のうち、会議録を作成している業務について、各課に対して事前調査を実施。
⇒ 調査の結果、前年度は会議録作成に全体で約1500時間という膨⼤な時間を要していることが判明。

○ ⾳声書き起こしソフトの精度を確認するため、原課と調整し、各会議で実証実験を実施。
○ これまではICレコーダー１つで録⾳していたが、マイクスピーカーを使⽤し⾳を集⾳、集⾳した鮮明な⾳をICレ

コーダーで録⾳、録⾳した⾳声を⾳声書き起こしソフトを⽤いて、⽂字起こしを実施。

成 果

メリット
○ これまで数時間かけていた議事録作成が数分で完了。
○ ⽅⾔などについても、事前に登録することで対応が可能。
デメリット
○ 実証実験では２種類のマイクスピーカーを使⽤した。

① 会議体の中⼼に設置し、３６０度の⾳を集⾳するもの（無指向性）。
② 発⾔するときにマイクを使⽤し、⼀⽅向の⾳のみを集⾳するもの（単⼀指向性）。

⇒ 無指向性のマイクでは、鮮明な⾳を集⾳できず、⾳声書き起こしソフトを使⽤しても⽂章にならなかった。
しかし、単⼀指向性のマイクでは⼈間による⼿直しは多少必要なものの職員の事務負担軽減に寄与する

可能性があった。

変
化

議事録の作成が速
く終わったから別の

仕事をやろう‼

17
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○ ⾏政経営資源が限られていく中、市⺠サービスを維持し、質を向上させていくには、働き⽅を⾒直す必要がある。
定量的かつ継続的に業務の流れなどの実態を可視化することで、気づきを⽣み、より⼀層のマネジメント体制を強化し⾏動を
変える。また、⼈の判断を要しない業務などは標準化し、⾃動化可能な業務はRPAなどのテクノロジーを活⽤することで、確
実に働き⽅改⾰を推進していく。

○ 特定部署において下記の観点で3ヶ⽉間のパソコン操作ログをAIに
より分析する実証実験を実施
・業務内容と流れ、業務に要している時間、繰り返し作業の量など
働き⽅の実態を可視化し業務の偏りや、効率化すべき業務などを
把握

○ 漠然と把握していた業務や繰り返し作業の量、業務の偏りを数値に
より明確化できた。

○ 既にＲＰＡを試⾏導⼊していた業務において、その効果を継続的に
発揮できることが確認できた。また、新たにＲＰＡに適する業務を
抽出できた。

○ 業務や繰り返し作業の量、業務の偏りなどについて定量化された数
値を共有することで、マネジメント体制を強化できることが確認で
きた。

ＡＩで職員のパソコン操作ログを分析（兵庫県宝塚市）

ＡＩでパソコン操作ログを分析（実証実験）。職員の働き⽅を⾒直すため、業務の流れなどの実態を可視化
し、業務課題やＲＰＡに適する業務などを抽出するとともに、マネジメント体制の強化を図る。

課 題

取 組

成 果

パ ソ コ ン
操 作 ロ グ

分 析

RPAの導⼊課題の可視化 マネジメント強化

LOG

働き⽅が⾒える！

働き⽅改⾰を推進！働き⽅改⾰を推進！

市⺠サービスの維持・質を向上！市⺠サービスの維持・質を向上！

労 働 時 間 も
適 切 に 管 理
出退勤時間と

パソコン使⽤時間
の突合なども想定

実労働時間
業務内容

業務の流れ
業務の偏り繰り返し業務

18
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課 題

取 組

○ 「働きやすい職場づくり」を実現し職員の業務負担を削減するとともに、より質の⾼い区⺠サービスを提供するため、AIを
はじめとするICTを区業務へ積極的に導⼊する必要がある。

成 果

○ AIによる議事録作成⽀援（平成30年5⽉運⽤開始）
区に設置された300を超える会議体の議事録を、AIの⾳声認識や機械学習の技術を活⽤した

議事録作成⽀援ツールを⽤いて⾃動でテキスト化。職員が1時間の会議につき3〜4時間程度か
けて作成していた議事録を、30分〜1時間程度で作成完了。
・議事録の⾳声データと編集済みのデータをAIに学習させることにより認識精度を向上

○ 議事録作成⽀援ツールは平成30年5⽉の導⼊から現在までに約200の会議で活⽤されている。
○ 保育所AIマッチングでは職員が業務にかける時間の削減及び、⼊園内定通知早期発送の効果が⾒込まれている。

○ 保育所AIマッチングシステム（平成30年7⽉~9⽉実証実験実施）
兄弟姉妹の⼊園や利⽤調整基準等のルールをAIに学習させ、保育所⼊所選考をAIがマッチン

グする実証実験を7⽉から5回実施。
・職員約15⼈が3⽇間程度をかけて判定していた選考業務をAIが数分で完了
・5回の実証実験により、職員とシステムがそれぞれ判定した結果が100％⼀致
・平成31年度の導⼊に向けAIシステムを構築中

19

本格導⼊実証実験

港区は「区⺠サービスの向上」と「働きやすい職場づくり」を実現するため、AIや業務の⾃動化など
ICT（情報通信技術）を積極的に活⽤し、港区ならではのサービス提供に努めている。

「港区ＡＩ元年」におけるICT導⼊事例（東京都港区）２
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ＡＩによる国⺠健康保険レセプト内容点検業務⽀援（福岡県⽷島市）

国⺠健康保険レセプト（診療報酬明細）の内容点検（医科・⻭科・調剤・ＤＰＣ）業務にレセプト内容点検
システム（ＡＩ）を活⽤し、これまでの点検職員による⽬視点検と併⽤することにより、点検業務の効率化、
点検効果の向上を⽬指す。

課 題

取 組

○ 現在、点検職員５⼈で年間約４９万枚のレセプトの内容点検を実施している。
○ レセプト点検業務には、専⾨的知識の習得や経験が求められるが、点検職員によって知識・経験に差がある。しかしなが
ら、点検技能向上や平準化のための⼗分な研修が実施できていない。

○ レセプト内容点検財政効果率が減少している。

○ レセプト内容点検システム（ＡＩ）（NTT データ九州「レセプト
点検⾃動化サービス」）を導⼊し、点検職員による⽬視点検と併⽤し
点検を実施。
（平成３０年１１⽉と１２⽉にトライアル使⽤を⾏った。システム
による点検に要した時間：各⽉約１.５⽇（抽出⾃体は１時間、登録
作業に１.５⽇弱））

○ 毎⽉、システムの学習機能更新により点検⽔準が向上する。
（診療報酬改定にもすみやかな対応が可能である。）

成 果

○ システム導⼊及び、システムの点検観点向上により、点検
業務のコスト削減、効果向上が期待される。

20

実証実験

その定型作業
ロボットに代替できませんか？

Robotic Process Automation
⼈間が⾏ってきた定型的なパソコン操作を
ソフトウェアのロボットにより⾃動化する

⾏政事務を
効率化！

市⺠課、介護保険課
の業務での活⽤

市⺠課、介護保険課のシステム出
⼊⼒業務等において、
ロボットが⾃動で作業

税務課の業務での活⽤
個⼈住⺠税のシステム⼊⼒業務に
おいて、AI-OCRとRPAを活⽤し、
ロボットが⾃動⼊⼒
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ＲＰＡによる業務プロセスの⾃動化（茨城県つくば市）

Ｒ
Ｐ
Ａ
導
⼊

例）市⺠窓⼝課での異動届出受理通知業務
（住⺠からの届出に基づき住所変更の⼿続を⾏った際、本⼈確認書類が不⾜している届出者について、本⼈の意思に相違がない届出であるかを確認するため、

変更前の住所地に「受理通知」を送付。年間約1,700件。住⺠異動が集中する3 ⽉中旬から4 ⽉中旬の繁忙期には⼤量の処理が発⽣。）

【実証後】発送簿作成をRPA化。
職員の作業時間は約14時間に！（約83％削減）

 RPA化により⼊⼒ミスが減少
 単純作業をRPA化することにより職員は住⺠サービスに集中
 研究結果を基に５課（平成31年1⽉現在）で導⼊

 職員は業務時間の削減よりも「操作ミスの削減」、「作業
時間中に⼿を取られない」効果をより実感し、時間の有効
活⽤の点で⾼く評価

【これまで】職員が受付・発送簿作成・決裁・発送を実施。
年間約85時間を要した。

職員へのアンケート等をもとに、定型的かつ膨⼤な作業量が発⽣する業務を抽出し、業務量・難易度・RPAの
導⼊効果・汎⽤性の⾼さを勘案して選定した市⺠窓⼝課・市⺠税課業務等について、RPAを活⽤した定型的で膨⼤な
業務プロセスの⾃動化をテーマに官⺠連携による共同研究を実施。
※⼊⼒・登録、確認・照合等の年間処理時間：市⺠窓⼝課 9,024時間、介護保険課 6,550時間、消防指令課4,000時間、国⺠健康保険課 2,411時間・・・

22

成 果

課 題

○住⺠に最も近い距離にある基礎⾃治体の業務には、定型的かつ膨⼤な作業量を伴う基幹的業務が数多くある。これらの業務は、時期
による業務量の変動が⼤きい上、劇的な効率化が難しく、⼈的リソースが割かれる業務として、処理に苦慮していた。加えて当市は、
今後も⼈⼝増加が⾒込まれ、負担が増⼤してくことが予想されていた。

取 組

本格導⼊

OCR-RPAによるシステム⼊⼒業務の省⼒化（愛知県⼀宮市）

個⼈住⺠税の「給与⽀払報告・特別徴収に係る給与所得者異動届出書（第18号様式）」のシステム⼊⼒業務を
OCRとRPA（Robotic Process Automation）を組み合わせ、ロボットが⾃動⼊⼒することで省⼒化を実現。

課 題

取 組

○ 給与⽀払報告・特別徴収に係る給与所得者異動届出書（以下「届出書」という。）
はeLTAX（地⽅税ポータルシステム）での提出が５％程度と少ないため、印刷後郵送
された届出書と併せて住⺠税システムに⼊⼒している。

○ 従業員の退職や転勤による届出が多い3⽉〜5⽉は、住⺠税賦課業務の繁忙期
と重なるため、職員の⼤きな負担になっている。

○ 届出書のデータ化・RPAによる⾃動⼊⼒に関する実証実験を実施。
○ 紙の届出書をOCR装置でスキャンし、OCRソフトでイメージから

データ化したものを、ロボットが住⺠税システムへ⼊⼒。
○ 事業所の独⾃様式でレイアウトが異なる帳票・⼿書き帳票などデータ化が困難であったものは職員が⼊⼒。

成 果

○ 年間18,000件提出される届出書の⼊⼒：592時間が、OCRとRPAの
利⽤により398時間に短縮され、年間194時間の職員負担が軽減できる。

○ 帳票レイアウトの⼯夫や帳票定義追加等の改善により、OCRの読取り
精度を⾼めれば、年間438時間の負担軽減が期待できる。

○ 2019年2⽉から本格導⼊し、ロボットによる⾃動⼊⼒で省⼒化を実現。

OCR-RPA導⼊イメージ

職員負担の⽐較 23

実証実験
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ＲＰＡによる⾃治体業務の省⼒化（熊本県宇城市）

ＲＰＡ（Robotic Process Automation）を活⽤し、 平成29年度は「ふるさと納税」と「時間外申請（時間
外勤務⼿当計算）」の業務について実証、平成30年度は本格導⼊によってＲＰＡによる⾃動化範囲を拡⼤。

課 題

取 組

成 果

○ 職員給与、ふるさと納税、住⺠異動、会計、後期⾼齢、⽔道の６分野の作業を⾃動化し、
職員の作業負担軽減を⽬指す！

※基本的には、システムへの⼊⼒とシステムからの出⼒（データ作成）であるが、
住⺠異動では、職員を補助・⽀援するＲＰＡの構築を実施。

○ 年間約1700時間の削減効果を⾒込んでいる。
○ 削減できた時間をほかの業務時間に充てることで、住⺠サービスの向上を

図る。
○ ⼊⼒ミスや⼿戻りを防ぐことができ、業務改善につながる。

ＲＰＡ導⼊による業務削減（試算）

○ 「職員給与」・「会計」においては、担当課が作成したエクセルデータをシステム⼊⼒への活⽤
○ 「ふるさと納税」において、ネットワーク強靭化によるデータ処理に係る作業時間の増加
○ 「後期⾼齢」・「⽔道」においては、システムから必要な情報を取得し、⼈⼿でエクセルデータを作成

実証実験説明会の様⼦

平成29年度業務改⾰モデルプロジェクト実施団体:約1,400万円
平成30年度⼀般財源

本格導⼊

24

｢港区ＡＩ元年｣におけるICT導⼊事例（東京都港区）３

港区は「区⺠サービスの向上」と「働きやすい職場づくり」を実現するため、AIやRPAによる業務の
⾃動化など、ICT（情報通信技術）を積極的に活⽤している。

課 題

取 組

○ 港区の⼈⼝は、平成8年時点の約15万⼈から増加を続け平成29年には25万⼈を超え、2027年には30万⼈に達すると推計さ
れている。⼈⼝増などに対応し、ICTを活⽤して質の⾼い区⺠サービスを提供するとともに、業務を効率化し働きやすい職場づ
くりを進めることが課題。

成 果

○ RPA（平成30年2⽉運⽤開始、平成30年度内導⼊7事務）
①職員の超過勤務管理事務 ②産前産後家事・育児⽀援サービスの申請処理
③公会計システム向けデータ作成 ④コミュニティバス乗⾞券申請書AI-OCR及びシステム⼊⼒
⑤保育園⼊園事務 ⑥職員の出退勤管理事務
⑦契約事務

○ RPA7業務及びAI-OCRの導⼊により、年間約2000時間の職員業務時間の削減を⾒込んでいる。
○ 削減された業務時間を区⺠サービス向上のための業務に充てるなど、ICTの更なる活⽤による業務効率化を進める。

申請書
ＡＩ－ＯＣＲ

○ AI-OCR（平成30年9⽉運⽤開始）
コミュニティバス乗⾞券申請書（年間約25000枚）をAI-OCRで読取りCSVデータで出⼒の上、RPAを⽤いてシステムに⾃動

⼊⼒及び受付簿出⼒を⾏う。AIで住所・⽒名等の⽂字を学習させることにより、読取り精度の向上を図る。

25

本格導⼊
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ＲＰＡ・ＡＩ OCRによる窓⼝業務改⾰（和歌⼭県橋本市）

○ 職員配置の適正化に向け、申請書等のAI OCRによる⾃動取り込み、RPAによる単純作業の⾃動化による定
型的作業の削減を推進。

○ 91の候補業務を選定し、RPA等の適⽤可能性が⾼く効果が期待できる11業務にRPA等を適⽤。
○ 特に税務関係事務で効率化が実現でき、税務関係含めた窓⼝業務及び給与等内部事務への横展開を推進。

課 題

取 組

○ 税に関する業務には、住⺠等からの申告書類を受理し、その内容を1件毎にシステム⼊⼒するものがある。
○ 特に軽⾃動⾞税に関わる廃⾞／転出の登録は、⽉430件（年間約5,200件）程度について、対象となる⾞両情報の検索・シス

テム⼊⼒・確認⽤ハードコピーの取得を1件づつ職員が⾏なっていた。

○ J-LIS提供の廃⾞データを利⽤
し、システムへの⼊⼒をRPAに
より⾃動化。

○ 他の業務についても、同様に
RPA等の適⽤を⾏い、他業務へ
の横展開を検討。

成 果

○ 軽⾃動⾞税の廃⾞登録業務で
は、年間86.6時間の作業時間
削減。申請の多い業務繁忙期
に他のコア業務へリソースシ
フトが可能。

○ 給与や市営住宅管理など、効
率化が期待できる事務に、順
次展開。

平成30年度業務改⾰モデルプロジェクト実施団体:約1,545万円

どのようなプロセスか 何を使うか RPA適⽤前 RPA適⽤後

1 廃⾞の書類を申請書
類から抜き出す

2 対象⾞両をシステムか
ら検索し、廃⾞情報を
⼊⼒する

軽⾃動⾞
税システム

3 システムで⼊⼒した結
果について確認⽤ハー
ドコピーをとる
※別の情報があれば2
に戻る

軽⾃動⾞
税システム

（省略）

4 ⼊⼒内容を確認する

430件/⽉

職員

職員
PC

職員

職員

申告書類

廃⾞書類
J-LIS
廃⾞情報

軽⾃動⾞税
システム

軽⾃動⾞税
システム

廃⾞書類 廃⾞情報

確認⽤
ハードコピーPC

廃⾞書類 確認⽤
ハードコピー

職員 職員
廃⾞情報

軽⾃動⾞税
EUCデータ

26

実証実験

ＲＰＡ導⼊による業務の効率化（⽯川県加賀市）

第3次加賀市⾏政改⾰⼤綱に定める「IT（IoT）技術を活⽤した業務の効率化」を推進するため、「定型業
務」や「⼤量処理業務」へのRPA※導⼊を推進し、事務改善や時間外勤務の縮減を図る。

課 題

取 組

○ 地⽅創⽣を推進するため、地⽅公共団体に求められるものが⼤きくなる中、限られた職員でより効率的に業務を進める必要
がある。

○ 職員が多くの時間を費やしている「定型業務」や「⼤量処理業務」について 、業務の効率化が求められている。

○ 平成29年度に、「時間外勤務集計業務」、「契約管理システムと電⼦⼊札システムの相互連絡事務」、「財産貸付・使⽤許
可事務」を対象としてRPAのパイロット版を導⼊し、効果検証を⾏った。

○ パイロット版による検証結果を踏まえ、平成30年度には、パイロット版の3業務に合わせ、「⼯事検査情報⾃動連係事務」
の本格導⼊を⾏っている。

成 果

○ パイロット版による効果検証では、業務改善を合わせて⾏うことで約74%の⼯数削減が⾒込まれる結果となった。

※RPA（Robotic Process Automation）とは、「パソコン上で処理する⼀連の定型的な作業を、⾃動化するツール」のこと。

時間外勤務集計業務

契約管理システムと電⼦⼊札システム
の相互連絡事務

財産貸付・使⽤許可事務

業務名称 RPA化による効果

100時間/年→ 71時間/年
約29％の⼯数削減

業務改善+RPA化による効果

169時間/年→ 54時間/年
約68％の⼯数削減

96時間/年→ 52時間/年
約46％の⼯数削減

100時間/年→ 23時間/年
約77％の⼯数削減

169時間/年→ 22時間/年
約87％の⼯数削減

96時間/年→ 51時間/年
約47％の⼯数削減

パイロット対象
3業務の効果⾒込み

365時間/年→177時間/年
約52%の⼯数削減

365時間/年→96時間/年
約74%の⼯数削減

27

実証実験 本格導⼊
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⾃治体業務へのＲＰＡ導⼊スキームの構築（新潟県⻑岡市）

○ RPA（Robotic Process Automation）を活⽤し、９課で試験導⼊を⾏った。
○ ２ヶ⽉のシナリオ作成期間で、６課25業務で計2,028時間/年もの業務時間削減効果が得られた。
○ 原課職員⾃らシナリオ作成でき、さらには⾃発的なRPA化も起こり、現場に即した業務改善につながった。

課 題

取 組

○ 他市での事例と同じように⾃動化できる可能性は案外低く、対象業務は⾃分たちで探さなければいけない。
○ RPAが業務改⾰に有⽤であることは認識しているものの、どの業務に導⼊できるのか、導⼊スキームをどうするか、

費⽤対効果は⾒込めるか、について考えると導⼊に⼆の⾜を踏んでしまう。
○ 「システム構築に⽐べ安価な汎⽤ソフトである」「職員がシナリオを作成できる」といった特性を活かした導⼊

（これまでシステム化できなかったような⼩規模業務への導⼊など）を模索できないか。

○ 試験導⼊に際しては、業務に携わる原課職員がシナリオを作成すること
を基本として、情シス部⾨職員やSEが適宜補助する体制で実施。

○ 対象課は、導⼊の核になることが⾒込める中規模(⼤規模ではない)業務
があり、かつPC操作に親和性のある若⼿職員が在籍する課を選定。

○ 試験導⼊にあたっては、核となる業務のRPA化だけでなく、各課でRPA
化できそうな業務を⾒つけてもらい、⾃発的なシナリオ作りを促す。

成 果

○ 約２ヶ⽉のシナリオ作成期間で、９課のうち６課の25業務で実⽤化の⽬処が⽴ち、合計2,028時間/年もの業務
時間削減を⾒込めることが判った。また、時間外勤務の減少や事務の正確性の担保などのメリットを実感できた。

○ 適切な技術⽀援があれば、原課職員が直接シナリオを作ることができ、さらには原課職員がRPAに合わせた業務
フローの⾒直しを⾏ったり、部分的な導⼊でも⼤きな効果を⾒込めるアイデアが出るなど、現場に即した業務改善
につながった。

▲実際に導入に携わった職員が報告する場を設け、全庁に啓発

28

実証実験

ＲＰＡによる農地情報の⾃動⼊⼒（福岡県宗像市）

農耕地の賃貸借権の設定状況や利⽤状況について、農地情報公開システム（全国農地ナビ）へのデータ⼊⼒
をＲＰＡで実施。

課 題

取 組

○ 賃貸借権設定状況：システムへのｃｓｖ⼀括取込ができないため、１件ずつ⼿⼊⼒しなければならない
最⼤1,800件、１件あたり作業時間 約１０分 ⇒ 300時間

○ 農耕地の利⽤状況：システムへのｃｓｖ⼀括取込はできるが、取込データの作成に⼿間がかかる
約23,000件、１件あたり作業時間 約3分 ⇒ 1,150時間

○ 賃貸借権設定状況：
宗像市農家台帳システムの個別画⾯から
必要な情報をＲＰＡで⼊⼒

成 果

○ 合計1,450時間想定の⼊⼒業務が約４０時間で完了
○ 機械による⾃動作業のため、⼊⼒ミスなし

宗像市農地台帳 利⽤状況調査結果

合計1,450時間

○ 農耕地の利⽤状況：
地図に⼿書きされた情報から職員が⼿でエクセルを作成。

エクセルから農地情報公開システムに取り込めるデータをＲＰＡで作
成し、⼀括取込

農地情報公開システム

農地台帳システム
の個別画⾯

職員が⼿で作成し
たエクセルデータ

取込⽤CSV

取込⽤CSV
ＲＰＡ

農地情報公開システム

ＲＰＡ ＲＰＡ

29

実証実験
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○ 泉大津市における検討では、RPAを活用することで、実現できるパターンの一例として、以下のシナリオが提
示されている。

1

ＲＰＡの導入効果の例①

出典：泉⼤津市提供資料

資料23

ＲＰＡの導入効果の例②

【出典】つくば市・NTTデータグループ公表資料、各種報道資料等を基に総務省作成 2

業務名 現状（年間） RPA導⼊後（年間） 削減時間 削減率

個⼈住⺠税 年⾦情報異動⼊⼒ 240時間 48時間 192時間 80.0％

個⼈住⺠税 特別徴収異動届 592時間 398時間 194時間 32.8％

個⼈住⺠税 年度切替処理⼊⼒ 201時間 53時間 148時間 73.6％

事業所税 事業所税申告書⼊⼒ 15時間 6時間 9時間 60.0％

合計 1,048時間 505時間 543時間 51.8％

愛知県⼀宮市（市税業務におけるRPA実証実験結果）

茨城県つくば市（RPA実証実験結果）

業務名 年間件数 削減時間 削減率

住⺠登録 転⼊通知投⼊事務 10,000件 444時間26分 88.9％
→ それ以外の業務も合わせた市⺠窓⼝課の合

計 16,000件 511時間06分 85.2％

法⼈市⺠税 法⼈番号情報の個別登録業務 2,800件 31時間06分 100.0％

個⼈住⺠税 特別徴収⽅法の切替処理業務 14,300件 278時間03分 77.8％

個⼈住⺠税 確定申告書の重複処理業務
（有効無効判定） 6,000件 66時間40分 66.7％

→ それ以外の業務も合わせた市⺠税課の合計 32,601件 470時間43分 79.5％

合計 48,601件 981時間49分 82.4％
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○ 泉大津市において、比較的業務が多い課を対象に、優先的にBPRを実施し、業務量の把握や業務の種類等
を把握。BPRの対象職員数は、市職員の約半数を占める。

泉大津市の職員数

1出典：泉⼤津市提供資料

課名 正職員 嘱託員・
臨時職員 合計

政策推進課 6 1 7
地域経済課 7 0 7
危機管理課 6 1 7
秘書広報課 5 3 8
⼈事課 6 3 9
市⺠協働推進課 4 1 5
⼈権くらしの相談課 4 2 6
総務課 6 2 8
財政課 6 0 6
税務課 27 5 32
市⺠課 12 6 18
資産活⽤課 4 1 5
福祉政策課 6 1 7
⾼齢介護課 12 16 28
障がい福祉課 8 2 10
⽣活福祉課 15 11 26
⼦育て応援課 16 12 28
こども育成課 7 8 15
健康づくり課 6 1 7
保険年⾦課 14 5 19

課名 正職員 嘱託員・
臨時職員 合計

都市づくり政策課 11 2 13
建築住宅課 7 1 8
⼟⽊課 15 4 19
環境課 9 1 10
⽔道課 11 2 13
下⽔道課 9 2 11
会計課 5 3 8
教育政策課 8 0 8
指導課 10 4 14
⽣涯学習課 6 2 8
スポーツ⻘少年課 5 4 9
市議会事務局 6 0 6
選管・監査・公平・農
委事務局 5 0 5

合計 284 106 390

うちBPR対象課 132 74 206

資料24

○ 泉大津市において、各課の個々の作業を、事務分類（受付、相談、入力、交付等）ごとの業務量で分析した結
果、現状は入力や確認作業等の事務作業が半分程度以上と多く、一方で相談、審査、訪問、事業計画などは２
割弱。

泉大津市における現在の業務①

2

課別 事務分類ごとの業務量の割合

いずれの課も1〜2割程度

訪問関係は１割程度にとどまっている

※1 ⼊⼒、確認、帳票作成、データ抽出、書類整理、他機関との連携、統計/集計
⼊⼒が約４割近くに上る

出典：泉⼤津市提供資料
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○ 職員に対して、自分の業務における「職員が実施すべき業務（コア業務）」の割合をアンケートで調査した結果、
保険年金課、生活福祉課、人事課においては、職員以外による実施について検討余地があるノンコア業務が7
割強を占める結果になっている。

○ また、高齢介護課では、非正規職員及び嘱託職員が「職員が実施すべき業務」を実施している。

泉大津市における現在の業務②

3出典：泉⼤津市提供資料

雇⽤形態別 コア/ノンコア業務量の割合

正規職員 ⾮正規職員 嘱託職員

⾼齢介護課(⻑寿推進係）
 ⽣活⽀援サービス等 (1,468時間)
 介護予防に関する動画作成 (734時間)
 会議/イベントにおける企画・⽴案、各種調整、当⽇運営、
アンケート・議事録作成等 (1,958時間)

ノンコア業務が7割強を占めている
⾼齢介護課(⻑寿推進係）
 介護予防に関する⼀時訪問

(110時間)

年間業務量（時間） 年間業務量（時間） 年間業務量（時間）
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※○としている事務については、実証段階のものもある。

業務 作業 概要 業務量 事務分類 A B C D E F G A B C D E F G

固定資産税 課税客体
把握

登記済通知書
の整理（土地、
家屋）

登記済通知書の受領 法務局から登記済通知書を受領す
る。 27 連携

発行済通知一覧との照合 発行済通知一覧と登記済通知書を
照合し、通知漏れがないか確認す
る。通知漏れがある場合は法務局
に登記簿謄本を請求する。発行済
通知一覧のコピーをとっておく。

27 確認

登記済通知書の分類 登記済通知書の整理をする。
214 書類整理

他部署からの
情報提供（土
地、家屋）

各種情報の受領 他部署から土地、家屋に関する情
報を受領する。
（住宅都市部門から建築確認申請
情報、解体工事情報、農業委員会
から農地転用情報等）

18 連携

各種データ登録 建築確認申請情報、解体工事情
報、農地転用情報等をシステムに
登録する。

18 入力

確認、状況把握 受領した情報や登録データより、土
地や家屋の状況を把握する。

143 確認

申告書等の送
付（償却）

新築事業家屋の確認 新築事業家屋の情報を法務局の登
記済通知や建築確認申請により確
認する。

18 確認

法人市民税の新規事業所の確
認

法人市民税の新規分法人を確認す
る。（年1回のバッチなどを想定。必
要に応じて、1月にバッチを手作業
にて動かす）
（※新築事業家屋の確認と並行し
て実施）

18 データ抽出/整理/加工

税務署調査結果（事業所）の受
領

税務署調査により事業者の情報
（新規分・在来の変更分）を紙資料
で受領する。

71 連携

税務署調査結果（事業所）の入
力

Excelに事業者情報を入力する。
71 入力

対象者確認 Excelにて対象者を抽出し、システ
ムで抽出した昨年度の対象者と比
較して確認する。

71 確認

宛名の貼り付け作業 申告書へ宛名の貼り付けを行う。 36 交付/通知
封入・封緘 申告書等を封入・封緘する。 36 交付/通知
申告書の発送 料金後納郵便差出票を作成し、郵

便局に搬入し、
発送する。

36 交付/通知

不着調査 不着調査 不着により返戻された申告書の情
報確認をする。返戻された申告書
の情報を記入する。

160 確認

申告書不着分の再送付 転居先・送付先が判明したものを再
送付する。

107 交付/通知

未申告調査（償
却）

対象者抽出
53 データ抽出/整理/加工 ○

税務署情報確認 税務署へ行き、対象者の情報を確
認する。

71 確認

調査 申告内容とあってるか、課税客体
があるか等の確認・調査を行う。

53 確認

未申告者への
督促

対象者抽出 宛名のExcelから対象者を抽出す
る。

18 データ抽出/整理/加工

督促はがきの作成 宛名の貼り付けを行う。 53 交付/通知
督促はがきの発送 18 交付/通知

課税台帳登録、
修正（土地）

登記申請の受付
45 申請受付

審査 45 審査/決裁
調査対象抽出 45 データ抽出/整理/加工
調査資料作成 登記申請、GISの情報、図面をもと

に調査資料を作成する。
89 帳票作成

現地調査 178 訪問、調査
計算、情報整理 312 データ抽出/整理/加工
修正内容入力 システムへ修正内容を入力する。 178 入力

課税台帳登録、
修正（家屋）

登記申請の受付 法務局から登記申請書を受領す
る。 29 連携

審査 29 審査/決裁
評価物件の把握 建築の概要と見比べて、評価物件

の把握を行う。
98 確認

調査依頼書出力 システムから、調査依頼書を出力
する。

39 帳票作成

調査依頼 調査依頼書を送付して、調査依頼
を行う。

98 連携

現地調査
245 訪問、調査

調査結果入力 システムに調査結果を入力する。 196 入力
評価内容確認 入力した内容を確認する。 147 確認
データ連携 家屋システムからUSBで対象デー

タ（CSV）抜き、基幹システムへデー
タを取り込むことで反映する。

49 データ抽出/整理/加工

取込データ確認 49 確認
補充課税台帳
登録（土地、家
屋）

申請書受領
45 申請受付

申請内容確認 45 申請受付
補充課税台帳出力 システムから、補充課税台帳を出

力する。
45 帳票作成

変更箇所の修正 補充課税台帳に変更内容を追記す
る。

134 入力

変更内容入力 システムへ変更内容を入力する。 89 入力
読み合わせ 89 確認

相続人代表者
の指定

対象者抽出

住基システムで死亡者を抽出し、確
認する。
納税者リストと死亡者を突合して、
対象者を抽出する。

53 データ抽出/整理/加工

相続人調査 125 訪問、調査

税務課業務におけるＡＩ・RPAの活用状況の比較

課名： 税務課（固定資産税係）

事務

AI RPA

資料25
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業務 作業 概要 業務量 事務分類 A B C D E F G A B C D E F G事務

AI RPA

指定届出書作成
Excelにて指定届出書を作成する。

36 交付/通知

指定届出書送付
対象者へ指定届出書を送付する。

36 交付/通知

指定届出書（返戻）の受領
対象者から指定届出書を受領す
る。

18 連携

指定通知の作成
指定届出書が返戻されない場合
は、ExcelやWordにて指定通知書を
作成する。

36 交付/通知

指定通知書の送付 18 交付/通知

宛名の登録
※宛名の取得後、所有権移転を行
う。

36 入力

所有権移転（土
地、家屋）

移転通知書の受領
法務局から移転通知書を受領す
る。

71 連携

課税台帳出力 143 帳票作成
変更箇所の修正 課税台帳に変更内容を追記する。 214 入力
変更内容入力 システムへ変更内容を入力する。 143 入力
読み合わせ 143 確認

評価 償却資産評価
項目登録（償
却）

申告書の受領
窓口持参の申告書や郵送分、法人
税務課からの回送分を受領する。 25 連携

受付印の押印
開封作業を行い、申告書及び控用
に受付印を押印する。 19 書類整理

控用申告書の返送
受付印を押印した控用申告書を返
信用封筒に封入し返送する。

31 交付/通知

受付日入力
受付簿（Excel）へ受付日（届日）を
入力する。

31 入力 ○

申告書の精査・問い合わせ
申告書の内容を精査し、疑義分に
ついては問い合わせを行う。 156 確認

入力依頼
一部の内容について、申告書を委
託事業者に送り、入力を依頼する。 94 連携

申告情報の入力
上記以外の内容について、申告書
に記載された情報・増減明細の入
力を行う。

31 入力

入力データ受領
委託事業者から、入力データ
（CSV）、申告書を受領する。

19 連携

申告情報の取り込み



入力データをシステムに取り込む。
取り込みエラーがあれば、確認をし
て修正する。

62 入力

入力内容確認
入力した内容を申告書と照合して
確認する。

94 確認

申告書の仕分け
申告区分ごとに、申告書の並び替
えを行う。

62 書類整理

当初処理結果
の縦覧

当初処理
当初処理を行う。

0 入力

縦覧帳簿の受領
委託業者から縦覧帳簿を受け取
る。

71 連携

縦覧 18 確認
土地評価項目
登録、鑑定評価
価格登録（土
地）

各種調査・対応

評価替えの前年度に各種調査・対
応を実施する。

・利用状況・都市計画の用途につい
て，現地及び机上にて調査する。
・用途地区及び状況類似地域の区
分について必要に応じ見直しを行
う。
・状況類似地域内に標準宅地を１
箇所選定する。

160 訪問、調査 △

状況類似地域区分図の作成
用途地区及び状況類似区分を示し
た図面を作成する。

0 帳票作成

不動産鑑定委託資料作成
選定した標準宅地について，不動
産鑑定評価書作成業務委託に向
けた資料の作成する。

13 帳票作成

不動産鑑定業務委託
作成した資料を基に委託料の積算
を行い，業者へ業務委託する。

13 連携

鑑定評価価格の受領
委託した業者より，不動産鑑定価
格を受領する。

13 連携

不動産鑑定価格（メモ価格）の電
不動産鑑定士が算定した不動産鑑
定価格（メモ価格）を受領し電算に
登録する。

13 入力

他市との調整 13 連携

不動産鑑定士との調整
必要に応じ、不動産鑑定士との調
整を行う。

13 連携

不動産鑑定価格（最終）の電算へ
調整終了後、最終的な不動産鑑定
価格を受領する。

13 連携

読み合わせ 13 確認
価格構成要因
の整理、路線価
決定（土地）

打ち合わせ

委託業者とは定期的な打ち合わせ
を実施する。

160 会議/イベント

情報提供
委託事業者へ必要な情報（業者か
らの依頼情報）をデータで提供す
る。

53 連携

成果品納品
委託事業者から、成果品を受領す
る。

13 連携

確認
成果品を確認する。

27 確認

マップ用データ提出
公開用のマップデータを評価セン
ターへ提出する。

13 連携

当初賦課 当初賦課

賦課決定

4月1日時点の異動情報を反映し
て、賦課決定を行う。償却について
は、総理大臣通知を受領し、確認
する。

13 審査/決裁

決定情報入力 13 入力

読み合わせ 53 確認

成果物の受領
課税対象者分の納税通知書および
納付書（封入封緘済み）を、委託事
業者から受領する。

13 連携

引き抜き 107 交付/通知
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業務 作業 概要 業務量 事務分類 A B C D E F G A B C D E F G事務

AI RPA

発送 納税義務者へ発送する。 67 交付/通知
返戻調査

返戻情報の記入
返戻簿（紙）へ返戻内容を記入す
る。

18 入力

宛名の確認

宛名を確認する。必要に応じて、他
市町村への確認を行う。

18 確認

現場確認 36 訪問、調査
確認結果の記入 確認結果を返戻簿へ記入する。 36 入力

再送
転出先が判明したものについて、
再送する。

53 交付/通知

公示送達
住所が不明なものについて、公示
送達を行う。

18 交付/通知

更正 更正申告受付
登録（土地、家
屋、償却）

更生情報の確認

登記済通知書や納税者からの申し
出等より、評価誤り、所有者誤り、
表示変更等の申し出を受ける。
月次更生（抽出）も含める。

53 申請受付

調査 必要な調査を行う。 53 訪問、調査
異動登録 システムで各種異動登録を行う。 53 入力

伺書の出力
伺書を出力する。

27 帳票作成

決裁入力 決裁結果をシステムに入力する。 27 入力

期別税額修正入力
期別税額修正を行う必要がある場
合、期別税額修正入力を行う。

53 入力

証明 相続税法第58
条通知に関する
事務（土地、家
屋、償却）

死亡者リストの受領

市民課より死亡者のリストを受領す
る。

18 連携

資産内容の確認
システムにて資産内容を確認する。

107 確認

資産一覧出力
資産のある分について、システムか
ら資産一覧を出力する。

36 帳票作成

資産一覧の連携 市民課へ資産一覧を手渡す。 18 連携
証明書発行・閲
覧申請（土地、
家屋、償却）

交付申請受付

証明書の交付申請を受け付ける

321 申請受付

審査 申請内容を審査する。 160 審査/決裁
証明書出力 システムから証明書を出力する。 160 帳票作成
交付 証明書を請求者に交付する。 80 交付/通知
手数料の徴収 必要に応じて、手数料を徴収する。 80 徴収、支払

統計 概要調書の作
成（土地、家
屋、償却）

書式の受領
府より、書式を受領する。

13 連携

作成依頼
書式を委託事業者へ送付し、作成
を依頼する。

13 連携

作成結果の受領 13 連携
確認、修正 214 確認

府への報告
府へ概要調書を提出し、報告する。

13 連携

照会 各種照会対応
照会文書受領

府や他部門より送付された照会文
を受領する。

53 連携

回答書作成 回答書を作成する。 160 統計/集計

回答
府や他部門へメール又は文書で回
答を送付する。

53 連携

減免 減免申請（土
地、家屋、償
却）

減免申請書の受理
減免申請書を受理する。

18 連携

審査

減免適用の可否について、書面調
査、現地調査等により、減免適用の
可否について、協議をし、審査をす
る。

71 審査/決裁

減免入力 システムに決定情報を入力する。 53 入力

決定通知書の出力
システムから減免税額決定通知書
を出力する。

0 帳票作成

減免税額決定通知書の送付
減免税額決定通知書を納税者に送
付する。

36 交付/通知

交付金対
応

交付金対応
照会 40 連携

算定例の提出 算定例を手計算する。 53 統計/集計
確定金額の連絡 確定金額の連絡を受ける。 13 連携

調査
調査の結果、必要に応じて修正依
頼を行う。

80 訪問、調査

確定 13 確認
請求書受領 27 連携

支払情報入力
財務会計システムへ支払情報を入
力する。

13 入力

支出命令書出力 13 帳票作成

決裁書類提出
会計課へ決裁書類（支出命令書
等）を提出する。

13 審査/決裁

決裁 各種決裁処理 - 決裁書類の確認、承認等を行う。 267 審査/決裁
税務課共通
事務

調定
調定情報入力

税額通知、台帳（Excel）の内容を確
認し、財務会計システムに調定情
報を入力する。

780 入力

調定通知書の出力 334 帳票作成
その他事務 勤怠管理、経費

精算、予算要求
等

- 1,114 その他
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※○としている事務については、実証段階のものもある。

業務 作業 概要 業務量 事務分類 A B C D E F G A B C D E F G

法人市民
税

法人住民
税基本情
報登録

基本情報登録 設立・異動届出書の受付 法人から提出のあった設立届や廃
止・休業届の受付を行う。（eLTAX
による申請も受け付ける）

10 申請受付

設立・異動届出書の精査およ
び審査

法人から提出のあった設立届や廃
止・休業届の不備がないかを確認
のうえ、審査を行う。

41 審査/決裁

書類の不備に係る法人への連
絡

届出書類及び添付書類に不備が
あった場合、該当法人へ連絡（電
話）を行う。 61 連携

設立・異動内容の登録 審査を行った設立届や廃止・休業
届の内容に基づき、法人基本情報
（事業年度、資本金、従業員数、産
業分類コード等）の登録や修正を
行う。

82 入力

設立・異動届出書の保管 登録済みの書類について、編綴保
管する。

10 書類整理

基本情報修正 変更依頼書等の受領 固定資産税・償却資産税担当部門
から変更依頼書等を受領する。 20 連携

法人登録の修正 法人登録の変更依頼を受け、法人
基本を修正する。

184 入力

電子申告利用
届出の登録・修
正

電子申告利用届の受付 電子申告で利用届出を受け付け
る。

0 申請受付

利用届出内容の審査 利用届出の審査する。
0 審査/決裁

法人登録状況の確認 法人の登録状況を確認し、法人基
本に登録があるか、法人基本にお
ける修正事項などを確認する。

0 確認

利用者ＩＤの調査 利用者IDの重複、利用者IDの登録
のある法人基本のものなどについ
て、申告者や税理士へ問い合わせ
にを行い、調査する。
※税理士の連絡先が不明の場合
は、法人へ問い合わせを行う。

0 連携

利用届出の対応付け 利用者IDを法人基本の宛名につけ
る。

0 入力

申告案内・納付
書作成（一括）
※紙申告の場
合

申告書等の受領 外部委託事業者から申告書等を
受領する。

2 連携

封入封緘 申告書と案内文、延長用納付書・
分割明細、別表1、その他チラシを
同封し封緘する。

16 交付/通知

発送 申告書を発送する。
2 交付/通知

申告案内・納付
書作成（個別）
※紙申告の場
合

依頼の受付 法人、税理士などからの電話連絡
などによる依頼の受付。

10 連携

申告書・納付書送付 電話連絡などによる依頼により申
告書、納付書などを随時送付す
る。 10 交付/通知

申告書登録・課
税作成
※紙申告の場
合

申告書受理 法人や税理士事務所等から提出
のあった各種申告書の受付を行
う。 31 連携

申告書内容の確認 申告書内容に基づきシステムを参
照し、確認する。（読み合わせ）

184 確認

電話による確認 誤って送付された申告書や申告書
内容の不備について、法人や税理
士事務所等に電話し、内容の確認
を行う。

92 確認

申告書不着調
査※紙申告の
場合

不着郵送物の受付 不着となった申告書を受付し、整
理する。 2 書類整理

WEB・電話調査 該当法人について、WEBや電話で
調査を実施する。 10 訪問、調査

不着調査事項登録 調査結果について、法人基本情報
へ登録する。 4 入力

不着整理①（再送） 送付先住所が判明した法人につい
ては、申告書を再送する。 2 交付/通知

不着整理②（再送） 送付先住所が判明しない法人につ
いて、月次送付の対象外とする（シ
ステムでチェックをオフ）。

2 入力

電子申告書の
処理

申告書の審査 eLTAXにより提出のあった各種申
告書の審査を行う。 15 審査/決裁 ○

課名： 税務課（市民税係）

事務

申告書事
務

RPAAI
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業務 作業 概要 業務量 事務分類 A B C D E F G A B C D E F G事務

RPAAI

給与支払報告書データの入力 給与支払報告書データを入力す
る。 123 入力 ○

修正依頼 不備があれば、対象の法人や税
理士事務所に修正依頼（電話）を
行う。 61 連携

申告書登録 審査を行った申告書に基づき、申
告書・課税台帳の登録を行う。

0 入力

申告書精査 申告書登録後、２名で読み合わせ
による内容確認を行う。 92 確認

申告書修正 調査結果を基に修正を行う。
15 入力

収納部門への
連携

リスト作成 消込や還付が発生した場合のリス
ト（紙）を作成する。

18 データ抽出/整理/加工

収納部門との連携 消込リスト、還付リスト等を手渡
す。

2 連携

更正・決
定

更正・決定事務 申請書類等の受理 法人からの更正請求書、他自治体
からの通知等を受理する。

5 連携

更正・決定内容の確認 申請書類等と課税台帳の情報とを
比較して確認する。

36 確認

不足資料の提出依頼 不足資料がある場合には、不足資
料の提出依頼などを行う。

10 連携

不足資料の受領 不足資料について、当該法人より
受領する。

5 連携

書類確認 添付書類に国税の更生決定通知
があるか否かを確認する。 5 確認

更正・決定内容の登録 審査の結果、更正の必要な法人に
ついて課税台帳の更正を入力す
る。 31 入力

決議書の出力 更正・決定決議書を出力する。
5 帳票作成

更正・決定通知書の発送 更正・決定通知書を法人へ送付す
る。

5 交付/通知

課税標準突合
（不一致）

課税データの受領 都道府県税事務所から法人税の
更正処理状況（課税データ（CSV））
を電子媒体にて受領する。

7 連携

課税データの加工 受領した課税データについて、
Accessでデータを整理し、紙で出
力する。
（堺市でも実施している運用）

7 データ抽出/整理/加工

都道府県税の課税標準額との
突合

都道府県税事務所から受領した課
税データについて、課税台帳と突
合する。 50 確認

突合結果の調査・確認 突合結果に基づき課税台帳の内
容確認を行う。

36 確認

都道府県税調査

突合の結果、判断できないものに
ついて、都道府県税事務所へ調査
に行き、調査を行う。

0 訪問、調査

更正・決定内容の登録（決議書出

調査・確認結果に基づく更正・決定
登録を行う。

22 審査/決裁

決議書出力
決議書を出力する。

7 帳票作成

納付書作成

増額分について納付書を作成す
る。

7 交付/通知

更正・決定通知書発送

更正・決定通知書（及び納付書）を
法人に送付する。

7 交付/通知

他団体への分
割人員変更通
知

他団体への変更通知作成

市内に本社があり、市外に支店が
ある法人について、分割明細の数
値に誤りがある場合は、当該市町
村へ変更通知を作成する。
（※現在は発生していない）

0 交付/通知

変更通知の送付

当該市町村へ変更通知を送付す
る。

0 交付/通知

他団体からの
分割人員変更
受付

変更通知の受付

他市町村から課税分割の変更依
頼を受け付ける。

16 連携

課税データ修正

上記変更依頼に基づき、課税デー
タを修正する。

4 入力
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仮装経理・租税
条約にかかる
調査

仮装経理・租税条約控除リストの
仮装経理・租税条約控除の実績を
リストとして出力する。
（※現在は発生していない）

0 帳票作成

仮装経理・租税条約控除繰越額

リストを元に仮装経理・租税条約に
よる控除の繰越額、法人登録、課
税台帳の状態を確認する。

0 確認

調査

控除による更正等をしなければな
らない事業年度があれば、必要に
応じて申告書、都道府県税調査等
を行う。

0 訪問、調査

更正・決定内容の登録
更正入力を行う。

0 入力

決議書出力

 決議書を出力する。 0 帳票作成

仮装経理・租税条約控除繰越額

更正した控除や還付額などを管理
表に記録する。

0 入力

更正・決定通知書発送

更正・決定通知書を法人に送付す
る。

0 交付/通知

未申告調
査

登記事項の確
認調査

- 未届新規
税務署収集資料の整理

税務署から資料（登記事項調査票
等）を収集する。
（※現在は発生していない）

0 連携

法人の登録状況等確認

登記事項調査票等を基に、法人の
登録状況および設立届・異動届の
提出状況を確認する。

0 確認

未届新規の登録

法人基本情報の登録がない場合
は、未届新規として登録する。

0 入力

申告書発送
対象の法人へ申告書を発送する。

0 交付/通知

設立届催告
設立届出書の提出を指導する。

0 その他

設立届出書の受付

法人から提出のあった設立届の受
付を行う。

0 申請受付

登記事項の確
認調査

- 解散・破産
税務署収集資料の整理

税務署から資料（登記事項調査票
等）を収集する。
（※現在は発生していない）

0 連携

法人の登録状況等確認


登記事項調査票等を基に、法人の
登録状況および設立届・異動届の
提出状況を確認する。

0 確認

登記調査

異動日が申告に影響する場合は
登記調査として、TSR情報誌等の
確認を行う。

0 確認

申告書発送
対象の法人へ申告書を発送する。

0 交付/通知

廃止・休業届催告
廃止・休業届の提出を指導する。

0 その他

異動届出書の受付


法人から提出のあった設立届や廃
止・休業届の受付を行う。 0 申請受付

登記事項の確
認調査

- その他
税務署収集資料の整理

税務署から資料（登記事項調査票
等）を収集する。
（※現在は発生していない）

0 連携

法人の登録状況等確認

登記事項調査票等を基に、法人の
登録状況および設立届・異動届の
提出状況を確認する。 0 確認

登記事項の入力

法人基本情報の登録があり、異動
日が申告に影響しない場合はその
まま入力する。 0 入力

未申告法人調
査

未申告対象の抽出
未申告対象について、データで出
力する。

31 帳票作成

未申告対象の確認、修正


上記で出力した未申告対象につい
て確認し、必要に応じて修正する。

41 確認

未申告案内の作成

上記で確認した結果を踏まえ、未
申告案内をWordで作成する。

20 交付/通知

未申告案内の送付


未申告案内を封入・封緘し、送付
する。

10 交付/通知

除却法人の処
理

対象リスト作成
除却法人の一覧をExcelで作成す
る。

18 データ抽出/整理/加工

新設除却法人の連携
作成した一覧を他部門へ連携す
る。

2 連携

照会（窓
口）

税務署からの
調査依頼

税務署からの照会受付

税務署から調査依頼を文書と共に
受け付ける

4 連携

課税状況及び登録状況の確認

法人の登録状況、申告状況を確認
する。

12 確認

税務署への回答送付

確認の結果を記載した文書を送付
する。

4 連携
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収納不明金調
査

収納担当課からリストの受領

収納担当者から収納不明金リスト
を受領する。

1 連携

リスト確認精査

収納不明金リストについて、未入
力の申告の状況等を確認精査す
る。
また、予定納税額と収納額が合わ
ないもの（収納金不足等）につい
て、法人問い合わせなどにより原
因を調査する。

9 確認

みなし処理


不明金のうち予定納税と判断でき
るものについてみなし処理を行う。

5 入力

納付書の作成

収納金が不足している場合は、納
付書を作成する。

1 交付/通知

納付書の送付
上記納付書を法人へ送付する。

1 交付/通知

入金確認 0 確認

誤納付連絡

確認精査において誤納付が判明し
たものについては、収納担当者へ
連絡する。

1 連携

該当法人への連絡

本市の情報のみでは判断できない
収納金について、該当法人へ電話
で連絡する。

2 連携

減免 減免事務

申請書・申告書受理

減免申請書や根拠資料（事業報告
書・決算報告書・申告書等）の受付
を行う。 6 申請受付

申請書・添付書類の精査

減免の申請があった法人について
申請書、添付書類等に誤り、不備
がないか精査を行う。 18 審査/決裁

申請書・添付書類の連絡

上記書類に不備があった場合は、
法人へ連絡（電話）をする。

12 連携

申請法人一覧作成

上記提出書類に基づきExcel入力
し、進捗状況を確認するための減
免法人一覧に登録する。

3 入力

税務署調査結果の受領

新規については、他課より税務署
調査の結果を受領する。

3 連携

減免決定入力

減免可否について、減免決定入力
を行う。

12 入力

結果登録

決定結果を減免法人一覧に結果
の登録を行う。

3 入力

編綴・保管

減免処理が終わった資料につい
て、編綴保管する。

3 書類整理

税務署臨場調
査

照会文の送付

他部門へ減免対象法人の収益事
業の有無について照会文を送付す
る。 4 連携

市内税務署処理状況調査

７月以降、他部門へ減免対象法人
の収益事業の有無について臨場し
確認する。 4 訪問、調査

照会文の回答受領

減免対象法人の収益事業の有無
について、他部門からの照会文に
対する回答文書を受領する。 4 連携

照会文の回答確認
上記回答文書を確認する。

4 確認

調査結果の整理

調査結果を減免決定伺書に添付し
て決定の資料とする。

4 審査/決裁

統計資料
作成

調定表作成事
務

調定作成処理

申告書・課税台帳の情報を基に、
調定表（月次・年次）を出力する。

16 帳票作成

調定表の作成

調定表（月次・年次）を作成する。
※調定月報については、以下の件
数を月別で集計し作成する。

・申告書における送付実績/処理/
受付の件数
・電子申告により提出された申告
書等の件数
・課税標準突合リスト（相手なし）、
求人情報誌調査、貸付申告書調
査、未申告調査における処理件数

66 データ抽出/整理/加工

調定資料分析

調定の状況について前年度の比
較、前月との比較から分析を行う。

66 統計/集計

調定報告

調定状況について会計部門へ報
告を行う。

16 連携
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交付税資料作
成

交付税用資料作成

システムより交付税用資料（リス
ト、データ）を出力する。

8 帳票作成

出力データ修正


上記で出力したデータについて、
控除額などを修正する。

33 データ抽出/整理/加工

都道府都道府県への報告資料作

リスト、データを元に都道府都道府
県への報告資料を作成する。

33 統計/集計

都道府都道府県への報告
報告資料を基に県へ報告する。

8 連携

課税状況調べ
作成 課税状況調べ帳票作成

システムより課税状況調べ資料（リ
スト、データ）を出力する。 16 帳票作成

都道府都道府県への報告資料作

リスト、データを元に都道府都道府
県への報告資料を作成する。

57 統計/集計

都道府都道府県への報告
報告資料を基に県へ報告する。

8 連携

税務統計作成

税務統計各種データ作成

システムより、税務統計用データを
作成する。

10 帳票作成

税務統計資料作成

出力データを加工し、税務統計資
料を作成する。

10 データ抽出/整理/加工

その他統計資
料作成

各種統計資料作成

税務統計データにより各種統計資
料を作成する。

31 統計/集計

関係課への報告
作成資料を関係課へ提供する。

31 連携

決裁 各種決裁処理
-

決裁書類の確認、承認等を行う。
20 審査/決裁

個人市民
税

当初課税
準備

基本情報作成

個人基本情報の作成

対象年度の課税処理等を行なうた
め、全個人の基本情報を諸システ
ム（住記・国保・生活保護・介護・後
期高齢者等）の情報から抽出し、
個人基本を作成する。

9 データ抽出/整理/加工

修正情報の抽出

他システムの修正作業後、修正し
たデータ等の電子データにて作成
する。 0 データ抽出/整理/加工

個人基本情報の作成/修正

必要に応じて個人基本情報の新
規作成または項目修正を行う。

170 入力

事業所基本情報の作成

対象年度の課税処理等を行なうた
め，事業所の基本情報を作成す
る。 0 入力

事業所基本情報の作成/修正

必要に応じて事業所基本情報の
新規作成または項目修正を行う。

0 入力

申告書出力
申告書出力対象者の抽出

申告書発送対象者を抽出する。
9 データ抽出/整理/加工

申告書出力対象外者の出力停止

申告書発送の要否を判断し、申告
書発送対象外者には申告書出力
停止、及び出力次期の変更入力を
行う。

0 入力

申告書出力

申告書発送対象者の個人市民税
申告書を出力する。

9 帳票作成

引抜き対象者抽出

一定の条件（前年度医療費控除の
対象者、成年被後見人等）で引抜
き対象者を抽出する。

18 帳票作成

引抜き

抽出した対象者分の申告書の引き
抜きを行う。

72 データ抽出/整理/加工

申告書発送

個人市民税申告書及び申告書の
書き方等を封筒に詰め込み、申告
書発送対象者に送付する。

72 交付/通知

申告書不着管理

個人市民税申告書が不着返戻に
なった場合には、不着であった対
象を把握する（現行は手作業で管
理している）。

0 書類整理

申告受付登録
- 個人市民税

申告書
提出資料の受付

納税義務者より個人市民税申告
書を受付ける。

448 申請受付

内容確認
提出書類に記載不備、不足がない
か等を確認する。

314 申請受付

申告資料取込

TOMASにて申告資料（イメージ
データ）を取り込む。

0 入力

パンチデータ作成依頼

取り込んだ資料データを出力し、委
託業者にパンチデータ作成を依頼
する。 45 帳票作成
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パンチデータ取り込み
パンチデータを取り込む。

45 入力

登録資料の確認・修正

登録内容を確認し、必要に応じて
修正を実施する。

45 確認

申告受付登録
- 給与支払報

告書／年金支
払報告書

提出資料の受付

事業所／年金保険所より給与支
払報告書／年金支払報告書を受
付ける。 0 連携

イメージデータ作成依頼

受領した書類を委託業者に受け渡
し、資料仕分け、パンチデータ作成
を依頼する。(トーマスによるイメー
ジデータ作成）

0 連携

引渡し準備
パンチデータ取込（電パンチデータを取り込む。（電算業
者）

27 入力

取込エラー訂正

取込エラーの該当者について、取
込データの訂正を実施する。

269 確認

アンマッチリストの処理

出力されたアンマッチリストを特別
徴収分と普通徴収分に分け、処理
を行う。
住登外であった場合は294-3通知
を実施する。

242 データ抽出/整理/加工

申告受付登録
- 確定申告書

提出資料の受付

税務署より確定申告書データを受
付ける。

72 連携

データ取込

受領した確定申告書データについ
て、システム入力用データを取り込
む。 72 入力

名寄せ実施
名寄せを実施する。
重複しているデータを削除する。 72 データ抽出/整理/加工 ○

２表パンチデータ作成依頼

受領したデータを委託業者に受け
渡し、パンチデータ作成を依頼す
る。 72 連携

２表パンチデータ取り込み
パンチデータを取り込む。

72 入力

申告書チェック準備
チェック用のリストを作成する。原
票を印刷し簿冊にする。

287 データ抽出/整理/加工

アンマッチリストの処理

結果に対して必要な調査を実施
し、他市町村であった場合は資料
回送、住登外であった場合は294-
3通知を実施する。

72 確認

修正入力

資料チェックリストを元に、システ
ムでデータを修正する。

573 入力

資料チェックリストの編綴
資料チェックリストの編綴をする。

143 書類整理

事業所台帳登
録（事業所課
税）

事業所の開廃業情報受領

保健所より、開廃業情報を受領す
る。

0 連携

事業所課税対象者の抽出

システムより事業所課税対象者を
抽出する。

90 帳票作成

事業所台帳の新規登録、2号該

抽出した事業所課税対象者の事
業所課税台帳を作成する。

36 データ抽出/整理/加工

事業所台帳の修正

必要に応じて、事業所課税台帳の
修正を行う。

18 入力

事業所台帳の削除（取消）

必要に応じて、事業所課税台帳の
削除を行う。

18 入力

2号該当調査票の編綴
2号該当調査票の編綴を行う。

18 書類整理

総括表出力

総括表出力対象事業所の抽出

総括表出力対象事業所をシステム
により抽出する。

125 データ抽出/整理/加工

総括表データ作成

システムにより総括表データを作
成する。

18 帳票作成

総括表印刷・発送依頼

総括表発送データを委託事業者に
受け渡し、印刷、封入封緘、発送を
依頼する。

36 交付/通知

電子申告受付
登録

電子申告の受付

eLTAXにて、事業所より給与支払
報告書データを、年金保険者より
年金支払報告書データを受領す
る。
（審査、取込準備）

90 連携

検証環境取込

電子申告データを検証環境に取り
込む。

9 入力
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エラー抽出
納税者IDと宛名番号が紐づいてい
ない等のエラーを確認する。 9 データ抽出/整理/加工

電子申告データの修正

必要に応じて電子申告データの修
正を行う。データ不備の修正は
Excel及びSAKURAエディタを活用
し、実施している。

9 入力

電子申告データの取り込み
電子申告データをシステムへ取り
込む。

9 入力

エラー修正 桁数等の数値エラーを確認する。 54 確認
年金特別徴収
対象者抽出

前年からの継続者を年金特別徴

年金特別徴収を予定している対象
者を抽出する。

0 データ抽出/整理/加工

特別徴収対象者情報通知の受領

年金機構より、eLTax経由にて特
別徴収対象者情報通知（00通知）
を受領する。

9 連携

年金特別徴収対象者の判定

予定されていた年金特別徴収対象
者が特別徴収依頼通知に含まれ
ていることを確認し、税額修正等を
ふまえ、データの整合性をシステ
ム上で自動判断し、修正する。処
理後にエラーとなった対象者を把
握する。

161 確認

特別徴収依頼通知の送付

年金機構へeLTax経由にて特別徴
収依頼通知を送付する。

9 交付/通知

当初課税 当初課税のテ
スト実行（納付
書印字確認）

納付書データ作成


検証環境で資料合算～当初課税
のバッチ処理を実行し、納付書
データを作成する。

54 帳票作成

納付書印刷依頼

委託事業者に納付書データを提出
し、印刷を依頼する（サンプル分と
して各種10枚前後）。

9 連携

印刷結果確認

納付書を受領し、印字位置等の印
刷状況を確認する。

108 確認

修正依頼

必要な場合は、印刷設定の修正を
依頼する。

9 連携

当初課税

資料本併合（合算処理）

バッチ処理にて資料本併合（合算
処理）を行う。

18 確認

併合チェックリストの出力

課税情報を出力し、チェック対象者
を特定（Excel、Accessで作業）して
いる。 18 帳票作成

併合チェック作業依頼

チェックの基準が明確で、作業を
明確化できるものは委託作業とし
ている。 0 連携

併合チェックリストの処理

併合チェックリストを元に資料本併
合処理の確認を行う。

72 確認

併合結果の修正

必要に応じて、併合結果の修正を
行う。

72 入力

併合チェックリストの編綴

決裁済みの資料チェックリストを編
綴する。

18 書類整理

徴収方法の決定
資料等から徴収方法を決定する。

125 確認 ○

年金特別徴収対象者の判定

特別徴収対象者情報，特別徴収
依頼情報（介護保険情報）と突合
し，公的年金からの特別徴収対象
者の判定を行う。

18 審査/決裁

当初課税処理

バッチ処理にて対象年度の当初課
税額の決定を行う。

18 確認

各種チェック

各種チェック処理

合算処理結果を基に、バッチ処理
にて各種チェック処理を行う。

134 確認

チェックリスト等の出力

チェック処理の結果、確認が必要
なものを特定し、チェックリスト等を
出力する。

54 帳票作成

処理結果確認

チェックリストを基に、対象者の登
録情報を確認する。

108 確認 ○

調査

必要に応じて、外部機関（税務署、
他市町村等）への通知、調査等を
実施する。

108 訪問、調査

登録情報修正

確認結果、調査結果に基づき、登
録情報を修正する。

108 入力

チェックリスト等の編綴

出力されたチェックリスト等を編綴
する。

27 書類整理
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承継人登録

候補者リストの出力

当初課税対象者から、承継が発生
する候補者を抽出したリストを出力
する。 9 帳票作成

候補者の確認
税額が無い場合等、候補から外れ
るものを確認する。 36 確認

相続人調査

死亡者等の納税義務承継人を調
査する。必要に応じて関係各所へ
公用請求を行う。 72 訪問、調査

代表相続人登録（特宛人）

代表相続人をシステムへ登録す
る。

36 入力

相続人への納税通知書送付準備

相続人（承継人）に納税通知書を
送付する準備を行う。

27 交付/通知

当初通知書交
付 納税通知書データ作成

納税通知書データを作成する。
9 交付/通知

納税通知書の作成依頼

納税通知書データ（普徴、特徴）を
委託事業者に送付し、印刷、封入
封緘を依頼する。

18 交付/通知

納税通知書の引き抜き

業者から納品された納税通知書の
中から送付すべきでないものにつ
いては引き抜きを行う。

134 交付/通知

納税通知書送達伺の作成
納税通知書送達伺を作成する。

9 交付/通知

訂正書の交付

必要に応じて、訂正書を出力し関
係各所（国保・介護等）に交付す
る。 0 交付/通知

納税通知書の送付

納税義務者に対して納税通知書を
送付する。

9 交付/通知

294-3に係る通
知情報受取

他市区町村からの294-3通知受

他市区町村より294-3に係る通知
を受け付ける。

9 連携

課税権の調査

課税台帳がある場合、どちらに課
税権があるかの調査を行う。

63 訪問、調査

市町村から資料の受領

課税権があった場合、他市町村か
ら資料回送を受領する。

9 連携

課税台帳の修正

課税権があった場合、課税台帳の
修正を行う。

36 入力

納税義務者への（税額）納税通知

課税権があった場合、必要に応じ
て納税義務者に（税額）納税通知
書を送付をする。

9 交付/通知

他市区町村における住登外課税

課税権がなく、課税台帳があった
場合、当市の課税を取り消す。

18 入力

他市町村へ資料を回送

課税権がなく、課税台帳があった
場合、他市町村へ資料を回送す
る。 9 連携

納税義務者へ取消通知

必要に応じて納税義務者に対し取
消通知を行う。

9 交付/通知

他市区町村における住登外課税

該当者の課税状況を確認し、他市
で住登外課税されていることを登
録する。 9 入力

294-3通知書の編綴

他市区町村から送付された294-3
通知書を編綴する。

9 書類整理

294-3通知発送

該当者リストの出力

「市に住民登録がない」「特別徴収
で課税」「前年度で294-3通知送付
実績あり」の条件にて該当者リスト
を作成する。

9 データ抽出/整理/加工

294-3通知送付情報の入力

システムに、294-3通知の送付情
報を入力する。

0 入力 ○

294-3通知の作成
294-3通知を作成する。

81 交付/通知 ○

294-3通知の送付

294-3通知及び関係資料を該当の
市町村へ送付する。

90 交付/通知 ○

調定表の作成
調定表の出力

調定表をシステムで出力する。
179 帳票作成
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RPAAI

不着調査

不着の調査

納税通知書不着該当者の送付先
を調査する。

81 確認

納税通知書の再送付

納税義務者の新住所が判明した
場合に、納税通知書を新住所に再
送付する。
※新住所が他市町村で賦課権が
ないことが判明した場合、課税取
消（課税取消、賦課地情報の修
正、課税資料回送）を行う。

18 交付/通知

送付先情報の修正登録
システムにて、送付先情報を修正
する。 54 入力

公示送達入力

不着になった納税通知書の送付先
を調査しても判明しなかった場合
に、公示送達の入力（Excel）を行
う。必要に応じて、納期変更入力も
行う。

18 入力

公示送達書の掲示依頼

総務部門に公示送達者名簿の掲
示依頼を行う。

9 交付/通知

不着調査（特別
徴収分）

不着の調査

不着となった特別徴収義務者の送
付先等を調査する。

72 確認

税額通知書の再送付

特別徴収義務者の新住所等が判
明した場合に、税額通知書を新住
所等に再送付する。 54 交付/通知

送付先情報の修正登録
システムにて、送付先情報を修正
する。 36 入力

納税通知書の送付

普通徴収への切り替えを行った分
について納税通知書を送付する。

18 交付/通知

更正 例月異動処理

異動資料受付

未申告者から送付された申告書、
または修正申告書、地方税電子化
協議会から送付された確定申告書
データ、事業所から送付された給
与支払報告書、他市町村から回送
された資料、各種異動届、徴収方
法変更の届出等を受け付ける。

358 連携

異動資料の確認

受け付けた各種資料の内容に不
備、不足等がないかを確認する。
不備等がある場合は再提出を依
頼する。

1,075 確認

異動情報登録
異動情報をシステムに登録する。

1,075 入力 ○ ○ ○ ○

年金特別徴収異動情報の通知

年金特別徴収の異動の場合は、
年金保険者へ年金特別徴収異動
情報の処理結果の通知を行う。

179 交付/通知

納税通知書、税額通知書印刷依

納税通知書データを出力し、印刷
を外部委託業者に依頼する。

179 帳票作成

封入封緘

納税通知書を受領し、封入封緘を
行う。

179 交付/通知

納税通知書、税額通知書の送付

納税通知書、税額通知書を送付す
る。

358 交付/通知

課税資料の編綴
決裁済みの課税資料を編綴する。

179 書類整理

減免申請受付
登録

減免申請受付

減免対象者から減免に関する聞き
取りを行い申請を受け付ける。

54 申請受付

減免処理簿への記入、判定

減免処理簿（Excelツール）へ必要
情報の記入し、Excel関数による判
定を結果を確認する。 54 データ抽出/整理/加工

減免申請登録

減免申請書と判定結果をもとに、
システムへ減免登録を行う。

54 入力

納税通知書・税額通知書の送付

減免対象者に対して、減免処理分
の納税通知書・税額通知書を送付
する。 18 交付/通知

特別徴収結果
処理

特別徴収結果通知の受領

eLTaxにて、特別徴収結果通知（22
通知）を年金機構より受領する。

18 連携

入金確認 18 確認

消込処理
入金が確認できたものについて、
消込処理を行う。 18 入力

徴収方法変更

入金が確認できなかったものにつ
いて、次回以降徴収しないため、
普通徴収に切り替える。（※バッチ
処理）

18 確認
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年金特別徴収停止対象者の抽出

年金特別徴収停止対象者と抽出
する。

18 帳票作成

年金特別徴収停止対象者の入力

システムへ、対象者に対し、年金
特別徴収の停止を入力する。

54 入力

資格喪失等の通知の送付

eLTaxにて資格喪失等の通知（41
通知）を年金機構へ送付する。

18 連携

資格喪失等処理結果通知の受領

eLTaxにて資格喪失等処理結果通
知（42通知）を年金機構より受領す
る。 18 連携

証明書交付（窓
口） 申請受付

窓口にて証明書発行申請書を受
け付ける。 493 申請受付

審査
申請書の内容について、確認・審
査を行う。 493 審査/決裁

証明書出力
システムから、証明書（税証明等）
を出力する。 493 帳票作成

交付
申請者へ証明書を交付する。

493 交付/通知

再交付

再交付申請受付

納税義務者からの納税・税額通知
書の再交付申請を受け付ける。

90 申請受付

再交付依頼

外部委託事業者へ、納税・税額通
知書の印刷、封入封緘、発送を依
頼する。 90 連携

照会 所得照会

所得照会の受付

他市町村や国税局などからの所得
照会を受け付ける。

224 連携

所得照会の回答作成

所得照会に対する回答書を作成す
る。

224 統計/集計

所得照会の回答送付

作成した回答書を照会元へ送付す
る。

224 連携

所得照会書の編綴

受け付けた所得照会書を編綴す
る。

224 書類整理

賦課情報照会

賦課情報の照会

他部門からの照会依頼を受け付け
る。

59 連携

照会対象者の申請簿を作成

照会依頼についての申請簿を作
成する。

59 統計/集計

賦課情報の回答
賦課情報照会の回答を行う。

61 連携

市民からの照
会・相談

市民からの照会・相談の受付

市民からの照会依頼を受け付け
る。

1,523 申請受付

市民からの照会・相談依頼内容

市民からの照会依頼に基づき、照
会を行う。

90 連携

回答資料の作成

市民からの照会依頼に基いて、必
要に応じて資料を作成する。

90 統計/集計

市民からの照会・相談への回答

市民から受けた照会に対する回答
を行う。

90 連携

統計 統計情報作成
報告 税務統計作成

税務統計資料を作成する。
54 統計/集計

交付税資料作成
交付税資料を作成する。

54 統計/集計

課税状況調作成
課税状況調を作成する。

72 統計/集計

異動確認票

異動対象者の抽出

賦課データに異動があった対象者
を抽出する。
大阪府や市町村からの照会も含
む。

54 データ抽出/整理/加工

異動対象者リストの出力

抽出された対象者について、バッ
チ処理にて異動対象者リストを出
力する。 54 帳票作成

異動対象者リストの確認

出力された異動対象者リストの
チェックを行う。

72 確認

月報作成

月報の作成

各業務および各調査における月報
を作成する。

90 統計/集計

交付
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月報の集計
月報の集計を行う。

90 統計/集計

調査 扶養調査

紐づけ処理



納税義務者の被扶養者の所得要
件や重複扶養等の情報を自動で
紐づける。
自動紐づけとならない個人番号の
未登録データは、手で整備を行う。

134 データ抽出/整理/加工

扶養調査対象者の抽出

システムで、納税義務者の被扶養
者の所得要件や重複扶養等の情
報を抽出する。

27 データ抽出/整理/加工

適正扶養の調査

被扶養者の所得要件や重複扶養
を調査する。

27 確認

調査者への聞き取り

必要に応じて、要調査対象者に対
して、照会文書を送付したり、聞き
取り調査を実施する。

27 訪問、調査

市外扶養の所得調査

被扶養者が市外に居住している場
合に、該当の市町村へ所得照会を
行う。 54 連携

重複扶養の調査

被扶養者が重複されていることが
判明した場合には、双方の扶養者
へ重複不要の照会を行う。
※調査の結果、市／他自治体のど
ちらかが否認処理をする。

27 訪問、調査

照会回答を受付

照会文書を送付した納税義務者お
よび関係機関からの回答を受け付
ける。 27 連携

調査結果の確認
調査した結果の内容確認を行う。

27 確認

是認処理

調査した結果、課税内容が正し
かった場合には、是認処理を行う。

0 審査/決裁

扶養是正

調査した結果、誤っていた場合に
は、扶養是正を行う。

54 審査/決裁

課税台帳の修正（扶養是正）

調査の結果、扶養是正が必要なも
のについては課税台帳の修正を
行う。 54 入力

納税通知書の送付

扶養是正を行い、課税台帳を修正
した納税義務者に対して、修正分
の納税通知書を送付する。

27 交付/通知

調査カードの編綴

決裁済みの扶養調査票を編綴す
る。

27 書類整理

国税当局への情報提供

必要に応じて、国税当局に扶養是
正の情報提供を行う。

27 連携

未申告調査

未申告対象者の抽出

未申告者を抽出する。
（一定の条件を設定し、1000件程
度を抽出）

18 データ抽出/整理/加工

送付文書の作成


ひな型を作成し、住所などを差し込
み印刷する。

18 交付/通知

封入

 上記で印刷した文書を封入する。 18 交付/通知
送付

 上記で封入した文書を送付する。 18 交付/通知

個別調査対象の抽出

返信がなかった分について、個別
調査の対象として抽出する。

18 データ抽出/整理/加工

個別調査の実施


上記対象者について、個別に訪問
を行う。

251 訪問、調査

調査結果の集計


個別調査の結果をExcelにまとめ
る。

18 入力

法定調書調査

法定調書の受け取り

国税当局より法定調書のデータを
受け取る。

18 連携

法定調書の突合

受け取った法定調書の突合を行
う。

18 確認

課税対象者の確認

調査対象者の課税漏れの有無を
確認し、課税対象者の確認を行
う。

143 確認

課税対象者への申告書の送付

課税対象者に対して、個人市民税
申告書を送付し、課税漏れとなっ
ている所得の追加申告を促す。

18 交付/通知

申告書の受付

送付した申告書の申告を受け付け
る。

18 連携

課税台帳の作成（修正）

提出された申告書または法定調書
に基づいて、課税台帳の作成（修
正）を行う。

108 入力
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訂正書の交付

必要に応じて、訂正書を出力し関
係各所（国保・介護等）に交付す
る。 0 帳票作成

納税通知書の送付

法定調書分の所得を追加し、課税
台帳を修正した納税義務者に対し
て、納税（税額決定）通知書を送付
する。

18 交付/通知

法定調書の編綴
決裁済みの法定調書を編綴する。

18 書類整理

国税当局への情報提供

必要に応じて、国税当局へ法定調
書に基づいて課税台帳を修正した
納税義務者についての情報提供
（所得金額等の通知書）を行う。

0 連携

給与支払報告
書未提出事業
所の把握調査

給与支払報告書の催告書による

給報未提出となっている事業所を
抽出する。

0 データ抽出/整理/加工

新規事業所の把握

税務署で閲覧する源泉徴収義務
者名簿及び法人市民税係の法人
設立申告書より、前年中に設立し
た事業所を把握する。

90 確認

市申告書に添付された源泉徴収

市申告書に添付された源泉徴収
票等について，給与支払報告書が
提出されていない事業所を把握す
る。

0 確認

文書作成
給与支払報告書の提出依頼の案
内を作成する。 9 交付/通知

提出依頼
事業者へ案内文書を送付し、提出
依頼の旨を連絡する。 9 連携

課税情報入力
税務署から受領した書類をもとに、
課税情報を入力（Excel）する。 72 入力

給与支払報告
書の提出指導

指導対象事業所の選定

事業所の前年度実績等を確認し、
指導対象事業所を選定する。

90 データ抽出/整理/加工

電話による調査及び提出指導

指導対象事業所へ電話による調
査及び提出指導を行う。

0 訪問、調査

現地調査による提出指導

電話による調査ができなかったも
の、指導後にも提出がないもの等
は、現地調査による提出指導を行
う。

0 訪問、調査

文書による提出指導

市外の事業所等については、文書
による指導を行う。

90 連携

退職所得に係
る事務 退職金情報の整理

退職金情報を整理する。
90 データ抽出/整理/加工

内訳リストの作成

勤続年数・退職金額・市民税・県民
税内訳リストを作成する。

36 データ抽出/整理/加工

市民税・府民税人数入力

エクセルに市民税・府民税人数を
入力する。

54 入力

特別徴収未実
施事業所への
指導

指導対象事業所の抽出

事業所基本情報より普通徴収事
業所として登録されている事業所
を抽出する。

9 データ抽出/整理/加工

指導対象事業所の選定

給報提出状況等を確認し，指導対
象事業所を選定する。

9 審査/決裁

切り替えの実施

 161 入力

文書による指導
切り替えた旨、文書を送付する。

0 交付/通知

決裁 各種決裁処理
-

決裁書類の確認、承認等を行う。
179 審査/決裁

軽自動車
税

当初課税
準備

新規車両登録
（市の受付）

申告書受付

「申告書兼標識交付申請書」（原付
等）（以下『申告書等』）の記載漏れ
等がないことを確認し、受領する。

12 申請受付

添付書類確認
販売証明や廃車済証に記載漏れ
や押印漏れがないことを確認す
る。

12 確認

市の受付
分につい
ては、受
付時と月
末に読み
合わせを
行ってい
る。

車両検索

申告書等の車台番号を基に検索
し、同一車両が既に登録中では無
いことを確認する。

0 確認

税務端末入力
申告書等に記載された内容を税務
端末に入力する。 37 入力

新規登録受付書発行
新規登録受付書を出力する。（原
付等） 12 帳票作成

新規登録受付書の交付
入力内容の確認後、新規登録受
付書を交付する。 12 交付/通知
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課税標識の交付
課税標識の交付を行う。（原付等）

12 交付/通知

内容確認

システム登録内容と、申請書の突
合を行い、登録内容の確認を行っ
ている。

12 確認

台帳整理

申告書等を課税台帳（紙）として車
種毎のナンバー順に編綴し管理す
る。

12 書類整理

車両変更登録
（市の受付）

申告書受付

「申告書兼標識交付申請書」等の
記載漏れや押印漏れ等がないこと
を確認し受領する。

12 申請受付

理由書受領

変更内容（排気量、種別の変更）
によって、理由書を記載させる。

18 申請受付

課税標識の受付
課税標識を受付ける。（原付等）

12 申請受付

課税標識の確認
課税標識を確認する。（原付等）

12 申請受付

税務端末入力
申告書等に基づき変更内容を税
務端末へ入力する。 18 入力

新規・廃車登録受付書発行
新規登録受付書と廃車申告受付
書を出力する。 12 帳票作成

新規・廃車登録受付書および課

新規登録受付書と廃車申告受付
書を課税標識と共に交付する。

12 交付/通知

内容確認

システム登録内容と、申請書の突
合を行い、登録内容の確認を行っ
ている。

12 確認

台帳整理

申告書等を課税台帳（紙）として車
種毎のナンバー順に編綴し管理す
る。

12 書類整理

廃車登録（市の
受付）

申告書受付

「廃車申告書兼標識返納書」（原付
等）（以下『申告書等』）の記載・押
印漏れ等がないか確認し、受領す
る。

18 申請受付

課税標識の受付
課税標識の返納ができる場合、課
税標識を受付ける。（原付等） 6 申請受付

課税標識の確認
課税標識を確認する。（原付等）

6 申請受付

理由書受領

課税標識の返納が出来ない場合
は、理由書を記載させる。（原付
等）

標識の変更ができない場合（盗難・
紛失）は、事件性の有無を確認し、
必要に応じて警察で受理番号を受
け取ってから、理由書を記載しても
らう。

25 申請受付

税務端末入力
税務端末に申告書等の内容を入
力する。 18 入力

廃車申告受付書発行
廃車申告受付書を出力する。（原
付等） 12 帳票作成

廃車申告受付書交付
廃車申告受付書を届出人に交付
する。 6 交付/通知

内容確認

システム登録内容と、申請書の突
合を行い、登録内容の確認を行っ
ている。

12 確認

台帳整理

申告書等を廃車台帳（紙）として車
種毎のナンバー順に編綴し管理す
る。

18 書類整理

新規車両登録
（軽自協会から
の受領）

申告書受領

「軽自動車税申告書（新規用）」（軽
自等）（以下『申告書等』を軽自協
会から受領する。

23 申請受付

税務端末入力
申告書等に記載された内容を税務
端末に入力する。 180 入力

内容確認

入力結果と、申告書を突合し、正し
く登録できていることを確認する。
（読み合わせ）

158 確認

台帳整理

申告書等を課税台帳（紙）として車
種毎のナンバー順に編綴し管理す
る。

90 書類整理

車両変更登録
（軽自協会から
の受領）

申告書受領

「軽自動車税申告書（車両変更
用）」（軽自等）（以下『申告書等』）
を軽自協会から受領する。

23 申請受付

税務端末入力

申告書等に基づき変更内容を税
務端末へ入力する。

180 入力

内容確認

入力結果と、申告書を突合し、正し
く登録できていることを確認する。

158 確認

台帳整理

申告書等を課税台帳（紙）として車
種毎のナンバー順に編綴し管理す
る。

90 書類整理
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廃車登録（軽自
協会からの受
領）

申告書の受領

「軽自動車税申告書（廃車用）」（軽
自等）（以下『申告書等』）を軽自協
会から受領する。

23 連携

税務端末入力
税務端末に申告書等の内容を入
力する。 180 入力

内容確認

入力結果と、申告書を突合し、正し
く登録できていることを確認する。

158 確認

台帳整理

申告書等を廃車台帳（紙）として車
種毎のナンバー順に編綴し管理す
る。

90 書類整理

他市町村ナン
バーの廃車受
付

申告書受領

他市町村ナンバーについて申告書
の記入・押印漏れがないかを確認
し受領する。（登録の書類のみ記
入）
ナンバーの返納が出来ない場合
は、受付不可とする。直接当該自
治体の軽自担当課とのやりとりに
なることを説明する。

4 連携

各種確認

譲渡の場合、記載内容を基に該当
市町村の軽自担当課へ申告記載
の可否を確認する。
転入の場合は、書類確認のみ実
施する。

6 確認

課税標識の受付
課税標識を受付する。（原付等）

4 申請受付

課税標識の確認
課税標識を確認する。（原付等）

4 申請受付

廃車申告受付書作成
廃車申告受付書を申告書記載内
容のとおりに手書き作成する。 8 交付/通知

廃車申告受付書交付
廃車申告受付書を窓口にて交付
する。 4 交付/通知

該当市町村への課税物件通知書

該当市町村に対して、申告書の写
しに「課税物件通知書」のスタンプ
印を押印し送付する。

4 交付/通知

台帳整理
申告書原本は台帳に編綴し、保管
する。 6 書類整理

他市町村から
の異動物件通
知受理

台帳準備

廃車受付を依頼した場合は、車両
の紙台帳を引き抜き、別に保管し、
通知到着に備える。

14 データ抽出/整理/加工

異動物件通知書の受領
他市町村より異動物件通知書を受
領する。 4 連携

税務端末入力
税務端末に通知書等の内容を入
力する。 14 入力

台帳整理

申告書等を廃車台帳（紙）として車
種毎のナンバー順に編綴し管理す
る。

8 書類整理

当初課税 当初課税

登録内容確認

システムからチェックリストを出力
し、J-Lisのデータとの突合確認を
行う。
必要に応じて修正を行う。

115 確認

当初課税データ作成
課税対象者情報と車両情報を基に
当初課税データを作成する。 57 データ抽出/整理/加工

納税通知書印刷依頼
委託事業者へ納税通知書の印
刷、封入封緘を依頼する。 57 連携

納税通知書（印刷物）受領
委託事業者から納税通知書（封入
封緘済み）を受領する。 57 連携

対象リストの出力
対象リストを出力する。

57 帳票作成

引き抜きリストの作成

対象リストをもとに、引き抜きリスト
を作成する。 115 データ抽出/整理/加工

引き抜き

対象者リストを確認し、封入封緘し
た通知書を引き抜く。

57 交付/通知

通知書発送
納税通知書を発送する。

57 交付/通知

調定報告書作
成

調定表出力
システムから調定表を出力する。

20 帳票作成

調定簿入力
調定簿（Excel）に入力する。

20 入力

不着処理
納税通知書返戻

納税通知書が返戻される。
20 連携

不着情報記入

返戻された納税通知書をもとに、
返戻情報を返戻簿（紙）に記載す
る。 20 入力

不着調査

税務端末の共通宛名や個人市民
税や固定資産税課税機能を利用
し、調査を行う。
上記で判明しない場合は戸籍や商
業登記簿や電話での調査を行う。
上記で判明しない場合は、現地調
査を行う。

61 確認

送付先入力
判明した送付先と再送達日を入力
する。 20 入力
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納付書出力
必要に応じて（納期を延長する場
合等）、納付書を出力する。 20 交付/通知

封入封緘 20 交付/通知

通知書再発送
上記で出力した新しい納期の納付
書を発送する。 20 交付/通知

公示送達
指定場所へ掲示し、公示送達を行
う。 20 交付/通知

減免分に関す
る案内

対象者リスト出力

単年度解除分減免者リスト（昨年
の対象者）を作成出力する。

143 帳票作成

案内の作成 86 交付/通知

申請手続き案内の送付

「単年度解除分減免者リスト」を元
に、申請手続きの案内を減免者に
送付する。

57 交付/通知

更正 更正申告受付
申告内容の相談

納税義務者と申告書の内容につ
いて、電話にて相談を行う。 16 相談/面談

申告書受付

申告書等の記載・押印漏れ等がな
いことを確認し、受領する。

16 申請受付

添付書類確認
申立書・盗難届出証明書等につい
て不備がないか確認する。 8 申請受付

税務端末入力
税務端末に申請内容を入力する。

8 入力

調定決議書及び納付書等の出力
調定決議書と納税通知書、取消通
知書の出力を行う。 8 帳票作成

通知書送付
必要に応じて、納税通知書等を納
税義務者へ送付する。 8 交付/通知

内容確認 8 確認

台帳整理

申告書等を課税台帳（紙）として車
種毎のナンバー順に編綴し管理す
る。

8 書類整理

減免申告受付

減免申請受付

減免申請書に記載・押印漏れ等が
ないことを確認し、申告書を受領す
る。

86 申請受付

等級確認
障害者手帳等で障がいの等級等
の要件を確認する。 29 申請受付

税務端末入力
税務端末に減免処理を入力する。

57 入力

調定決議書及び決定通知書出力
調定決議書と減免決定通知書を
出力する。 29 帳票作成

通知書送付
減免決定通知書を届出者へ送付
する。 29 交付/通知

内容の確認 29 確認

台帳整理

申告書等を減免台帳として車種毎
のナンバー順に編綴し管理する。

29 書類整理

調定報告書作
成

調定表出力
システムから調定表を出力する。

10 帳票作成

調定簿入力
調定簿（Excel）に入力する。

10 入力

調定報告書確認
調定報告書の確認を行う。

10 確認

当初調定報告書の決裁
調定報告書について決裁をうけ
る。 10 審査/決裁

交付・通
知

証明書再交付

申請受付

税務証明交付申請書（再交付の場
合は再交付申請書）の記載漏れ等
がないことを確認し、受領する。

8 申請受付

審査
申請書の内容を審査する。

16 審査/決裁

証明書出力
システムから証明書を出力する。

8 帳票作成

証明書交付
証明書を交付する。

8 交付/通知

名義変更依頼
死亡情報受領

市民課から死亡者の情報（紙）を
受領する。 4 申請受付

対象者確認

システムにて、所有者、同居家族
などを調査し、名義変更対象の確
認を行う。

14 確認

相続人等の調査
相続人や戸籍を調査する。

10 確認

依頼文作成
Excelにて依頼文を作成する。

4 交付/通知

封入封緘 4 交付/通知

依頼文送付
調査結果を基に、名義変更依頼文
を相続人へ送付する。 4 交付/通知

住所勧告通知
通知データ作成

バッチ処理で通知データを作成す
る

41 確認

引き抜き対象者確認
引き抜き対象者のリストを作成す
る。 246 データ抽出/整理/加工

はがき印刷依頼

委託事業者から通知はがき（印刷
物）を受領する。 41 連携

引き抜き 減免分は代替文書を作成する。 41 交付/通知
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はがき送付
住所変更の通知はがきを対象者
へ送付する。 41 交付/通知

試乗標識の交
付（新規）

申請受付

「試乗標識交付申請書」の記載漏
れ等がないことを確認し、受領す
る。（原付等）

10 申請受付

資格確認
古物販売業者等であれば免許証
などで資格を確認する。 10 申請受付

試乗標識交付整理簿の入力
試乗標識交付整理簿（Excel）に入
力する。 10 入力

試乗標識交付
試乗標識を交付する。

10 交付/通知

試乗標識の交
付（更新） 更新勧奨

3月当初に、更新及び返還の手続
きの勧奨を行う。 10 交付/通知

返納受付
窓口で試乗標識の返還を受ける。

10 申請受付

試乗標識交付整理簿の入力
試乗標識交付整理簿（Excel）に入
力する。 10 入力

試乗標識交付
試乗標識を交付する。

10 交付/通知

照会 各種照会対応
照会受付

税務官署から文書又は電話で照
会を受ける。 10 連携

回答書作成

該当情報を検索し、回答書を作成
する。

16 統計/集計

回答

回答書を送付する。又は電話で回
答する。

14 連携

放置バイク照会

受付

通報者からの電話等を受け、放置
バイクの詳細や放置場所、連絡先
を確認する。

12 申請受付

検索
ナンバー等から所有者の連絡先を
検索する。 16 確認

本人への連絡

所有者へ放置バイクについて電話
又は文書で連絡する。必要に応じ
て、通報者にも連絡する。

12 連携

統計 統計情報作成
報告

帳票出力
統計に必要な帳票を出力する。

29 帳票作成

各種統計書作成
帳票のデータを確認し、各種統計
書を作成する。（手入力） 29 統計/集計

報告
各種統計書を都道府県へ送付し、
報告する。 25 連携

決裁 各種決裁処理
-

決裁書類の確認、承認等を行う。
41 審査/決裁

市たばこ税 申告管理 申告書管理
申告書受領

納税義務者より申告書を受領す
る。 10 申請受付

納税義務者の入力

申告書を提出した者について、税
務端末で検索し、宛名番号などを
確認し、台帳（Excel）へ納税義務
者として登録する。

20 入力

納税義務者の削除

廃業した者等について、税務端末
での登録を削除（論理削除）する。

0 入力

申告書と入力内容の照合

入力した内容と申告書の記載内容
を照合し、正しく入力されたかを確
認する。

20 確認

照会 各種照会対応
照会文書受領

府や他部門より送付された照会文
を受領する。 18 連携

回答書作成
回答書を作成する。

54 統計/集計

回答
府や他部門へメール又は文書で回
答を送付する。 18 連携

統計 各種統計資料
作成 統計資料作成

システムから必要なデータを出力
し、統計資料を作成する。 82 帳票作成

報告
都道府県等に統計資料を送付し、
報告する。 20 連携

決裁 各種決裁処理
-

決裁書類の確認、承認等を行う。
13 審査/決裁

手持品課
税

申告管理 申告書管理
対象者情報の受領

府から対象者データを受領する。
13 連携

申告書、納付書の作成 51 交付/通知

申告書、納付書の送付
対象者へ申告書、納付書を送付す
る。 38 交付/通知

申告書受領
対象者から申告書を受領する。

13 申請受付

申告情報入力
申告情報をExcelに入力する。

13 入力

催告
対象者抽出

台帳（Excel）で催告対象者を抽出
する。 6 データ抽出/整理/加工

催告書作成
催告書を作成する。

10 交付/通知

納付書出力
納付書を作成する。

4 交付/通知
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封入封緘
催告書及び納付書を封入封緘す
る。 3 交付/通知

催告書等送付
納税義務者に催告書等を送付す
る。 3 交付/通知

納付書等
作成

納付書作成

納付書等作成

納税義務者に対して、納付書、納
付書に記載すべき翌年度の納付
番号を通知する文書、申告書のひ
な型を作成する。

27 交付/通知

封入封緘
作成した文書を封入封緘する。

36 交付/通知

送付
納付書等を送付する。

27 交付/通知

決裁 各種決裁処理
-

決裁書類の確認、承認等を行う。
13 審査/決裁

特別とん譲
与税

入港調査
日程調整 8 訪問、調査

入港調査

税関にて、書類を閲覧しながらメモ
（転記）を行う。
転記後、読み合わせを行う。

61 訪問、調査

調査結果の受領
堺市からメールにて調査結果を受
領する。 8 連携

税務統計
税務統計作成 72 統計/集計

提出
府に、税務統計を提出する。

18 連携

配分率決定
決議書受領

堺市から決定協定書（紙）を受領
する。 10 連携

決裁、公印 26 審査/決裁

返送 15 連携

納付書
納付書作成 23 交付/通知

決裁 12 審査/決裁

会計課へ連携
納付書を会計課へ提出する。

4 連携

その他事務 勤怠管理、経
費精算、予算
要求等

- 768 その他

事業所税 申告管理 申告書管理
申告書と入力内容の照合

電子申告を出力し申告書の記載
内容を入力する。 ○
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※○としている事務については、実証段階のものもある。

業務 作業 概要 業務量 事務分類 A B C D E F G A B C D E F G

収納 窓口徴収 窓口受付 来庁した納税義務者より現金を受
け取る。

20 徴収、支払

（納付書がない場合）
納付書作成

納付書がない場合、システムより
納付書を作成する。 40 帳票作成

領収、現金一時保管 納税義務者より受け取った現金と
納付書を一時保管する（翌日朝に
会計部門に納める）。

20 徴収、支払

窓口収入情報の取込み 会計課から受領したその日の分の
納付書をOCR読み込みでシステム
に取り込む。

101 入力

現金納入 庁舎内金融機関に保管していた現
金を納入する。

20 徴収、支払

口座振替 口座振替結果データ受領 専用端末にて、口座振替結果デー
タを受領し、外部記憶媒体（USB）
にデータを格納する。

47 連携

口座振替結果データ変換 変換ツール（DOSプロンプト）を使
用して、外部記憶媒体（USB）に格
納された口座振替結果データをシ
ステムで取り込める形式に変換す
る。

47 データ抽出/整理/加工

口座振替結果取り込み 変換された口座振替結果データを
システムに取り込み、消込処理を
行う。

235 入力

結果一覧の確認 システムから出力された結果一覧
を確認する。エラーがある場合は、
内容を確認して再度データを取り
込む。

94 確認

（振替不能の場合）
口座振替不能処理 5 入力

納付書送付 42 連携
コンビニ収納 データ受領 専用端末にて、コンビニ収納デー

タを受領し、外部記憶媒体（USB）
にデータを格納する。

84 連携

コンビニ収納データ変換 コンビニ収納データをシステムが
取り込める形式に変換する。 84 データ抽出/整理/加工

コンビニ収納データ取り込み 変換したコンビニ確報データをシス
テムに取り込み、消込処理を行う。 84 入力

結果一覧の確認 システムから出力された結果一覧
を確認する。エラーがある場合は、
内容を確認して再度データを取り
込む。

84 確認

金融機関等納
付分

納入済通知書の受領 会計課より金融機関等納付分の
納入済通知書を受領する。

13 連携

納入済通知書の仕分け 受領した納入済通知書を収納日毎
に仕分けする。なお、手入力が必
要な納入済通知書（退職所得に係
る分離納税分等）は、収納日毎の
束と分けて整理する。

40 書類整理

（手入力不要の場合）
消込情報作成

仕分けした納入済通知書をOCR経
由でシステムに取り込み、消込情
報を作成する。

40 入力

（手入力必要の場合）
消込情報入力

仕分けした納入済通知書をもと
に、システムに消込情報を入力す

40 入力

特徴結果取込
み

納入済通知書等の受領 会計課より金融機関等納付分の
納入済通知書を受領する。
フロッピーディスクの場合は、金融
機関からの連絡を受け、受け取り
に行く。

13 連携

収納情報取込み OCR読み込みにより、端末に納入
済通知書データを取り込む。フロッ
ピーディスクの場合も、データを取
り込む。

40 入力

データ変換 納付書データをシステムが取り込
める形式に変換する。 13 データ抽出/整理/加工

収納データ取り込み 変換した収納データをシステムに
取り込み、消込処理を行う。 40 入力

結果一覧の確認 システムから出力された結果一覧
を確認する。エラーがある場合は、
内容を確認して再度データを取り
込む。

27 確認

特別徴収税額・
徴収方法の変
更

受付 特別徴収税額や徴収方法の変更
申請を受け付ける。

7 申請受付

確認 申請内容を確認する。
7 申請受付

申請情報入力 システムに申請内容を入力する。
10 入力

変更通知書の受領 市民税係から、変更通知書を受領
する。 7 連携

充当処理 必要に応じて、充当処理を行う。
10 入力

納付書作成
10 交付/通知

封入封緘
10 交付/通知

納付書等送付 申請者へ納付書と変更通知書を
送付する。 7 交付/通知

課名： 税務課（納税係）

事務

AI RPA
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業務 作業 概要 業務量 事務分類 A B C D E F G A B C D E F G事務

AI RPA

公売代金処理
による入金登
録（入金理由不
明分を含む）

領収書の受領 会計課より公売代金処理による入
金分の領収書のコピーを受領す
る。 0 連携

納付内容の確認 領収書の内容から、納付内容を確
認する。 0 確認

納付書、通知書の作成 金融機関へ送付する納付書と、通
知書を作成する。

0 交付/通知

通知書の送付 該当する市民に通知書を送付す
る。 0 交付/通知

納付書の送付 納付書を金融機関へ送付する。
0 交付/通知

納入済通知書の受領
0 連携

納付書（取込み用）の作成 OCR読み込み用の納付書を作成
する。 0 帳票作成

納付書の提出 会計課へ、納付書を提出する。
0 連携

官公庁からの
振込明細書に
よる納付確認

入金の連絡 会計課より、口座への入金の連絡
を受ける。 0 連携

納付書の作成
0 帳票作成

納付書の提出 会計課へ、納付書を提出する。
0 連携

退職所得に係
る分離納税分
の入金処理

郵便振替払出証の受領 納税義務者から郵便振替払出証
（金券）が郵送されてくる。 3 申請受付

納付書作成 郵便振替払出証が届いたら同額
の納付書を手作成する。 7 交付/通知

納付書の仕分け
納付書をOCR読み込み分と手入
力分に仕分けする。 3 書類整理

収納情報取込み
OCR読み込みにより、端末に納入
済通知書データを取り込む。 27 入力

収納情報入力

手入力分について、システムに収
納情報を入力する。

27 入力

充当・還付処理
過誤納対象データの出力

システムより過誤納対象データ
（CSV）を出力する。 67 データ抽出/整理/加工

データの加工

過誤納対象データを滞納整理シス
テムで取り込める形式（テキスト形
式）に変換する。

34 データ抽出/整理/加工

過誤納対象データの取込み

過誤納対象データを滞納整理シス
テムに取り込む。

34 入力

滞納者データの出力

滞納整理システムにて、滞納者
データを出力する。

67 確認

滞納データ確認

両システムの出力データを突き合
わせて確認する。

67 確認

対応内容の確認

過誤納の内容について調整更生
か誤納か等を確認し、還付か充当
かを判断する。

34 審査/決裁

充当処理

充当の場合、充当先を確認して充
当処理を行う。

67 入力

充当加算金の計算
充当加算金を計算する。

34 データ抽出/整理/加工

充当加算金の入金登録
充当加算金が発生する場合は、充
当加算金の入金登録処理を行う。 34 入力

充当通知書の作成 34 交付/通知

充当通知書の発送
充当通知書を印刷し発送する。

34 交付/通知

還付口座の確認
還付の場合、過去に還付した住民
などの還付口座を確認する。 67 確認

還付通知書、還付金請求書の作
還付通知書、還付金請求書を作成
する。 67 交付/通知 ○

還付通知書等の発送

還付通知書に還付金請求書を同
封して発送する。

34 交付/通知

還付通知書の
再通知

還付未済者抽出

還付通知書の発送から一定期間
が経過しても請求がないものを業
務システムから抽出する。

101 データ抽出/整理/加工

払出証書の作成依頼 60 連携

現金持参 40 徴収、支払

還付　口座振
込（仮徴収分も
含む）

還付情報の出力
業務システムから還付金の振込対
象の情報を出力する。 20 データ抽出/整理/加工

決議書作成
返送された還付金請求書をもと
に、決議書を作成する。 60 データ抽出/整理/加工

振込依頼書の作成
振込依頼書を作成する。

20 帳票作成
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業務 作業 概要 業務量 事務分類 A B C D E F G A B C D E F G事務

AI RPA

会計部門と情報連携
会計部門へ振込依頼書を提出す
る。 20 連携

納税義務者へ連絡
振替不能の場合、納税義務者へ
連絡する。 20 連携

振込データ作成

財務会計システムにて取り込むた
めの振込データ（CSV）を作成す
る。

40 データ抽出/整理/加工 ○

振込データ取込み 20 入力
過誤納チェック

過誤納一覧の出力

システムから過誤納一覧（収入情
報のわかる過誤納情報）を出力す
る。

101 確認

過誤納情報の確認

日計表、過誤納一覧から未済状態
の過誤納がないこと確認する。

101 確認

払出証書

対象者の抽出

振込不能分について、振込口座情
報の確認のお知らせ文書を作成す
る。

67 データ抽出/整理/加工

払出証書の作成依頼 40 連携

現金持参
上記の通知を2回実施したものに
ついて、払出調書を作成する。 27 徴収、支払

督促状作成
（法人税以外）

督促状作成依頼 3 連携

督促状の受領
委託事業者に、指示書にて、督促
状の作成を依頼する。 1 連携

引き抜き対象者一覧の出力

委託事業者から督促状を受領す
る。

17 帳票作成

督促状の引抜き
業務システムより、引抜対象の一
覧を出力する。 10 交付/通知

封入封緘
引抜対象の一覧をもとに、該当す
る督促状を引き抜く。 34 交付/通知

発送 3 交付/通知

督促状作成
（法人税）

督促状対象者一覧の受領
督促状を発送する。

0 連携

督促状の作成

委託事業者から督促対象者一覧
を受領する。

0 交付/通知

封入封緘
督促状を手作業で作成する。

0 交付/通知

発送 0 交付/通知

督促停止
督促停止依頼の受付

督促状を発送する。
0 申請受付

督促停止登録

督促対象者が税務課に来た場合、
税務課にて督促停止依頼を受け
付ける。
督促対象者が他の課に来た場合、
FAX・TEL等で、各部署からの督促
停止依頼を受け付ける。

0 入力

督促不着

送付先の調査

業務システムにて督促停止を登録
する。

0 訪問、調査

送付先の登録

不着で返送となった督促状につい
て、課税資料を確認したり、住民
票・戸籍等を公用請求するなどし
て、送付先調査を行う。

0 入力

納付書の再作成
送付先が判明した場合は登録を行
う。 0 交付/通知

督促状の発送
納期限を延長した納付書を業務シ
ステムより再発行する。 0 交付/通知

督促公示

現地調査

返送された督促状に、上記で再発
行した納付書を併せて、宛名シー
ルを貼付し発送する。

0 訪問、調査

公示登録 0 入力

公示送達者名簿の出力

調査をしても送付先が不明な場合
は、公示入力を行う。

0 帳票作成

判明した送付先情報の登録
公示登録を行ったものについて、
公示送達者名簿が出力される。 0 入力

総務部門へ依頼文書提出
送付先が判明した場合は、登録を
行い、公示情報を消去する。 0 連携

公示送達者名簿の掲示

公示依頼文書を総務部門へ送付
する。

0 連携

口座振替依頼
書の受付
（市での受付） 依頼書の受付

総務部門が名簿を受け取り、庁舎
掲示場に公示送達者名簿を掲示
する。 27 申請受付

記載内容の確認、再送依頼
郵送されてきた口座振替依頼書を
受け付ける。 27 申請受付

金融機関へ依頼書の照会
記載内容に不備がある場合（開始
月が記入されていない等）、申請
者へ電話連絡し再送の依頼を行

27 連携
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業務 作業 概要 業務量 事務分類 A B C D E F G A B C D E F G事務

AI RPA

金融機関からの回答の整理

照会文書と依頼書原本を各金融
機関へ送付する。

80 連携

登録 金融機関からの回答を整理する。 107 入力
口座振替依頼
書の受付
（金融機関での
受付）

金融機関からの変更内容受付

金融機関から「取扱可」の回答が
あったものについて、システムにて
登録を行う。 27 連携

登録
金融機関から口座振替依頼書を
受け付ける。

107 入力

振替結果登録
振替結果の受領

システムにて登録を行う。
20 連携

口座振替結果データ変換

専用端末にて、口座振替結果デー
タを受領し、外部記憶媒体（USB）
にデータを格納する。 7 データ抽出/整理/加工

振替結果取込み

変換ツール（Access）を使用して、
外部記憶媒体（USB）に格納された
口座振替結果データをシステムで
取り込める形式に変換する。

20 入力

結果一覧の確認
変換された口座振替結果データを
システムに取り込み、消込処理を
行う。

20 確認

金融機関から
の変更の申出

口座変更依頼の受領

システムから出力された結果一覧
を確認する。エラーがある場合は、
内容を確認して再度データを取り
込む。

13 連携

口座変更登録

金融機関から口座変更依頼（統廃
合の一覧）を受領する。

54 入力

口座振替停止・
廃止（口座振替
不能を含む）

口座振替停止対象の整理

手作業にて口座変更登録を行う。

17 データ抽出/整理/加工

口座振替停止・廃止入力

結果一覧を基に、口座振替停止対
象を整理する。振替不能理由が
「残高不足」以外（契約なし）の口
座が停止対象となる。

17 入力

納付書作成
契約のないものについて口座振替
停止（廃止）入力を行う。 17 交付/通知

納付書送付 17 交付/通知

収入状況調の
作成

収入済額データ抽出 67 データ抽出/整理/加工

抽出データのチェック

財務会計システム及び業務システ
ムより収入済額のデータ抽出を行
う。

469 確認

収入状況調の作成

財務会計システム及び業務システ
ムのそれぞれから抽出したデータ
を突合し、値が一致することを確認
する。

134 帳票作成

年金特徴返納
処理

返納告知書の受領及び確認

抽出したデータを基に収入状況調
（Excel）を作成する。

13 確認

返納処理

日本年金機構等から送付される返
納告知書を受領し、記載内容を確
認する。

54 入力

支出処理

上記の返納告知書により、返納と
なるものは過誤納に返納入力を行
う。 67 入力

４月・６月徴収
分仮徴収還付

還付対象者データ作成（4月分）

財務会計システムにて日本年金機
構への返納分の支出処理を行う。

34 データ抽出/整理/加工

還付更生入力

還付対象者リストを作成する。（4
月分）

34 入力

還付口座入力（4月分）

4月分のデータのうち、還付更生が
ある場合は、システムに更生情報
を入力する。

67 入力

還付対象者データ作成（6月分）

還付対象者リストに記載された対
象者の還付口座情報をシステムに
入力する。（4月分）

34 データ抽出/整理/加工

還付口座入力（6月分）

還付対象者リストを作成する。（6
月分）

67 入力

還付通知書・還付金請求書・口座

還付対象者リストに記載された対
象者の還付口座情報をシステムに
入力する。（6月分）

67 帳票作成

還付通知書の封入封緘

4月・6月仮徴収分の過誤納につい
て還付通知書・還付金請求書・口
座振替依頼書を作成する。 17 交付/通知

還付通知書の発送

還付通知書、還付金請求書、返信
用封筒と一緒に封入封緘する。

17 交付/通知

配当割等控除
不足額還付

過誤納（還付額）、還付対象のデ

封入している還付通知書等を発送
する。

67 データ抽出/整理/加工
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AI RPA

配当替情報の入力

業務システムより、過誤納・還付対
象者のデータを抽出する。

101 入力

口座情報の入力
配当替えの還付情報について、シ
ステムに入力する。 134 入力

充当先の確認、充当処理
昨年のExcel台帳をもとに、還付口
座情報をシステムに入力する。 34 確認

リース会社車検
用納税証明一
括送付

入金確認

充当先の有無を確認し、未納があ
れば充当を行う。

13 確認

領収書への押印

リース会社が会計口座に入金した
内容を確認する。

40 書類整理

領収書の返送 13 連携

府税の払込み
府税データの抽出 67 データ抽出/整理/加工

収納一覧の出力
業務システムより府民税データを
抽出する。 268 データ抽出/整理/加工

金額情報の確認、入力
財務会計システムより収納一覧を
出力する。 67 入力

支払伝票出力

府民税データと収納一覧から金額
を確認する。当該金額に按分率を
かけて金額計算を行い、財務会計
システムに入力する。

67 帳票作成

支払伝票の提出
財務会計システムより支払伝票を
出力する。 67 連携

報告書類の作成
会計課へ、支払伝票を提出する。

67 帳票作成

報告書類の送付
大阪府提出用資料を作成する。

67 連携

月例還付処理
還付処理

報告書類を印刷し、大阪府へ送付
する。 201 入力

還付通知書出力 201 帳票作成

還付通知書の提出 268 連携

滞納調定簿の
作成 滞納状況の確認

還付通知書を市民税係へ提出す
る。 67 確認

調定簿の修正

システムで徴収簿移動一覧等を出
力し、滞納がいくら減ったか等を確
認する。

67 入力

決議書作成
整理した滞納情報を基に、調定簿
を修正する。 67 帳票作成

調定通知書の作成
修正した調定簿を基に、決議書
（Excel）を作成する。 67 交付/通知

調定通知書の提出
修正した調定簿を基に、調定通知
書を作成する。 67 交付/通知

滞納 滞納整理 納付書再発行
納付書再発行依頼の受付

決議書、調定通知書を会計課に提
出する。 89 申請受付

納税者検索

納付者から再発行依頼を受け付け
る。

268 確認

納付書印刷
該当者の税情報を検索する。

268 交付/通知

納付書発送
納付書再発行の依頼があった場
合に、納付書を作成する。 268 交付/通知

納付書（延滞金
のみ）発行 延滞金情報の抽出

納付書を交付（送付）する。
89 データ抽出/整理/加工

対象者の確認

滞納整理システムより、2種類の抽
出方法で延滞金情報を抽出する。

134 確認

△
（延滞金を
確定させる

作業）

納付書印刷

複数抽出したデータを精査し、対
象者を確認する。

112 交付/通知

納付書発送（延滞金）

確定した延滞金がある場合、納付
書を印刷する。

112 交付/通知

現金領収

滞納者の納付申し出の受付

納付書（延滞金のみ）を交付（送
付）する。

89 申請受付

納税者検索

滞納者の納付の申し出を受け付け
る。

89 確認

現金領収
該当者の税情報を検索する。

223 徴収、支払

領収書の交付
窓口での納付を希望する納税者に
対して、税金を領収する。 223 交付/通知

市金庫への入金

窓口での納付を希望する納税者に
対して、税金を領収した後に、領収
書を交付する。

268 徴収、支払

納付委託
証券受領 11 交付/通知
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AI RPA

証券内容の入力

先日付小切手・約束手形の提出が
あった場合、納税者にExcelで作成
した仮受領書を交付する。 28 入力

納付委託

受領した証券内容をシステムに入
力する。

28 連携

整理簿記入
証券内容の入力情報（紙）を金融
機関へ送付し、に納付委託する。 11 入力

会計課への連絡
整理簿に記入する。

11 連携

納付書作成 11 交付/通知

納付書の提出 11 交付/通知

納付誓約（分割
納付）

滞納者からの申し出の受付
会計課へ、納付書を提出する。

782 申請受付

納税者検索

窓口や電話等で、滞納者から一括
納付が不可能である旨の申し出を
受け付ける。 78 確認

計画書、納付書の出力
該当者の税情報を検索する。

156 帳票作成

納付書等の交付・送付
システムから、計画書や納付書を
出力する。 156 交付/通知

誓約の取り交わし

電話受付の場合、納付書に納付
誓約確認書、納付計画書を同封し
て送付する。
窓口受付の場合、窓口にて交付す
る。

156 その他

誓約書（控え）の送付
滞納者本人が納付誓約書に署名
押印したものを受理する。 78 その他

納付計画の入力
誓約書（控え）を滞納者本人に送
付する。 156 入力

徴収猶予

猶予（納期限延長）の相談

分割納付を承認した際、納付計画
を入力する。その際に納付誓約書
を入力する。

56 相談/面談

納税者検索

納期限を延長したい旨の申請書の
提出があった場合、必要事項調査
のうえ、猶予の入力を行う。

11 確認

通知書の作成
該当者の税情報を検索する。

34 交付/通知

通知書の発送
通知書を作成する。

11 交付/通知

延滞金減免

滞納者からの情報収集

決裁終了後に、通知書を発送（交
付）する。

22 訪問、調査

延滞金減免内容の確認

滞納者からの申立、所得の変動状
況、財産調査資料及び滞納者から
提出された借入金などの資料をと
りまとめる。

56 確認

延滞金減免登録・決議書出力

滞納者からの聴き取りや猶予・処
分の時期などを基に、減免を行う
期間を算定し、減免の割合を算定
し、該当するかを確認する。

11 帳票作成

協議

システムにおいて滞納者に対して
延滞金減免の登録、及び延滞金
減免決議書の出力を行う。

22 審査/決裁

経過の確認・指
示

対象者の抽出

減免額の条件に合わせて、必要な
協議を行う。

156 データ抽出/整理/加工

経過の確認

滞納整理システムから対象者を抽
出する。（現年分：年3回、滞納繰
越分：年2回）

1,408 確認

滞納者情報管
理 各種情報の確認

抽出した対象者に対して、現況を
確認し、必要な対応を実施する。 134 確認

確認情報の登録

所在や所得等の確認を行う。
引っ越している場合、必要に応じて
調査等を実施する。

313 入力

財産調査

対象者抽出

必要に応じて、システムへ確認し
た情報を登録する。

112 データ抽出/整理/加工

照会書、回答書出力
システムにて対象者を抽出する。

223 帳票作成

封入封緘
システムから照会書、回答書を出
力する。 223 交付/通知

照会書等の送付
照会書、回答書に返信用封筒を同
封し、封入封緘する。 112 交付/通知

回答書受領
12行、16社を対象に、照会書等を
送付する。 112 連携

回答内容入力 1,453 入力
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AI RPA

徴収実績の管
理（課長事務）

滞納状況データの出力

システムへ回答内容（記事）を入力
する。
財産データについてはPDF登録す
る。

22 データ抽出/整理/加工

整理表作成
滞納状況データを業務システムと
滞納整理システムから出力する。 89 データ抽出/整理/加工

滞納処分 繰上徴収
繰上徴収要因の確認

抽出したデータをExcelで加工し、
整理表を作成する。 22 確認

繰上徴収の登録

破産、不動産の競売、不動産の差
押、外国人の出国などの繰上徴収
要因の確認を行う。 22 入力

通知書等の発行

財産調査等の結果、納期限までに
納付が見込めない等、徴収を急ぐ
場合に納期限を繰り上げる旨につ
いてシステムに入力を行い、通知
書等を発行する。（納期限変更告
知書の出力）

22 交付/通知

納期限変更告知書の送付

通知書等を発行する。（納期限変
更告知書の出力）

22 交付/通知

通知書の発送

課税担当に納期限変更告知書を
渡す。

21 交付/通知

通知書の直接交付

決裁終了後に、通知書（納期限変
更告知書）を発送（交付）する。

1 交付/通知

差押

決議書の発行

緊急を要する場合、差押調書を持
参のうえ、時刻を記載した納税者
用の納期限変更告知書を持参して
直接交付する。

168 審査/決裁

通知書等の発行

財産調査の結果を受けて、差押の
決議書を発行する。

168 交付/通知

通知書発送
通知書等を発行する。

168 交付/通知

差押の決定入力

決裁終了後に、通知書を発送（交
付）する。

56 入力

参加差押

参加差押の登録

差押通知書が到達するなど、差押
が執行されたのを確認したら、決
定入力を行う。

34 入力

決議書の発行

財産調査の結果、差押可能な財産
を発見したが、先行する差押があ
る場合、参加差押入力を行う。 6 審査/決裁

通知書等の発行
決議書を発行する。

6 交付/通知

登記嘱託書の送付
通知書等を発行する。

11 交付/通知

登記済書の受領

執行機関（法務局等）へ登記嘱託
書の発送を行う。

11 連携

参加差押の決定入力

執行機関（法務局等）より登記済
書を受領する。受領後、登記情報
の確認を行う。 11 入力

通知書の発送

上記の確認を行った後に、決定入
力を行う。

11 交付/通知

受付済副本の受領

決裁終了後に、通知書を発送（交
付）する。

11 連携

参加差押執行の確認

執行機関から受付済みの副本を
受領する。

11 確認

二重差押（債
権）

第三債務者へ通知書の発送

参加差押登記が完了するなど、参
加差押が執行されたのを確認す
る。

11 交付/通知

裁判所へ通知書の発送

決裁終了後に、第三債務者へ差
押通知書を発送（交付）する。
（※実績なし）

11 連携

事情届の受領

裁判所へ差押通知書を発送（交
付）する。※第三債務者の執行裁
判所への書類提出義務裁判所へ
差押通知書が届いた後、第三債務
者へ連絡が入り、第三債務者は事
情届と供託書正本を執行裁判所
へ提出する。この際、第三債務者
より納税担当等へ問合せがくるこ
とがある。

11 連携

書類提出依頼の受領
裁判所より事情届を受領する。

11 連携
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AI RPA

裁判所提出用必要書類の作成

裁判所から配当期日呼出及び債
権現在額等申立書提出の催告書
を受領する。

11 帳票作成

必要書類の提出

裁判所へ提出するための必要書
類を作成する。※福岡地方裁判所
の場合、「請書」「受領書」「債権現
在額申立書」「差押範囲額申立書」
※債権現在額申立書のみシステ
ムより出力し、他は手作成してい
る。

11 連携

証明書等の受領
裁判所へ必要書類を提出する。

11 連携

法務局提出用証明書等の作成

裁判所より、配当表及び支払証明
書を受領する。

11 帳票作成

証明書等の提出

法務局へ提出する供託金払渡請
求書、支払証明書、市税徴収に関
連する市の例規集の抜粋を作成
する。

11 連携

換価代金の受領

法務局へ供託金払渡請求書、支
払証明書、市税徴収に関連する市
の例規集の抜粋を提出する。

11 徴収、支払

交付要求

交付要求の登録

第三債務者や執行機関から換価
代金を受領する。

45 入力

通知書の発行

他の行政機関等が滞納者の財産
を処分している場合に、競売情
報、破産情報等の取得を行い、そ
の配当を求めるために交付要求入
力を行う。

22 交付/通知

通知書の発送
通知書を発行する。

22 交付/通知

副本の受領

決裁終了後に、通知書を発送（交
付）する。

11 連携

交付要求の決定入力
執行機関から副本を受領する。

11 入力

公売（情報提
供）

情報提供依頼の受付

通知書が執行機関に到達するな
ど、交付要求が執行されたのを確
認したら、決定入力を行う。

56 連携

情報提供
大阪府域地方税徴収機構から公
売情報の提供依頼を受け付ける。 56 連携

換価代金の受
領（払込書使
用）

払込書の出力
大阪府域地方税徴収機構へ公売
情報を提供する。 45 交付/通知

払込書の送付

財務会計システムより、換価代金
を受領するための払込書を出力す
る。 34 交付/通知

換価代金の受領

第三債務者や執行機関へ払込書
を送付する。

34 連携

換価代金の受
領（会計口座使
用）

会計課からの連絡

第三債務者や執行機関から換価
代金を受領する。

11 連携

収納情報の入力
会計課から会計口座に入金があっ
た旨の連絡を受ける。 56 入力

納付書出力
財務会計システムに収納情報を入
力する。 22 帳票作成

納付書の提出
財務会計システムより、納付書を
出力する。 22 連携

配当または充
当

歳入歳出外現金支払伺いの作成
納付書を会計課に提出する。

34 帳票作成

納入済通知書の受領

歳入歳出外現金支払伺いの作成
を行う。決裁後、会計課に提出す
る。

11 連携

配当・充当情報入力
会計課より納入済通知書を受領す
る。 34 入力

配当計算書又は充当通知書の作

財務会計システムに、配当や充当
の情報を入力する。

22 交付/通知

通知書等の発送 11 交付/通知

執行停止

執行停止

通知書(配当の場合は配当計算
書、充当の場合は充当通知書)を
滞納者等に送付する。

22 入力

決議書の作成

滞納者に差し押さえる財産がない
場合、滞納金を徴収不能と判断
し、執行停止入力を行う。

89 帳票作成

集計表の作成

担当地区ごとに執行停止に関する
決議書を作成する。

89 帳票作成

執行停止者事後調査

地区ごとの決議書をとりまとめて
確認し、執行停止対象者の集計表
を作成する。

20 訪問、調査

170



業務 作業 概要 業務量 事務分類 A B C D E F G A B C D E F G事務

AI RPA

執行停止取消
過去に執行停止を行っている滞納
者について、必要な調査を行う。 2 入力

不納欠損（時効
完成）

対象データの出力

滞納者に資力回復の見込みがあ
ると判断した場合、執行停止取消
を入力する。

22 帳票作成

決議書の作成
滞納整理システムから不能欠損対
象者のデータを抽出する。 67 帳票作成

業務システム取込データの作成

担当地区ごとに不納欠損に関する
決議書を作成する。

56 データ抽出/整理/加工

業務システムへの取込

抽出した不納欠損データを業務シ
ステムに取り込むためのCSVデー
タを作成する。

22 入力

集計表の作成
作成したCSVデータを業務システ
ムへ取り込む。 56 帳票作成

解除
解除

地区ごとの決議書をとりまとめて
確認し、集計表を作成する。 45 入力

解除通知書の発行

処分後、完納になる等、処分を解
除する場合は、その解除入力を行
う。

34 交付/通知

通知書の発送

解除通知書を発行する。※解除対
象が不動産の場合は法務局へ回
送する。

34 交付/通知

続行決定
続行通知書の作成

決裁終了後に、通知書を発送（交
付）する。 89 交付/通知

続行通知書の発送

差押不動産につき、裁判所が競売
を進める場合は、その伺書が届く
ため、承認する場合は、続行通知
書を作成する。

22 交付/通知

債権現在額申
立 債権現在額申立書の作成

上記で作成した続行通知書を裁判
所に発送する。 89 交付/通知

債権現在額申立書の発送

交付要求をした他官公庁の処分に
ついて、配当日が決まれば、その
時点の債権額を申し立てるため申
立書を作成する。

22 交付/通知

納税証明書発
行 申請受付

上記で作成した申立書を発送す
る。 67 申請受付

書類不備確認
窓口や郵送にて、納税証明書の交
付申請書を受領する。 22 申請受付

本人確認
提出書類に不備がないかを確認す
る。 22 申請受付

証明書出力
本人確認を行う。

22 帳票作成

証明書作成
システムから各種証明書を出力す
る。 22 帳票作成

証明書交付

完納証明や未納がないことの証
明、滞納処分のない証明について
は、証明書を手作成する。

22 交付/通知

手数料の徴収
窓口での手渡しや郵送にて、証明
書を交付する。 45 徴収、支払

共有者告知（固
定資産税） 対象者抽出

窓口交付の場合は、手数料を徴収
する。 11 データ抽出/整理/加工

対象者名寄依頼

過去3年分の本税滞納者を候補者
としてシステムで抽出し、職員の判
断により告知対象者を特定する。

6 連携

謄本請求リスト作成
固定資産税係に対象者情報を提
出し、名寄せを依頼する。

6 帳票作成

謄本請求
名寄せした対象者情報を基に謄本
請求リストを作成する。

6 連携

納税通知書作成
法務局に対し、謄本請求リストの
登記謄本情報の照会を実施する。

56 交付/通知

納税通知書の確認

対象者の納税通知書を出力し、納
税者名を修正（1枚ずつクリアファ
イルに入れてコピー）する。

6 交付/通知

封入封緘 6 交付/通知

納税通知書の受領
委託事業者へ封入封緘を依頼す
る。 0 交付/通知

引き抜き
委託事業者から封入封緘済みの
納税通知書を受領する。 11 交付/通知

納税通知書の送付

当初納税通知書の送付対象者を
特定し、共有者納税通知からの引
き抜きを行う。

6 交付/通知

相続時の承継
対象者の抽出 6 データ抽出/整理/加工

各種請求資料の出力
死亡者のうち未納者等を対象に、
職員の判断で対象者を抽出する。 6 帳票作成

住民票請求

システムから住民票や戸籍の請求
資料を出力する。

6 連携

戸籍請求
市外居住者について、現住所の自
治体に住民票を請求する。 6 連携
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業務 作業 概要 業務量 事務分類 A B C D E F G A B C D E F G事務

AI RPA

照会文書出力
対象者の本籍地の自治体に戸籍
情報を請求する。 6 帳票作成

相続放棄の調査
システムにて、裁判所への照会文
書を出力する。 6 訪問、調査

回答受領

相続人指定の候補者について、相
続放棄が無いか家庭裁判所へ情
報照会を実施する。

6 訪問、調査

相続人持分の決定
裁判所から回答書を受領する。

17 審査/決裁

承継情報入力

住民票、戸籍情報紹介の結果を基
に相続関係図を作成し、被相続人
と相続人及び必要に応じて相続人
ごとの持分を決定する。

11 入力

決議書、通知文書出力
決定した相続人の持分（承継情
報）をシステムに入力する。 39 交付/通知

相続人への通知

端数処理等でシステム対応できな
い場合は、エクセルにて手入力を
行う。

6 交付/通知

国保業務 保険証の更新
更新受付

相続人への通知文書を送付する。
190 申請受付

未納確認 190 確認

他課への連携
システムにて、保険料の未納があ
るか否かを確認する。 190 連携

対応協議

保険年金課の保険料係へ情報を
連携し、保険証の更新を依頼す
る。

1,140 審査/決裁

他課への連携

未納がある場合、保険料係へ案内
し減免できる場合は減免し、納税
係にて分納に関する協議を行い、
対応内容を決定する。

190 連携

国保資格者の
確認

-

分納とする場合、保険年金課の給
付係へ情報を連携し、対応を依頼
する。

335 確認

決裁 各種決裁処理

-

国保の保健証を持っている市民の
うち、1年以上納付がない市民につ
いて、確認する。
該当者については、保険年金課の
給付係へ連携する。

1,117 審査/決裁

統計・報告 統計・報告 統計資料作成 決裁書類の確認、承認等を行う。 664 統計/集計

統計報告

各種情報を収集・調査し、統計資
料を作成する。

7 連携

その他事務 勤怠管理、経
費精算、予算
要求等

-

大阪府へ統計資料を送付し、報告
する。

447 その他
○

臨時職員賃
金処理
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0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000 70,000 80,000 90,000 100,000

人権くらしの相談課

福祉政策課

会計課

障がい福祉課

人事課

市民課

保険年金課

生活福祉課

高齢介護課

税務課

こども育成課・子育て

応援課

申請受付 相談/面談 入力 確認 帳票作成 データ抽出/加工 審査/決裁 交付/通知 徴収、支払

書類整理 連携 訪問、調査 統計/集計 問い合わせ 会議/イベント 事業計画等 施設管理 その他

市区町村において業務量の多い分野についてのＩＣＴ活用による業務効率化の分析結果①

＜課別 事務分類ごとの業務量の割合＞

○ 子ども・子育て分野、税務分野、高齢者・介護分野、生活保護分野、国民健康保険分野における、大阪府泉大津市
（人口約７万、正職員計284名、嘱託員等計106名、合計390名）の分析結果

※2018年度業務改革モデルプロジェクト（泉大津市）の取組を基に作成

（時間）

AI・RPAとシステム
により自動化

申
請
手
続
の

オ
ン
ラ
イ
ン
化

資料26

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000 70,000 80,000 90,000 100,000

人権くらしの相談課

福祉政策課

会計課

障がい福祉課

人事課

市民課

保険年金課

生活福祉課

高齢介護課

税務課

こども育成課・子育て応援課

申請受付 相談/面談 入力 確認 帳票作成 データ抽出/加工 審査/決裁 交付/通知 徴収、支払

書類整理 連携 訪問、調査 統計/集計 問い合わせ 会議/イベント 事業計画等 施設管理 その他

市区町村において業務量の多い分野についてのＩＣＴ活用による業務効率化の分析結果②

＜課別 事務分類ごとの業務量の割合＞

入力

○税務分野

●泉大津市の現状：正職員27名、嘱託員等５名、計32名、業務5.9万時間
●泉大津市の分析：入力・確認業務についてRPAにより負担軽減が見込め
る。また、帳票作成やデータ抽出業務はICT化の余地がある。
●愛知県一宮市の取組：OCR・RPAの活用により個人住民税に係る給与所得
者異動届出書の入力業務について年592時間が398時間に
●熊本県宇城市：RPAの活用によりふるさと納税の寄付情報取込業務につ
いて年349時間の削減
●和歌山県橋本市：RPAの活用により軽自動車税の廃車登録業務について
年86.6時間の削減

入力

入力

入力

入力

○子ども・子育て分野

●泉大津市の現状：正職員23名、嘱託員等20名、計43名、業
務量8.6万時間
●泉大津市の分析：入力業務についてAIによる音声データの
テキスト化、OCR・RPAの活用により負担軽減が見込める。
●埼玉県さいたま市：AIの活用により保育所利用調整業務に
ついて延べ1,500時間が数秒に
●長野県塩尻市：AIの活用により保育所利用調整業務につい
て職員工数10人日が１人日に削減できる見込み

○生活保護分野
●泉大津市の現状：正職員
15名、嘱託員等11名、計26
名、業務量5.2万時間
●泉大津市の分析：入力業
務についてAIによる音声
データのテキスト化により
負荷軽減が見込める。

○高齢者・介護分野

●泉大津市の現状：正職員12名、嘱託
員等16名、計28名、業務量5.9万時間
●泉大津市の分析：入力や帳票作成業
務は、OCRによる読込とRPAによる処理
により負担軽減が見込める。
●愛知県豊橋市の取組：AIによる将来
予測等に基づく高齢者のケアプラン作
成支援

○国民健康保険分野
●泉大津市の現状：正職員14名、嘱託員等５名、計19名、業務量4.4万
時間
●泉大津市の分析：入力・確認業務についてOCR・RPAにより負担軽減の
余地がある。
●福岡県糸島市：AIの活用により国民健康保険レセプト(診療報酬明細)
の内容点検業務について点検職員を５人から３人に削減見込み
●沖縄県那覇市：AIによる統計解析に基づく国民健康保険特定検診受信
勧奨通知のメッセージ作成により昨年度勧奨者受診率を上回る見込み

※2018年度業務改革モデルプロジェクト（泉大津市）と他団体の取組を基に作成

（時間）

帳票

帳票

データ

確認

確認

12課の職員合計206名
/全職員合計390名
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住民基本台帳事務処理要領に記載されている住民異動届

1出典：地方自治体における業務の標準化・効率化に関する研究会報告書（2015年１月）

資料27

住民異動届の例①

2
出典：地方自治体における業務の標準化・効率化に関する研究会報告書（2015年１月）

事務処理記載欄
として追加
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住民異動届の例②

3
出典：地方自治体における業務の標準化・効率化に関する研究会報告書（2015年１月）

国民健康保険関係の
記載欄を追加

○ 北見市では各課が所管する申請様式を、「フレームと部品化の組み合わせ」という考え方で、記入しやすさと
業務効率を考慮した共通的なデザインや項目の配置に作り変えた。（ただし、市の権限で変更できない様式は除く。）

○ データ項目の並びや出現位置が整理され、システムで様式を取扱う際にも効率的となる。

○ 証明交付申請書の統合化や住民異動届の兼様式化など、届出の効率化となる様式整理も併せて行った。

住民異動届の例③（北見市）

4

国⺠健康保険、国⺠年⾦、介護保険、後期⾼齢の被保険者資格の取得・
喪失・変更は、住⺠異動届（転⼊届・転居届・転出届・世帯変更届）に
付記することで同時に届出があったとみなされる（住⺠基本台帳法）。
そこでさらに、⼾籍届由来の各制度の資格取得・喪失・変更についても
同⼀の様式で共通的に事務処理ができるよう兼様式化し、業務権限等の
整理も⾏った。なお、届出書はシステムで作成する。

付記

申請書様式の標準化⼿法 住⺠異動届の「兼様式化」の事例

共通的な要素を部品化して、フレーム（ひな型）に組み合わせ

出典：北⾒市届出書等の様式作成の基準に関するガイドライン
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住民票の写しの例①

5

※住民基本台帳事務処理要領上に様式例の記載はなし

住民票の写しの例②

6
※住民基本台帳事務処理要領上に様式例の記載はなし
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児童手当法施行規則に規定されている児童手当・特例給付認定請求書

7

○児童手当法施行規則（昭和四十六年厚労省令第三十三号）
（認定の請求）

第一条の四 法第七条第一項の規定による児童手当の受給資格及びその額についての認定の請求は、様式第
二号による請求書を市町村長に提出することによつて行わなければならない。

出典：地方自治体における業務の標準化・効率化に関する研究会報告書（2015年１月）

児童手当・特例給付認定請求書の例

8
出典：地方自治体における業務の標準化・効率化に関する研究会報告書（2015年１月）

○ 省令で定められている様式であるが、改変している自治体もある。

この部分を他の様式と複写
にするために加工
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○ 地方自治体のシステムのカスタマイズのうち、様式・帳票関係が多くを占めている。

カスタマイズに占める様式・帳票関係の割合

自治体名 人口
住民記録システム 個人住民税システム 介護保険システム

機能 帳票 機能 帳票 機能 帳票

A 50万人 70％ 30％ 60％ 40％ 60％ 40％

B 20万人 97％ 3％ 93％ 7％ 90％ 10％

カスタマイズの総数（要件数）から機能と帳票を分類し、各々の比率を抽出したもの

【帳票の例】
① 市民向け帳票

（通知書・納付書、回答書）

② 他機関向け帳票
（県・他機関向け報告資料）

③ 内部事務帳票
（チェックリスト）

④ 統計など

※ B自治体はトップダウンで標準化（パッケージ適用）

【ベンダ提供資料】

※ その他６件

「文言・体裁の修正」 24件
→ 様式・帳票関係

「統計業務への活用」 ４件

Ａ１ Ａ２

所管課他課

自治体

住民、企業、団体、他
自治体等

ＣＢ

「他のシステムとの連携」 22件 「区役所・出張所等の組織の違い/
独自の条例による違い」 ２件
「独自の条例による違い」 １件

「処理件数が多いことによる機能の追加」 16件
「住基担当課の事務範囲の違い」 ８件

資料12「中核市等における住民記録システム等のカスタマイズの例」（全83件）

資料28

【図13】
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インターネットの活用例① チャットボット（会津若松市）

○ ＡＩ（⼈⼯知能）を活⽤し、市⺠からよくある問い合わせや各種証明書発⾏の申請⼿続きの仕⽅などにつ
いて、対話形式で⾃動応答する仕組みを構築。

○ 冬季には、除雪⾞の移動軌跡や現在の位置情報を表⽰させることで、⽣活の利便性向上を図る。

課 題

取 組

○ ⽣活スタイルや働き⽅の多様化、利便性向上のため、⼟⽇や夜間でも⾏政に問い合わせしたい。
○ ホームページは情報過多であり、そもそも何から調べれば良いか分からないため、検索にうんざりする
ケースも。

○ 電話などの問い合わせは職員が随時対応しており、問い合わせ件数の集計などはしていない。

○ ⼟⽇などの「休⽇診療医療機関案内」、除雪⾞の位置情報を可視化する「除
雪⾞ナビ」、ごみの出し⽅や収集⽇などを案内する「ごみ出しの疑問教えて」、
市⺠から問い合わせの多い住⺠票や⼾籍証明書、印鑑証明書などの⼿続き⽅法
を案内する「各種証明書の案内」、この業務の担当課はどこなのかを案内する
「担当窓⼝の案内」、市⺠などを対象とした「アンケート収集機能」を実装し、
ＡＩが対話形式で⾃動応答。

成 果

○ 市⺠は、24時間365⽇、問い合わせが可能なサービスであり、市⺠アンケートの結果では80％以上の⽅から好意的
な反応が得られた。

○ 簡易な問い合わせにはＡＩが対応することで、職員は対⾯的な対応が必要な⽅へ時間をかけることが可能。
○ 問い合わせ内容や件数、問い合わせ者の年代などのデータが分析でき、将来の⾏政サービスに反映できる。

2017年度 データ利活⽤型スマートシティ推進事業（ＡＩ⾃動応答サービス以外分も含め、約4,016万円） 受託者：アクセンチュア㈱

1

本格導⼊ 資料29

○ これまでは、市内で点検・補修が必要な道路の画像を、市の専⾨職員が損傷判定。
○ 専⾨職員の損傷判定結果を機械学習することにより、画像から路⾯の損傷程度をＡＩが⾃動分類する研究
を実施。道路管理の省⼒化を実現。

課 題

取 組

成 果

【新機能】機械学習による道路損傷の⾃動抽出

Copyright(C) 2017 Sekimoto lab Institute of Industrial Science, University of Tokyo

【新機能】作業に必要な資源の最適量をシステムにより⾃動算出

〇 従来の「ちばレポ※」にあった、市⺠協働での道路管理に加え、⾞載カメラで撮影した画像から道路舗装の損傷を
機械学習により、⾃動抽出する機能を追加。

〇 ⾞両の最適資源配分等の機能を組み込んだ「MyCityReport」を開発・実証。全国の地⽅⾃治体への展開を⽬指す。

○ より効率的な道路管理及び、職員の業務量（1回あたり20時間程度（4⼈×5時間））の削減が期待。

〈Ｍｙ City Report〉

※NICTから東京⼤学が受託して実証事業を実施（研究開発予算:2016年度から３年間で総額6,800万円）

〇 職員が毎週１回、千葉市内約3,300㎞のうち約400㎞を、約４⼈の職員で3時間程度パトロール。（別途、毎⽉１回、
夜間に2⼈の職員で2時間程度実施）帰庁後は、道路損傷の発⾒、損傷程度の判定・補修の優先順位付けの作業を、
約2時間かけて実施。

※ちばレポ：スマホのアプリ。
市⺠が地域の困りごとを投稿し、市⺠間や市役所と共有することで、効率的・合理的に解決する仕組み

2

実証実験インターネットの活用例② ＡＩによる道路管理 （千葉県千葉市）
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LGWAN-ASPサービスの活用例① 基幹業務システム（TKC）

3

自治体クラウド
（共同利用方式） 単独利用方式

LGWANまたは専用線

ＴＫＣインターネット・サービスセンター

地方税電子申告
証明書コンビニ交付
公共施設案内予約
かんたん申請申込

など

業務委託

TASK
アウトソーシングサービス

大量帳票印刷
帳票後加工処理
データエントリー
プレプリント帳票管理

など

住⺠向け
サービス

基幹系
サービス

住基
税務情報
介護保険
後期高齢者医療

など

庁内情報系
サービス

財務会計（公会計）
行政評価
公営企業会計
人事給与

など

単独利用方式

システム協議会 区・市役所 町・村役場

① 基幹業務システム
② 財務会計システム
③ 地⽅税電⼦申告⽀援サービス
④ 課税資料イメージ管理サービス
⑤ 証明書コンビニ交付システム
⑥ ⼦育てワンストップ⽀援サービス
⑦ 公共施設案内・予約システム
その他、12サービス（全19サービス）を登録済み
※ 専⽤線経由でサービスを提供する場合もあり。

○ TKCが提供するLGWAN-ASPサービスの基幹業務システムについて、130団体以上が活用している。
○ 住民データはTKCのデータセンターで管理をしており、自治体はLGWAN網を介してアクセス。

主なLGWAN-ASPサービス

全国の自治体がTKCの１つの
データセンターにアクセス

LGWAN-ASPサービスの活用例② AI-OCR（京都電子計算株式会社）

4

○ 京都電子計算は、Cogent Labs社が提供する手書きOCRエンジン「Tegaki」を利用して、イメージスキャンした手書
き書類をテキストデータ化するサービスをLGWAN-ASPサービスとして提供。 機密性の高い手書き書類に配慮し、
OCRエンジンに送る前に手書き書類を項目毎に分割・シャッフルする機能や、テキストデータ化後に誤認識文字をベ
リファイする機能を搭載。

出典：https://www.cogent.co.jp/news/2018‐10‐01‐cogent‐integrates‐tegaki‐and‐kip‐cloud‐cloud‐park/
https://www.tegaki.ai/

⼿書き書類をAIでデータ化

⼿書き⽂字の認識率99.22％※を達成した研究結果
を元にデータ⼊⼒業務の効率化とコスト削減を実現。
※「Tegaki」の認識率について、すべての⼿書き帳票で初回
から99.22％の認識率を保証するものではない。
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個人情報保護条例におけるオンライン結合制限の規定例

○ A県個人情報保護条例

（オンライン結合による提供）
第X条 実施機関は、公益上の必要があり、かつ、個人の権利利益を侵害するおそれがないと認められるときでなければ、オ

ンライン結合（当該実施機関が管理する電子計算機と実施機関以外の者が管理する電子計算機その他の機器とを通信回
線を用いて結合し、当該実施機関の保有個人情報を当該実施機関以外の者が随時入手し得る状態にする方法をいう。次
項において同じ。）による保有個人情報の提供を行ってはならない。

２ 実施機関は、オンライン結合による保有個人情報の提供を新たに開始しようとするとき、又はその内容を変更しようとする
ときは、あらかじめ、審議会の意見を聴かなければならない。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、この限りでな
い。
(1) 法令等の規定に基づき提供するとき。
(2) 本人の同意に基づき提供するとき、又は本人に提供するとき。
(3) 個人の生命、身体又は財産の安全を守るため緊急かつやむを得ない必要があると認めて提供するとき。
(4) 出版、報道その他これらに類する行為により公にされているものを提供するとき。
(5) 国、独立行政法人等、他の地方公共団体又は地方独立行政法人に提供するとき。

３ （略）

○ A県個人情報保護条例では、

① 公益上の必要があり、かつ、個人の権利利益を侵害するおそれがないと認められるときでなければ、
オンライン結合による保有個人情報の提供を行ってはならないこととされ、

② オンライン結合による保有個人情報の提供を新たに開始しようとするとき、又はその内容を変更しようとするときは、
あらかじめ、情報公開・個人情報保護審議会の意見を聴かなければならない

こととされている。

資料30
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